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表紙 

図番 図面名称 

E－０１ 特記仕様書（１） 

E－０２ 特記仕様書（２） 

E－０３ 付近見取図・配置図 

E－０４ 照明器具姿図 

E－０５ 改修後 1 階 電灯設備図 

E－０６ 改修後 2 階 電灯設備図 

E－０７ 改修前 1 階 電灯設備図 

E－０８ 改修前 2 階 電灯設備図 



基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月閣議決定）」による。

仕様書

Ⅰ．工事概要

１．工事場所

２．建物概要

建　　物　　名　　称
消防法施行令

別 表 第 一
備　　考

建築基準法による

延べ面積 (ｍ２)
構　　造 階　　　　　　数

３．工事種目（○印のついたものを適用する）

建 物 別 及 び 屋 外

工　　事　　種　　目

工　　　　　　　　事　　　　　　　　種　　　　　　　　別

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

４．指定部分 ・ 無 有・ 対象部分　（

指定部分工期

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、

○印の付いたものによる。

・

・

・

２．特記仕様

項目及び特記事項は○印の付いたものを適用する。

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

1 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・ 風圧力

風速　(V0

地表面粗度区分（　 ・Ⅰ　　・Ⅱ　　・ Ⅲ　　・Ⅳ　）

積雪荷重・

環境への配慮2 （１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

次の①から④を満たすものとする。

①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、

アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

②　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは、

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

発散建築材料以外の材料

（３）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づく特定調達物品等に関する判断の

Ⅱ．工事仕様

電気自動車用充電設備

防犯・入退室管理設備

動 力 設 備

電 灯 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害除去工事

＝34m/s)

垂直積雪量（ 0.3ｍ ）

設計図

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準仕様書」という。）

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「改修標準仕様書」という。）

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準図」という。）

令和 　 年 　 月 　 日

・

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項特　　　　記　　　　事　　　　項

接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φは

Ｗ＝30 Ｌ＝900mm 以上、14φは、Ｗ＝40 Ｌ＝1,200mm 以上としても差し支えない。

接 地 の 種 類 記　　　号 接地抵抗値

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥA,B,D,C

ＥA,D,C

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

ＥLL

Ｅt

ＥAt

ＥDt

ＥLt

ＥO

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

名　　　　称 測　　　点 取付高さ　[mm]

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

ｺﾝｾﾝﾄ，電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ，ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

コンセント（土間）

コンセント（電動車いす充電用）

引込開閉器箱（低圧）

分電盤，制御盤，実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

試験用接続端子箱

接地極埋設標

給油ボックス

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計，スピーカ

アッテネータ

表示盤

発信器（出退表示用）

外部受付用インターホン（子機）

壁付インターホン　　　（上記以外）

呼出ボタン（多機能便所用）

復帰ボタン（　　 〃 　　）

廊下表示灯（　　 〃　　 ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

副受信機

機器収容箱（火災報知設備）

発信機

警報ベル

表示灯（火災報知設備）

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（重ガス）

ガス漏れ検知器（軽ガス）

　　　　　　　〃　　　　　　 （和室）

　　　　　　　〃　　　　　　 （台上）

床上 ～ 中心

鏡上端 ～ 中心　

台上 ～ 中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参考）天井面を基準とする取付高は、天井高さが 2,500mm から 3,000mm の場合に適用する。
　　　　天井高さが 3,000mm 以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督職員と協議する。

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

床上 ～ 中心

床上 ～ 上端

床上 ～ 中心

地上，床上 ～ 中心

床上 ～ 下端

地上 ～ 中心

　地上 ～ 給油口

床上 ～ 下端

床上 ～ 中心

〃

天井下 ～ 上端　

　床上 ～ 操作部

床上 ～ 中心

天井面 ～ 中心　

2,100

2,500

  150

  150

  150

  800 ～ 1,300

  900

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500

  500

  800

  600

1,000

1,200

  300

1,500

(天井高)×0.9

1,200

1,200

標準図による

1,100

  900

1,300

2,000

  200

  800 ～ 1,500

1,500

1,500

  300

1,500（上端1,900以下）

(天井高)×0.9

  800 ～ 1,500

  800 ～ 1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井高)－200

図面において、室名に（　）を付したものは直天井を示し、それ以外は二重天井の部屋を示す。

壁付電話機 〃 1,300

電話引込口の保安器用

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

高圧避雷器用

低圧避雷器用

構 造 体 接 地

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｄ 種

Ｃ 種

Ω以下

接　　地　　極　（参考）

スイッチ　（一般） 床上 ～ 中心 1,200

1,200〃　　〃　　（多機能便所用）

〃自動スイッチ　（照明、換気扇用等） 1,800

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

  300

項　　　目項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

高効率誘導電動機回路保護用の配線用遮断器等の選定は下記による。

23 接　地　極

25 取付高さ

26 他工事又は他工種

との取り合い

二重床内に設置する器具の位置表示として、マーキングを直上の天井面に付けること。

また、用途に応じ色分けすること。

埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数、管径等は

監督職員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

また、機械室等の床埋設配管は図面上 PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配

管部分は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

下記の金属製電線管の露出配管は塗装、めっき等の仕上げを行う。

金属製（ステンレス、新金属も含む） ・ 樹脂製　　とする。

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5 22 30 37 45

95.595.595.595.595.5

備考（１）規約効率は、JET-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　（２）規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

天井仕上げ表示24

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－ 15 3 2.0 2.0 2.0 15 10

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 20 15

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 30 20

－ 15 10 2.0 2.0 2.0 40 30

－ 20 10 2.0 2.0 2.0 50 40

－ 30 20 2.0 2.0 2.0 75 50

60 50 30 3.5 5.5 2.0 100 75

75 60 50 3.5 5.5 2.0 150 100

125 75 60 8.0 14 2.0 200 150

125 60 8.0 14 2.0 250 200

125 100 14 22 3.5 300 250

150 100 14 22 3.5 400 300

200 150 14 22 5.5 500 400

225 200 14 22 8.0 600 500

200

250

150

175

200

300

350

450

500

器具容量、コンデンサ回路の配線

200V三相誘導電動機回路の器具容量等

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 7.5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 10

－ 10 2.0 2.0 2.0 15

－

30

10 2.0 2.0 2.0 20

30

30

15

3.5

2.0 25

40

50

20

3.5

5.5

2.0 40

60

60

30

8.0

2.0 50

75

30

8.0

14

2.0 75

100

60

3.5

75

125

60

3.5

100

125

60

5.5

125

150

100

14 22

8.0

150

100

150

75

100

100

150

175

225

300

器具容量、コンデンサ回路の配線

400V三相誘導電動機回路の器具容量等

350

400

500

225 150

200

250

14 22

8.0

300

－

15

175

300

350

8.0

8.0

3.5

2.0

2.0

22

22

2.0

3.5

5.5

5.5

14

14

14

38

38

2.0

2.0

2.0

8.0

250

200

300

397

5

5

5

7.5

10

15

20

25

40

50

75

75

100

125

150

200

250

250

300

構外搬出適切処理とする。

屋内（　内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所　地階、ピット階　）

EM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

屋外（内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所：全て（塗装箇所除く）

塗装（　・　屋内　・　屋外　・　全て　・　図示　）

　　　　　IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

・

22 高効率誘導電動機の

19 電　線　類

20 二重床内器具

15 建設発生土の処理 ・

・

16 電線本数，管路等

17 金属製電線管の

塗装・仕上げ ・

18 フラッシュプレート 図面に特記なき場合は、・

21 インバータ装置の

規約効率

電動機出力 (kW)

規約効率　 (％)

0.4

86.0

）

材料・機材の3

品質等

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき品質

及び性能を有するものとする。

（２）下表に示す材料・機材等の製造業者等は次の①から⑥すべての事項を満たすものとし、この証

明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監

督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明となる資料等の提出

を省略することができる。

①  品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

②　生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③  安定的な供給が可能であること。

④  法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

⑤  製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥  販売、保守等の営業体制が整えられていること。

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ及び系統連係保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御装置（監視制御装置）

機　　　材　　　名　　　称

電源周波数4 ・ ５０Ｈｚ ・ ６０Ｈｚ

5

配線用遮断器等の選定

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  1.8 15

 0.4  3.2 15

  0.75  4.8 15

 1.5  8 30

 2.2 11.1 40

 3.7 17.4 75

 5.5 26 100

 7.5 34 125

11 48 125

15 65 125

18.5 79 150

22 93 175

30 124 250

37 152 300

45 190 400

55 228 450

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  0.9 15

 0.4  1.6 15

  0.75  2.4 15

 1.5 4 15

 2.2  5.5 20

 3.7  8.7 30

 5.5 13 40

 7.5 17 75

11 24 100

15 32 125

18.5 39

22 46

30 62

37 76 150

45 95 200

55 115 225

75

90

110

155

180

220

300

350

450

125

125

125

電気工作物の種類

一般用電気工作物

・ 事業用電気工作物

6 電気工事士 契約電力５００ｋＷ以上の電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

7 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　　・　できる　　　・ できない

足場その他8 別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。・

本工事で設置とする。（改修標準仕様書 第１編 2.2.2によるほか下記による。）・

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据え置

き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

・　内部足場の種別（　　　　　種　）

・　外部足場の種別（　　　　　種　）

仮設備工事9 仮設備期間（　・　図示　　　　　・　　　　　　　　　）

仮電源等　（　・　受変電設備　　・　発電設備　　　・　　　　　　）

養生10 養生範囲　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

養生方法　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

施工調査11

電気保安技術者

・ 要 不要

・

ＬＥＤ照明器具

照明制御装置

可変速電動機用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギア（ＣＷ形、ＰＷ形）

高圧交流遮断器

・ はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行うこと。

・ 石綿含有分析調査（定性分析により石綿が含有されている場合は、定量分析を実施する。）

13 穿孔作業 既存躯体に穿孔する場合は金属探知により電源供給が停止できる付属装置等を使用する。

14 耐震安全性の分類

と耐震施工

1)設計用水平地震力

機器の重量[ｋＮ]に、設計用水平震度を乗じたものとする。

なお特記なき場合、設計用水平震度は次による。

設 置 場 所 機 器 種 別

2.0 1.5 1.5 1.0

1.52.02.02.0

2.0

1.5

0.40.6

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

1.5 1.5

1.51.51.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.01.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

上層階

屋上及び塔屋

中間階

地下・１階

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　特定の施設 　一般の施設・ ・

設計用水平震度

※水槽類には、オイルタンク等を含むものとする。

上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。

中間階とは、地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。

重要機器

・ 配電盤

・ 交換機

・

・ 火災報知受信機

・ 直流電源装置

・ 中央監視制御装置

・ 交流無停電電源装置

2)設計用鉛直地震力

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

発電装置

（独立行政法人建築研究所監修）による。（100kg以上の機器を対象とする。）

設備機器、電気配線の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」

・

(1)

12 非破壊検査等 構造部等の機械はつり箇所は、非破壊検査等による埋設物の調査を行い、監督職員に報告書を提出する。

・ その他（　　　）キュービクル

なお、放射線透過検査による場合は特記とし、撮影枚数は、１枚以上／部位とする。

・ 既設埋設配管等を切断または接続する箇所は、事前に試掘調査を行うこと。

屋外

改修一式 改修一式

・

・

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

ＲＣ造 ２階建海蔵地区市民センター

四日市市大字東阿倉川　地内

１項ロ

海蔵地区市民センター

Ｎｏ

Ｅ－０１

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

作　　成　　日

特記仕様書(１)

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



処分方法　・埋立処分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 ・　アスベスト含有物の取り扱い

アスベスト含有成形板の有無　・有　・無

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

を遵守すること。

労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

　施工箇所及び工法　　　・図示

アスベスト含有箇所・吹付主剤・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

　仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

撤去の範囲　・全面撤去　・塗外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　外壁補修等作業は足場アンカー設置、コア抜き、

機器及び配管、配線器具類の固定等軽微な作業を示す。

除去工法

処分方法

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する
・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）はアスベスト含有吹付け材、下地調整材（ローラー

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

 計数機器

 メンブレンフィルタの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化
 計数条件
 計数アスベスト

0.5 f/l

総アスベスト繊維数      　 200本又は視野数50視野 

120 min

5l/min
 25mm

 位相差顕微鏡                    

アスベスト粉じん濃度測定方法

 定量限界

除去工法の試験施工　・行う　・行わない

・施行区画周辺又は、敷地境界　　・図示による

　・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定　　・行う（試験施工時） ・行わない

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹付主材、下地調整材（吹付仕上）の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル3の除去工法と同等とする。

直径3μm未満、長さ5μ m以上、長さと直径比３：１以上

アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法 

なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注 )　試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

２方向各１点

　  測　定　場　所

  　測　定　点

監督職員と協議すること。

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ケレン工法

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無

アスベスト含有保温材の有無　・有　・無

本工事に配置管理させる者（有資格者）

　・特定化学物質等作業主任者（H18.3.31以前の講習修了者）

　　又は石綿作業主任者（H18.4.1以降の講習修了者）

アスベスト含有シール材の有無　・有　・無

作業場の隔離　・行う　・行わない

除去工法
湿潤にて撤去を行い、適法に処分する事。

処分方法　・埋立処分

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

除去シール材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

除去成形板（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融

又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

除去保温材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉

じん飛散防止処理技術指針」による。

アスベスト含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

1  一 般  事  項

　の処理工事

2 アスベスト含有建材

3 アスベスト含有仕上

　塗材の除去

4 アスベスト含有保温
　材等の除去

7 特記事項

接続部シール材の除去

6 アスベスト含有配管

　板の除去

5 アスベスト含有成形

配 管 工 事 等

２　乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成11年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。

ればならない。

（秘密の保持）

第３　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を施

工するために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。

２　乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（適正な管理）

第４　乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２　乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。

３　管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。

４　四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。

（収集の制限）

第５　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するために、個人情報を収集するときは、当該工

事を施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

（再提供の禁止）

第６　乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。

２　乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。

３　前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。

（複写、複製の禁止）

第７　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。

（持ち出しの禁止）

第８　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。

２　甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。

３　前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。

（資料等の返還）

第９　乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。

２　前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものとする。

(1)　紙媒体　　シュレッダーによる裁断

(2)　電子媒体　データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕

３　乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事に係る個人情報を第三者に再提供したと

きは、当該工事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなけれ

ばならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。

４　前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。

（研修・教育の実施）

（罰則等の周知）

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。

周知するものとする。

（苦情の処理）

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。

（事故発生時における報告）

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（契約解除及び損害賠償）

除及び損害賠償の請求をすることができる。

個人情報の取り扱いに関する事項

を含む。）を取り扱う場合においては、下記条文を順守すること。

（基本事項）

第１　この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。

（施工者の義務）

第２　乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）

　１．契約の解除

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排
除措置要綱（平成20年四日市市告示第28号）
第３条又は第４条の規定により、四日市市建
設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札
参加資格停止措置を受けたときは、契約を解
除することがある。

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務

には、業務発注所属と協議を行うこと。

暴力団等不当介入に関する事項

資格停止基準に基づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。
（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加

行に支障が生じたり、納期等に遅れが生じるおそれがあるとき
（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂

並びに業務発注所属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。
（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報・ 本 工 事 に 必 要 な 工 事 用 電 力 、 水 等 の 費 用 及 び 官 公 署 そ の 他 の 関 係 機 関 へ の

諸 手 続 等 に 要 す る 費 用 は 、 受 注 者 の 負 担 と す る 。

・ 市 支 給 と す る 。 た だ し 、 構 内 既 存 施 設 よ り 利 用 可 能 な 範 囲 に 限 る 。

本 工 事 に は 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 が 計 上 さ れ て い な い た め 、 受 注 者 が 本 工 事 に よ り

る 。

明 書 等 を 添 付 し て 、 本 工 事 に よ り 生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 を 請 求 す る 事 が で き

生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 が 課 税 対 象 と な っ た 場 合 に は 、 翌 年 度 に 産 業 廃 棄 物 税 納 税 証

・  建 設 工 事 保 険 　 （ 管 理 財 物 担 保 特 約 に 加 入 ） (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )　

・  請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険 (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )

 　 加 入 期 間 は 工 事 期 間 を 原 則 と す る 。 (必 要 に 応 じ て 延 長 す る も の と す る 。 )　

下 記 の 制 度 に つ い て 加 入 す る こ と 。

・  法 定 外 労 災 補 償 制 度 　 　 　 (加 入 証 明 書 を 提 出 )　

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 に 加 入 し 、 掛 金 収 納 書 を 提 出 す る 。

　 　  共 済 証 紙 購 入 額

 　 　 請 負 額 (消 費 税 含 む )の 0 . 5 / 1 0 0 0  以 上 　

た だ し 、 建 設 業 退 職 金 共 済 に つ い て は 請 負 額 が 5 0 0万 円 以 上 の 場 合 と す る 。

※ 1 他 の 退 職 金 制 度 に 加 入 し て い る 等 、 共 済 証 紙 を 購 入 す る 必 要 が な い 場 合 は 理

 　  由 書 の 提 出 を も っ て 共 済 証 紙 の 購 入 を 不 要 と す る 。

※ 2  契 約 変 更 に よ り 工 事 価 格 が 上 昇 し た 場 合 は 不 足 分 を 追 加 購 入 す る こ と 。

工 事 請 負 代 金 額 5 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 工 事 実 績 情 報 （ CO R I N S） の 登 録 手 続 き

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、施工体制台帳の写しを提出のこと。

下請契約締結日より、10日以内に提出すること。変更時も同様とする。

なお、警備業者についても記載すべき下請負人の範囲に含むものとする。

を 行 う こ と 。

・ 設 け な い 　 　 　 　 　 ・ 設 け る

監督職員の指示により下記のものを提出する。

　　・　保全に関する資料等　2部

・　完成図　ＣＡＤデータ　ＰＤＦデータ（ＣＤ－Ｒ）

　　・　工事完成図（竣工図（修正済みの設計図）＋施工図）

・　完成図　（Ａ４版に製本したもの）

　　・　工事写真（紙、ＣＤ－Ｒ）

・ 引 渡 し を 要 す る も の

　 構 外 搬 出 適 切 処 理 と す る 。

・ 引 渡 し を 要 す る も の 以 外

　 廃 棄 物 管 理 票 （ マ ニ ュ フ ェ ス ト ） 確 認 表 を 作 成 し 、 監 督 員 に Ａ 票 及 び Ｄ 票 も

  し く は Ｅ 票 の 確 認 を 受 け る も の と す る 。

・ 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

　 （ Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 　 Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器 は 、 関 係 法 令 に 従 い 適 切 に 処 置 す る 。

・ 再 使 用 又 は 再 資 源 化 を 図 る も の

工 事 記 録 は 以 下 の よ う に 行 う こ と 。

○ 工 事 写 真

工 程 写 真  埋 設 部 、 い ん ぺ い 部 、 施 工 工 程 、 材 料 等

完 成 写 真

※ 撮 影 用 具 に デ ジ タ ル カ メ ラ を 用 い 、 サ ー ビ ス サ イ ズ 程 度 の 大 き さ で

A4用 紙 に 印 刷 し 、 提 出 す る 。

   国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官 庁 営 繕 部 監 修 「 工 事 写 真 の 撮 り 方

※ 次 の 図 書 を 参 考 と す る 。

○ 工 事 日 報 、 納 品 伝 票
　 建 築 設 備 編 」

工 事 日 報 、 納 品 伝 票 等 の 写 し は 監 督 員 が 提 出 を 求 め た 場 合 に

提 出 す る こ と 。

特 記 な き 鋼 製 電 線 管 (1 9 , 2 5 , ･ ･ ･ 7 5 )の 表 示 は 全 て 薄 鋼 電 線 管 と す る 。

但 し 、 屋 内 箇 所 に お い て は 、 表 示 さ れ て い る も の と 同 一 外 形 の ね じ な し 電 線

管 ( E 1 9 , E 2 5 , ･ ･ ･ E 7 5 )を 使 用 し て も よ い 。

取 り 外 し 再 使 用 機 器 は 、 清 掃 及 び 絶 縁 測 定 の う え 、 取 り 付 け る 。

た だ し 、 絶 縁 劣 化 等 使 用 に 耐 え な い 場 合 は 、 監 督 職 員 に 報 告 す る 。

長 さ 1 m以 上 の 入 線 し な い 電 線 管 に は 、  1 . 2 m m以 上 の ビ ニ ル 被 覆 鉄 線 を 挿 入 す

る 。

タ ン ブ ラ ス イ ッ チ は 、 図 面 に 特 記 な き 場 合 、 ネ ー ム 付 と す る 。

配 線 器 具 ( ｽ ｲ ｯ ﾁ ､ ｺ ﾝ ｾ ﾝ ﾄ他 )の 現 場 納 り 等 に よ る 仕 様 、 数 量 に つ い て は

監 督 職 員 の 承 諾 を 受 け て 変 更 し て も さ し つ か え な い 。

使 用 機 器 の 製 造 者 選 定 に よ る 若 干 の 仕 様 の 相 違 は 、 監 督 職 員 の

承 諾 を 得 れ ば 、 可 と す る 。

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 及 び 付 属 品 は 、 Ｐ Ｆ 管 （ 単 層 管 ） の 波 付 管

以 上 を 使 用 す る 。

最 上 階 の 天 井 ス ラ ブ へ の 埋 込 配 管 は 、 原 則 と し て 避 け る も の と す る 。

本 工 事 施 工 に 伴 う 既 設 設 備 の 軽 微 な 加 工 改 造 は 、 本 工 事 と す る 。

原 動 機 、 発 電 機 と 付 属 各 機 器 間 の 燃 料 油 、 冷 却 水 な ど の 配 管 、 制 御 用 配 線 等

は 、 監 督 員 の 承 諾 を 受 け て 図 面 と 多 少 相 違 し て も さ し つ か え な い 。

位 置 ボ ッ ク ス は 金 属 製 と し 、 電 力 用 に は 接 地 を 施 す 。

2 7  工 事 用 電 力 、 水 等

28  産 業 廃 棄 物 税

2 9  工 事 の 保 険

3 0  建 設 共 済 等

3 1  工 事 実 績 情 報 の 登 録

32  施 工 体 制 台 帳 の 提 出

33　 監 督 職 員 事 務 所

34  完 成 時 の 提 出 図 書

3 5  発 生 材 の 処 理

3 6  工 事 記 録

3 7  鋼 製 電 線 管

3 9  再 使 用 機 器

3 8  呼 び 線

4 0  タ ン ブ ラ ス イ ッ チ

4 1  配 線 器 具 等

4 2  機 器 仕 様

4 3  合 成 樹 脂 管 配 線

4 4  位 置 ボ ッ ク ス

4 5  最 上 階 の 埋 込 配 管

46  既 設 と の 取 合 い

48  地 中 配 線 の 埋 設 深 さ 等

47  自 家 発 電 設 備 の

・ 設 け る 　 　 　 ・ 設 け な い

地 中 配 管 に 埋 設 標 識 シ ー ト （ 2倍 ） を

埋 設 深 さ は 原 則 0 . 6 m以 上 と し 、 そ れ に よ り 難 い 場 合 は 監 督 員 と

協 議 し 決 定 す る こ と 。

電気設備の改修等のため、在来設備を一時停止させる必要のある場合は、

1.施工可能日　　・土、日曜日、祝日施工有り　・指定なし

・その他　(　　　　　　　　　　　　　　)

2.施工可能時間帯　　・指定有り（　　時～　　時）　・指定なし

予めその時期、停止の範囲及び工法等を施設管理者などの関係者と打ち合わせ、

場合によっては停電計画書等を提出し、承諾を得たうえで作業を行うものとし、

施設の運営に支障を来たさないよう特に注意する。

構 内 線 路 に お け る 埋 設 標 の 材 質 及 び そ の 個 数 は 、 図 面 に 記 載 の な い 場 合 は

次 に よ る 。

・ 鉄 製 (　 　 箇 所 )　 　 　 　 ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ製 (　 　 箇 所 )

資 材 購 入 及 び 工 事 の 一 部 を 下 請 業 者 に て 施 工 す る 場 合 、 業 者 の 選 定 に 際 し

て は 、 で き る 限 り 市 内 業 者 を 優 先 さ せ る こ と 。

一 般 照 明 の 照 度 測 定 を 行 う 。 照 度 測 定 箇 所 は 、 監 督 職 員 の 指 示 に よ る 。

施 工 図 等 の 著 作 権 に 関 わ る 当 該 建 物 に 限 る 使 用 権 は 、 発 注 者 に 移 譲 す る

も の と す る 。

49 施 工 条 件

5 0  地 中 配 線 の 埋 設 標

5 1  資 材 購 入 及 び 下 請 業 者 の

 　 選 定 に 際 し て の 留 意 事 項

5 2　 一 般 照 明 の 照 度 測 定

53　 施 工 図 等 の 取 扱 い

設 計 金 額 30 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 四 日 市 市 検 査 規 程 第 ８ 条 第 ６ 項 の 規 程 に よ り 発

注 者 が 随 時 検 査 を 求 め た 場 合 、 監 督 員 の 指 示 に 従 い 受 験 す る こ と 。

＜ 現 場 代 理 人 に 関 す る 事 項 ＞

＜ 随 時 検 査 ＞

　 　 工 場 製 作 期 間 中 等 に 現 場 代 理 人 の 常 駐 を 解 除 す る 場 合 は 、 そ の 期 間 に 応 じ た 経 費 の 減 額 変 更 を 行 う 。

＜ 喫 煙 に 関 す る 事 項 ＞

　 学 校 敷 地 内 は す べ て 禁 煙 と し 、 敷 地 周 辺 の 路 上 等 に お い て も 禁 煙 に 努 め る こ と 。

・　完成図　（原図サイズで機械設備図と併せて二つ折り製本したもの、3部）

除去仕上塗材（　　　　　　　　　）含有場所（　外壁・軒下　　）

Ｎｏ

Ｅ－０２

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

作　　成　　日

特記仕様書(２)

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



海蔵地区市民センター

スロープ

物置

海蔵分団車庫

コ ンテナ

Ｎ

海蔵地区市民センター

Ｓ＝１／１００物置平面図

付 近 見 取 図

ＦＬ４１Ｋ 撤去

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

取替

（Ａ）新設

配置図  Ｓ＝１／２００

ＨＦ１００

ＨＦ１００

取替

取替

（Ｐ）

（Ｐ）

※（Ａ）

注記

※Ａ　基礎打増施工
アスファルト、カッター切（６００ｘ６００）の上ハツリ撤去

Ｎｏ

Ｅ－０３

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

付近見取図・配置図

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

A2：1/100.1/200



照 明 器 具 姿 図

（Ａ） 直付型４０形　反射笠付型

（Ｂ２）

（Ｂ１） 埋込型４０形　下面開放型 　Ｗ１９０（Ｄ）

６９００ｌｍ

埋込型４０形 　下面開放型　Ｗ３００（Ｅ） （Ｆ）

ＬＥＤブラケット

　２０形直管蛍光灯１灯器具相当 　２０形直管蛍光灯１灯器具相当

ＬＥＤキッチンライト（Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） （Ｊ）

（Ｍ） （Ｎ） （Ｏ） （Ｐ）

９８０ｌｍ １１００ｌｍ

ＬＥＤシーリングライト

ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－０６

ＬＥＤウォールライト

　Ｄスタイル　Ｗ２３０

直付型４０形

直付型４０形

（Ｃ１）

（Ｃ２）

５４９９ｌｍ

パナソニック　ＬＧＣ５１１３Ｄ

（Ｋ） （Ｌ）非常灯４０形　 Ｄスタイル　Ｗ２３０

６９００ｌｍ

非常灯　４０形 下面開放Ｗ３００

６９００ｌｍ

軒下用ダウンライト　２５０形

５００□プレート付

２３２０ｌｍ

ＬＥＤ非常灯 階段灯薄型

ひとセンサ段調光

階数表示灯

自動点滅器付

基礎　既設再使用

（ケミカルアンカー使用）
既設基礎

ケミカルアンカー

ベース式ポール新設

基礎　打増
ＧＬ

アンカーボルト

非常照明用点検リモコン １個納品

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４１９６９３Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＲ４３０６９３Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＤＨ８２０１Ａ０１－ＬＣ

東　  　　芝　ＬＥＫＲＪ４３０６９４Ｎ－ＬＳ９東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３６９４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＤ２５２９１５Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ１３６２１Ｍ

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４７０３３２／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＢＫ４７０３３５Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４７０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＬＧＢ５２０９７ＬＥ１ パナソニック　ＬＧＢ８５０３２ＬＥ１

三　　　　菱　

パナソニック　ＸＮＷ２５６０ＷＮＬＥ９

三　　　　菱　ＥＬ－ＤＢ２３１１１Ｂ 三　　　　菱　

パナソニック　ＸＬＸ４６０ＲＥＮＴＬＥ９ パナソニック　ＸＬＸ４６０ＶＥＮＴＬＥ９

三　　　　菱　

三　　　　菱　

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＮＮＦＢ９１６１５Ｃ

リモコンスイッチ付（段調光）ＬＳＳ１０－４－６５

低天井用

φ１５０

直付型４０形

直付型４０形

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

ＬＳＳ９－４－４８

ＬＳＳ９－４－６５

Ｈｆ３２形型器具

パナソニック　ＸＬＦ４４３ＵＴＮＣＬＥ９

６９００ｌｍ

ベース式ポール　４．５ｍ

ＬＥＤ街路灯　水銀灯２５０形相当

ＬＳＳ１０－４－３７

６４００ｌｍ

パナソニック　ＮＮＹ２２１２７Ｚ  ＬＦ９
東　  　　芝　ＬＥＤＧ－１０８２７Ｎ（Ｋ）  

防雨型

６９０ｌｍ

１００形電球相当

ＬＥＤシーリングライト

パナソニック　ＬＧＷ５１７６５ＷＣＥ１

東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１５２５３Ｎ－ＬＤ９
三　　　　菱　ＭＹ－Ｈ４２５３３０／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＸＬＸ４２０ＫＥＮＴＬＥ９

２５００ｌｍ

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４７０３３５／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＶＧＮＪＬＥ９
東　  　　芝　ＬＥＤＢ８３１２９

４０００ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８７００３Ｎ－ＬＳ

三　　　　菱　ＥＬ－ＬＦＶ２３６１  ＡＨＪ（１３Ｎ４）

東　  　　芝　ＬＥＤＧ８５９０２（Ｗ）Ｎ

三　　　　菱　ＥＬ－ＷＣ０６００Ｎ

東　  　　芝
三　　　　菱　ＭＹ－ＦＨＳ４４０３３０Ａ／Ｎ  ＡＨＴＮ

４００□

Ｎｏ

Ｅ－０４

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

作　　成　　日

図面名称 照明器具姿図

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



Ｓ

☆

☆

Ｓ＝１／１００１階平面図

Ａ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

（改修後）

６２Ｓ

Ｍ

４

（Ｆ）

（Ｊ）

（Ｈ）

（Ｈ）

（Ｅ）

（Ｅ）ｘ７

凡　  　例

記　　号 改  修  前 改  修  後

蛍光灯 １灯用

蛍光灯 ２灯用

Ａ

シーリングライト

壁付灯

ダウンライト

和風ペンダント

注記

※　点線は再使用とする。

ＬＥＤベースライト

ＬＥＤ壁付灯

ＬＥＤダウンライト

切替

切替

（Ｉ）

（Ｃ２）ｘ２

（Ｎ）

（Ｋ）ｘ３
（Ｃ２）ｘ１１

（Ｃ２）

（Ｌ）ｘ３

（Ｍ）

（Ｃ２）ｘ８

フルカラースイッチ

街路灯

非常灯

誘導灯

自動点滅器Ａ

切替スイッチ

ＬＥＤ街路灯

ＬＥＤ非常灯

ＬＥＤ誘導灯

切替スイッチ切替

Ｓ 人感センサー

センサー用切替スイッチ

換気扇連動型

２連２Ｓ

ＬＥＤシーリングライト

ＬＥＤシーリングライト

※　非常照明用点検リモコン１個納品とする。

特記なき配線は下記による

４

６

Ｍ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ  （１Ｃアース）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２ （メタルモールＢ型）

※　　　照明器具増設の為、天井ビス止め取外し再取り付けとする。

対象外

（Ｃ１）

（Ｂ１）

（Ｂ１）（Ｂ２）

（Ｂ２）

待合室

図書室

休憩室

書庫

踏込

植栽植栽

植栽

風除室

女子便所

男子便所

湯沸室

ホール
事務室

多目的便所

和室

Ｎｏ

Ｅ－０５

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　１階　電灯設備図

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



会議室

湯沸室

会議室

調理室
廊下

書庫

便所

団体事務室

☆

Ｓ＝１／１００２階平面図

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

（改修後）

（Ｋ）ｘ２

（Ｄ）

（Ｇ）ｘ２

（Ｏ）

（Ｋ） x ３

（Ｃ２）ｘ５

（Ｃ２）ｘ３

（Ｎ）

（Ｃ２）ｘ３
（Ｋ） x ３

（Ｃ２）ｘ８

（Ｋ） x ４

（Ｃ１）

（Ｂ１）

Ｎｏ

Ｅ－０６

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

図面名称 改修後　２階　電灯設備図

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



便所

対象外
踏込

和室

（改修前）

Ｓ＝１／１００１階平面図

Ａ

ＦＬ４２Ｖｘ２

ＣＬ

ＤＢ

ＦＣＬ３２Ｐ

ＦＬ４１Ｖ ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４２Ｖｘ８

ＦＬ４２ＵＬＢｘ３

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＬＥＤ

ＦＬ４２ＶＢｘ４
ＦＬ４２Ｖｘ１０

切替

ＦＬ２１

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４２ＵＬｘ８　　

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＦＣＬ４０Ｕ

☆

記　　号 名　　　　　　　　称

シーリング

和風ペンダント

街路灯

ＦＬ２０Ｗｘ１ 直付

ＦＣＬ４０Ｗｘ 1

＊　点線は別途とする。

注記

埋込ＦＣＬ４０Ｕ　　

ＣＬ

ＦＣＬ３２Ｐ

ＨＦ１００

ＦＬ２１

＊　  は器具撤去跡カバープレート取付とする。☆

撤去　照明器具リスト

１  Ｆ ２  Ｆ 屋　外

３

２

１

１

１

２

Ａ

ＦＬ２１

ＦＬ２１

ＦＬ２０Ｗｘ１ Ｖ型

ＦＬ２０Ｗｘ１ Ｖ型　バッテリー内蔵

ＦＬ２０Ｗｘ２ バッテリー内蔵

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２１ＶＢ

ＦＬ２２Ｂ

Ａ 自動点滅器

切替 切替スイッチ 防水

ＦＬ４０Ｗｘ１ Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ１

ＦＬ４０Ｗｘ１ Ｖ型　バッテリー内蔵

非常灯ダウンライト　

ＦＬ４０Ｗｘ１ トラフ型

ＦＬ４０Ｗｘ２ Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ２ Ｖ型　バッテリー内蔵

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４０Ｗｘ２

埋込ルーバー　バッテリー内蔵

埋込ルーバー　

埋込

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４１Ｕ

ＦＬ４１ＶＢ

ＤＢ

ＦＬ４１Ｔ

ＦＬ４２Ｖ

ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２ＵＬＢ

ＦＬ４２ＵＬ

バッテリー内蔵

ＦＬ４１Ｋ ＦＬ４０Ｗｘ１ 笠付

スイッチ １Ｐ１５Ａｘ２ + ＰＬ

４

２０

３

８

３

２

１

１

１

１

１

１

１

２

２

１ １

９

２

１

１６

待合室

図書室

休憩室

書庫

植栽植栽

植栽

風除室

女子便所

男子便所

多目的便所

湯沸室

ホール
事務室

Ｎｏ

Ｅ－０７

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　１階　電灯設備図

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



会議室

湯沸室

会議室

調理室
廊下

書庫

団体事務室

便所

（改修前）

Ｓ＝１／１００２階平面図

ＬＥＤ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＦＬ２１ＶＢ
ＦＬ４１ＶＢ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＤＢ

ＦＬ４１Ｔｘ２

ＦＬ４２ＶＢｘ３
ＦＬ４２Ｖｘ３

ＦＬ４２ＶＢｘ３
ＦＬ４２Ｖｘ５

ＦＬ４１Ｕ

ＦＬ２１ｘ２

ＦＬ２２Ｂ

ＦＬ４２Ｖｘ８
ＦＬ４２ＶＢｘ４

Ｎｏ

Ｅ－０８

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

図面名称 改修前　２階　電灯設備図

海蔵地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



県地区市民センターＬＥＤ照明設備賃貸借 

 

表紙 

図番 図面名称 

E－０１ 特記仕様書（１） 

E－０２ 特記仕様書（２） 

E－０３ 付近見取図・配置図 

E－０４ 照明器具姿図 

E－０５ 改修後 1 階 電灯設備図 

E－０６ 改修後 2 階 電灯設備図 

E－０７ 改修前 1 階 電灯設備図 

E－０８ 改修前 2 階 電灯設備図 



基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月閣議決定）」による。

仕様書

Ⅰ．工事概要

１．工事場所

２．建物概要

建　　物　　名　　称
消防法施行令

別 表 第 一
備　　考

建築基準法による

延べ面積 (ｍ２)
構　　造 階　　　　　　数

３．工事種目（○印のついたものを適用する）

建 物 別 及 び 屋 外

工　　事　　種　　目

工　　　　　　　　事　　　　　　　　種　　　　　　　　別

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

４．指定部分 ・ 無 有・ 対象部分　（

指定部分工期

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、

○印の付いたものによる。

・

・

・

２．特記仕様

項目及び特記事項は○印の付いたものを適用する。

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

1 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・ 風圧力

風速　(V0

地表面粗度区分（　 ・Ⅰ　　・Ⅱ　　・ Ⅲ　　・Ⅳ　）

積雪荷重・

環境への配慮2 （１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

次の①から④を満たすものとする。

①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、

アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

②　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは、

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

発散建築材料以外の材料

（３）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づく特定調達物品等に関する判断の

Ⅱ．工事仕様

電気自動車用充電設備

防犯・入退室管理設備

動 力 設 備

電 灯 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害除去工事

＝34m/s)

垂直積雪量（ 0.3ｍ ）

設計図

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準仕様書」という。）

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「改修標準仕様書」という。）

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準図」という。）

令和 　 年 　 月 　 日

・

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項特　　　　記　　　　事　　　　項

接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φは

Ｗ＝30 Ｌ＝900mm 以上、14φは、Ｗ＝40 Ｌ＝1,200mm 以上としても差し支えない。

接 地 の 種 類 記　　　号 接地抵抗値

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥA,B,D,C

ＥA,D,C

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

ＥLL

Ｅt

ＥAt

ＥDt

ＥLt

ＥO

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

名　　　　称 測　　　点 取付高さ　[mm]

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

ｺﾝｾﾝﾄ，電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ，ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

コンセント（土間）

コンセント（電動車いす充電用）

引込開閉器箱（低圧）

分電盤，制御盤，実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

試験用接続端子箱

接地極埋設標

給油ボックス

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計，スピーカ

アッテネータ

表示盤

発信器（出退表示用）

外部受付用インターホン（子機）

壁付インターホン　　　（上記以外）

呼出ボタン（多機能便所用）

復帰ボタン（　　 〃 　　）

廊下表示灯（　　 〃　　 ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

副受信機

機器収容箱（火災報知設備）

発信機

警報ベル

表示灯（火災報知設備）

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（重ガス）

ガス漏れ検知器（軽ガス）

　　　　　　　〃　　　　　　 （和室）

　　　　　　　〃　　　　　　 （台上）

床上 ～ 中心

鏡上端 ～ 中心　

台上 ～ 中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参考）天井面を基準とする取付高は、天井高さが 2,500mm から 3,000mm の場合に適用する。
　　　　天井高さが 3,000mm 以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督職員と協議する。

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

床上 ～ 中心

床上 ～ 上端

床上 ～ 中心

地上，床上 ～ 中心

床上 ～ 下端

地上 ～ 中心

　地上 ～ 給油口

床上 ～ 下端

床上 ～ 中心

〃

天井下 ～ 上端　

　床上 ～ 操作部

床上 ～ 中心

天井面 ～ 中心　

2,100

2,500

  150

  150

  150

  800 ～ 1,300

  900

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500

  500

  800

  600

1,000

1,200

  300

1,500

(天井高)×0.9

1,200

1,200

標準図による

1,100

  900

1,300

2,000

  200

  800 ～ 1,500

1,500

1,500

  300

1,500（上端1,900以下）

(天井高)×0.9

  800 ～ 1,500

  800 ～ 1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井高)－200

図面において、室名に（　）を付したものは直天井を示し、それ以外は二重天井の部屋を示す。

壁付電話機 〃 1,300

電話引込口の保安器用

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

高圧避雷器用

低圧避雷器用

構 造 体 接 地

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｄ 種

Ｃ 種

Ω以下

接　　地　　極　（参考）

スイッチ　（一般） 床上 ～ 中心 1,200

1,200〃　　〃　　（多機能便所用）

〃自動スイッチ　（照明、換気扇用等） 1,800

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

  300

項　　　目項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

高効率誘導電動機回路保護用の配線用遮断器等の選定は下記による。

23 接　地　極

25 取付高さ

26 他工事又は他工種

との取り合い

二重床内に設置する器具の位置表示として、マーキングを直上の天井面に付けること。

また、用途に応じ色分けすること。

埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数、管径等は

監督職員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

また、機械室等の床埋設配管は図面上 PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配

管部分は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

下記の金属製電線管の露出配管は塗装、めっき等の仕上げを行う。

金属製（ステンレス、新金属も含む） ・ 樹脂製　　とする。

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5 22 30 37 45

95.595.595.595.595.5

備考（１）規約効率は、JET-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　（２）規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

天井仕上げ表示24

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－ 15 3 2.0 2.0 2.0 15 10

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 20 15

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 30 20

－ 15 10 2.0 2.0 2.0 40 30

－ 20 10 2.0 2.0 2.0 50 40

－ 30 20 2.0 2.0 2.0 75 50

60 50 30 3.5 5.5 2.0 100 75

75 60 50 3.5 5.5 2.0 150 100

125 75 60 8.0 14 2.0 200 150

125 60 8.0 14 2.0 250 200

125 100 14 22 3.5 300 250

150 100 14 22 3.5 400 300

200 150 14 22 5.5 500 400

225 200 14 22 8.0 600 500

200

250

150

175

200

300

350

450

500

器具容量、コンデンサ回路の配線

200V三相誘導電動機回路の器具容量等

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 7.5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 10

－ 10 2.0 2.0 2.0 15

－

30

10 2.0 2.0 2.0 20

30

30

15

3.5

2.0 25

40

50

20

3.5

5.5

2.0 40

60

60

30

8.0

2.0 50

75

30

8.0

14

2.0 75

100

60

3.5

75

125

60

3.5

100

125

60

5.5

125

150

100

14 22

8.0

150

100

150

75

100

100

150

175

225

300

器具容量、コンデンサ回路の配線

400V三相誘導電動機回路の器具容量等

350

400

500

225 150

200

250

14 22

8.0

300

－

15

175

300

350

8.0

8.0

3.5

2.0

2.0

22

22

2.0

3.5

5.5

5.5

14

14

14

38

38

2.0

2.0

2.0

8.0

250

200

300

397

5

5

5

7.5

10

15

20

25

40

50

75

75

100

125

150

200

250

250

300

構外搬出適切処理とする。

屋内（　内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所　地階、ピット階　）

EM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

屋外（内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所：全て（塗装箇所除く）

塗装（　・　屋内　・　屋外　・　全て　・　図示　）

　　　　　IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

・

22 高効率誘導電動機の

19 電　線　類

20 二重床内器具

15 建設発生土の処理 ・

・

16 電線本数，管路等

17 金属製電線管の

塗装・仕上げ ・

18 フラッシュプレート 図面に特記なき場合は、・

21 インバータ装置の

規約効率

電動機出力 (kW)

規約効率　 (％)

0.4

86.0

）

材料・機材の3

品質等

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき品質

及び性能を有するものとする。

（２）下表に示す材料・機材等の製造業者等は次の①から⑥すべての事項を満たすものとし、この証

明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監

督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明となる資料等の提出

を省略することができる。

①  品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

②　生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③  安定的な供給が可能であること。

④  法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

⑤  製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥  販売、保守等の営業体制が整えられていること。

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ及び系統連係保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御装置（監視制御装置）

機　　　材　　　名　　　称

電源周波数4 ・ ５０Ｈｚ ・ ６０Ｈｚ

5

配線用遮断器等の選定

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  1.8 15

 0.4  3.2 15

  0.75  4.8 15

 1.5  8 30

 2.2 11.1 40

 3.7 17.4 75

 5.5 26 100

 7.5 34 125

11 48 125

15 65 125

18.5 79 150

22 93 175

30 124 250

37 152 300

45 190 400

55 228 450

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  0.9 15

 0.4  1.6 15

  0.75  2.4 15

 1.5 4 15

 2.2  5.5 20

 3.7  8.7 30

 5.5 13 40

 7.5 17 75

11 24 100

15 32 125

18.5 39

22 46

30 62

37 76 150

45 95 200

55 115 225

75

90

110

155

180

220

300

350

450

125

125

125

電気工作物の種類

一般用電気工作物

・ 事業用電気工作物

6 電気工事士 契約電力５００ｋＷ以上の電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

7 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　　・　できる　　　・ できない

足場その他8 別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。・

本工事で設置とする。（改修標準仕様書 第１編 2.2.2によるほか下記による。）・

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据え置

き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

・　内部足場の種別（　　　　　種　）

・　外部足場の種別（　　　　　種　）

仮設備工事9 仮設備期間（　・　図示　　　　　・　　　　　　　　　）

仮電源等　（　・　受変電設備　　・　発電設備　　　・　　　　　　）

養生10 養生範囲　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

養生方法　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

施工調査11

電気保安技術者

・ 要 不要

・

ＬＥＤ照明器具

照明制御装置

可変速電動機用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギア（ＣＷ形、ＰＷ形）

高圧交流遮断器

・ はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行うこと。

・ 石綿含有分析調査（定性分析により石綿が含有されている場合は、定量分析を実施する。）

13 穿孔作業 既存躯体に穿孔する場合は金属探知により電源供給が停止できる付属装置等を使用する。

14 耐震安全性の分類

と耐震施工

1)設計用水平地震力

機器の重量[ｋＮ]に、設計用水平震度を乗じたものとする。

なお特記なき場合、設計用水平震度は次による。

設 置 場 所 機 器 種 別

2.0 1.5 1.5 1.0

1.52.02.02.0

2.0

1.5

0.40.6

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

1.5 1.5

1.51.51.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.01.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

上層階

屋上及び塔屋

中間階

地下・１階

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　特定の施設 　一般の施設・ ・

設計用水平震度

※水槽類には、オイルタンク等を含むものとする。

上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。

中間階とは、地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。

重要機器

・ 配電盤

・ 交換機

・

・ 火災報知受信機

・ 直流電源装置

・ 中央監視制御装置

・ 交流無停電電源装置

2)設計用鉛直地震力

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

発電装置

（独立行政法人建築研究所監修）による。（100kg以上の機器を対象とする。）

設備機器、電気配線の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」

・

(1)

12 非破壊検査等 構造部等の機械はつり箇所は、非破壊検査等による埋設物の調査を行い、監督職員に報告書を提出する。

・ その他（　　　）キュービクル

なお、放射線透過検査による場合は特記とし、撮影枚数は、１枚以上／部位とする。

・ 既設埋設配管等を切断または接続する箇所は、事前に試掘調査を行うこと。

屋外

改修一式 改修一式

・

・

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

ＲＣ造 ２階建県地区市民センター １項ロ

四日市市赤水町　地内

県地区市民センター

Ｎｏ

Ｅ－０１

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(１)

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



処分方法　・埋立処分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 ・　アスベスト含有物の取り扱い

アスベスト含有成形板の有無　・有　・無

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

を遵守すること。

労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

　施工箇所及び工法　　　・図示

アスベスト含有箇所・吹付主剤・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

　仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

撤去の範囲　・全面撤去　・塗外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　外壁補修等作業は足場アンカー設置、コア抜き、

機器及び配管、配線器具類の固定等軽微な作業を示す。

除去工法

処分方法

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する
・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）はアスベスト含有吹付け材、下地調整材（ローラー

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

 計数機器

 メンブレンフィルタの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化
 計数条件
 計数アスベスト

0.5 f/l

総アスベスト繊維数      　 200本又は視野数50視野 

120 min

5l/min
 25mm

 位相差顕微鏡                    

アスベスト粉じん濃度測定方法

 定量限界

除去工法の試験施工　・行う　・行わない

・施行区画周辺又は、敷地境界　　・図示による

　・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定　　・行う（試験施工時） ・行わない

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹付主材、下地調整材（吹付仕上）の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル3の除去工法と同等とする。

直径3μm未満、長さ5μ m以上、長さと直径比３：１以上

アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法 

なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注 )　試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

２方向各１点

　  測　定　場　所

  　測　定　点

監督職員と協議すること。

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ケレン工法

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無

アスベスト含有保温材の有無　・有　・無

本工事に配置管理させる者（有資格者）

　・特定化学物質等作業主任者（H18.3.31以前の講習修了者）

　　又は石綿作業主任者（H18.4.1以降の講習修了者）

アスベスト含有シール材の有無　・有　・無

作業場の隔離　・行う　・行わない

除去工法
湿潤にて撤去を行い、適法に処分する事。

処分方法　・埋立処分

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

除去シール材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

除去成形板（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融

又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

除去保温材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉

じん飛散防止処理技術指針」による。

アスベスト含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

1  一 般  事  項

　の処理工事

2 アスベスト含有建材

3 アスベスト含有仕上

　塗材の除去

4 アスベスト含有保温
　材等の除去

7 特記事項

接続部シール材の除去

6 アスベスト含有配管

　板の除去

5 アスベスト含有成形

配 管 工 事 等

２　乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成11年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。

ればならない。

（秘密の保持）

第３　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を施

工するために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。

２　乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（適正な管理）

第４　乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２　乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。

３　管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。

４　四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。

（収集の制限）

第５　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するために、個人情報を収集するときは、当該工

事を施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

（再提供の禁止）

第６　乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。

２　乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。

３　前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。

（複写、複製の禁止）

第７　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。

（持ち出しの禁止）

第８　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。

２　甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。

３　前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。

（資料等の返還）

第９　乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。

２　前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものとする。

(1)　紙媒体　　シュレッダーによる裁断

(2)　電子媒体　データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕

３　乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事に係る個人情報を第三者に再提供したと

きは、当該工事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなけれ

ばならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。

４　前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。

（研修・教育の実施）

（罰則等の周知）

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。

周知するものとする。

（苦情の処理）

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。

（事故発生時における報告）

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（契約解除及び損害賠償）

除及び損害賠償の請求をすることができる。

個人情報の取り扱いに関する事項

を含む。）を取り扱う場合においては、下記条文を順守すること。

（基本事項）

第１　この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。

（施工者の義務）

第２　乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）

　１．契約の解除

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排
除措置要綱（平成20年四日市市告示第28号）
第３条又は第４条の規定により、四日市市建
設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札
参加資格停止措置を受けたときは、契約を解
除することがある。

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務

には、業務発注所属と協議を行うこと。

暴力団等不当介入に関する事項

資格停止基準に基づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。
（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加

行に支障が生じたり、納期等に遅れが生じるおそれがあるとき
（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂

並びに業務発注所属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。
（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報・ 本 工 事 に 必 要 な 工 事 用 電 力 、 水 等 の 費 用 及 び 官 公 署 そ の 他 の 関 係 機 関 へ の

諸 手 続 等 に 要 す る 費 用 は 、 受 注 者 の 負 担 と す る 。

・ 市 支 給 と す る 。 た だ し 、 構 内 既 存 施 設 よ り 利 用 可 能 な 範 囲 に 限 る 。

本 工 事 に は 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 が 計 上 さ れ て い な い た め 、 受 注 者 が 本 工 事 に よ り

る 。

明 書 等 を 添 付 し て 、 本 工 事 に よ り 生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 を 請 求 す る 事 が で き

生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 が 課 税 対 象 と な っ た 場 合 に は 、 翌 年 度 に 産 業 廃 棄 物 税 納 税 証

・  建 設 工 事 保 険 　 （ 管 理 財 物 担 保 特 約 に 加 入 ） (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )　

・  請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険 (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )

 　 加 入 期 間 は 工 事 期 間 を 原 則 と す る 。 (必 要 に 応 じ て 延 長 す る も の と す る 。 )　

下 記 の 制 度 に つ い て 加 入 す る こ と 。

・  法 定 外 労 災 補 償 制 度 　 　 　 (加 入 証 明 書 を 提 出 )　

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 に 加 入 し 、 掛 金 収 納 書 を 提 出 す る 。

　 　  共 済 証 紙 購 入 額

 　 　 請 負 額 (消 費 税 含 む )の 0 . 5 / 1 0 0 0  以 上 　

た だ し 、 建 設 業 退 職 金 共 済 に つ い て は 請 負 額 が 5 0 0万 円 以 上 の 場 合 と す る 。

※ 1 他 の 退 職 金 制 度 に 加 入 し て い る 等 、 共 済 証 紙 を 購 入 す る 必 要 が な い 場 合 は 理

 　  由 書 の 提 出 を も っ て 共 済 証 紙 の 購 入 を 不 要 と す る 。

※ 2  契 約 変 更 に よ り 工 事 価 格 が 上 昇 し た 場 合 は 不 足 分 を 追 加 購 入 す る こ と 。

工 事 請 負 代 金 額 5 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 工 事 実 績 情 報 （ CO R I N S） の 登 録 手 続 き

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、施工体制台帳の写しを提出のこと。

下請契約締結日より、10日以内に提出すること。変更時も同様とする。

なお、警備業者についても記載すべき下請負人の範囲に含むものとする。

を 行 う こ と 。

・ 設 け な い 　 　 　 　 　 ・ 設 け る

監督職員の指示により下記のものを提出する。

　　・　保全に関する資料等　2部

・　完成図　ＣＡＤデータ　ＰＤＦデータ（ＣＤ－Ｒ）

　　・　工事完成図（竣工図（修正済みの設計図）＋施工図）

・　完成図　（Ａ４版に製本したもの）

　　・　工事写真（紙、ＣＤ－Ｒ）

・ 引 渡 し を 要 す る も の

　 構 外 搬 出 適 切 処 理 と す る 。

・ 引 渡 し を 要 す る も の 以 外

　 廃 棄 物 管 理 票 （ マ ニ ュ フ ェ ス ト ） 確 認 表 を 作 成 し 、 監 督 員 に Ａ 票 及 び Ｄ 票 も

  し く は Ｅ 票 の 確 認 を 受 け る も の と す る 。

・ 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

　 （ Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 　 Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器 は 、 関 係 法 令 に 従 い 適 切 に 処 置 す る 。

・ 再 使 用 又 は 再 資 源 化 を 図 る も の

工 事 記 録 は 以 下 の よ う に 行 う こ と 。

○ 工 事 写 真

工 程 写 真  埋 設 部 、 い ん ぺ い 部 、 施 工 工 程 、 材 料 等

完 成 写 真

※ 撮 影 用 具 に デ ジ タ ル カ メ ラ を 用 い 、 サ ー ビ ス サ イ ズ 程 度 の 大 き さ で

A4用 紙 に 印 刷 し 、 提 出 す る 。

   国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官 庁 営 繕 部 監 修 「 工 事 写 真 の 撮 り 方

※ 次 の 図 書 を 参 考 と す る 。

○ 工 事 日 報 、 納 品 伝 票
　 建 築 設 備 編 」

工 事 日 報 、 納 品 伝 票 等 の 写 し は 監 督 員 が 提 出 を 求 め た 場 合 に

提 出 す る こ と 。

特 記 な き 鋼 製 電 線 管 (1 9 , 2 5 , ･ ･ ･ 7 5 )の 表 示 は 全 て 薄 鋼 電 線 管 と す る 。

但 し 、 屋 内 箇 所 に お い て は 、 表 示 さ れ て い る も の と 同 一 外 形 の ね じ な し 電 線

管 ( E 1 9 , E 2 5 , ･ ･ ･ E 7 5 )を 使 用 し て も よ い 。

取 り 外 し 再 使 用 機 器 は 、 清 掃 及 び 絶 縁 測 定 の う え 、 取 り 付 け る 。

た だ し 、 絶 縁 劣 化 等 使 用 に 耐 え な い 場 合 は 、 監 督 職 員 に 報 告 す る 。

長 さ 1 m以 上 の 入 線 し な い 電 線 管 に は 、  1 . 2 m m以 上 の ビ ニ ル 被 覆 鉄 線 を 挿 入 す

る 。

タ ン ブ ラ ス イ ッ チ は 、 図 面 に 特 記 な き 場 合 、 ネ ー ム 付 と す る 。

配 線 器 具 ( ｽ ｲ ｯ ﾁ ､ ｺ ﾝ ｾ ﾝ ﾄ他 )の 現 場 納 り 等 に よ る 仕 様 、 数 量 に つ い て は

監 督 職 員 の 承 諾 を 受 け て 変 更 し て も さ し つ か え な い 。

使 用 機 器 の 製 造 者 選 定 に よ る 若 干 の 仕 様 の 相 違 は 、 監 督 職 員 の

承 諾 を 得 れ ば 、 可 と す る 。

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 及 び 付 属 品 は 、 Ｐ Ｆ 管 （ 単 層 管 ） の 波 付 管

以 上 を 使 用 す る 。

最 上 階 の 天 井 ス ラ ブ へ の 埋 込 配 管 は 、 原 則 と し て 避 け る も の と す る 。

本 工 事 施 工 に 伴 う 既 設 設 備 の 軽 微 な 加 工 改 造 は 、 本 工 事 と す る 。

原 動 機 、 発 電 機 と 付 属 各 機 器 間 の 燃 料 油 、 冷 却 水 な ど の 配 管 、 制 御 用 配 線 等

は 、 監 督 員 の 承 諾 を 受 け て 図 面 と 多 少 相 違 し て も さ し つ か え な い 。

位 置 ボ ッ ク ス は 金 属 製 と し 、 電 力 用 に は 接 地 を 施 す 。

2 7  工 事 用 電 力 、 水 等

28  産 業 廃 棄 物 税

2 9  工 事 の 保 険

3 0  建 設 共 済 等

3 1  工 事 実 績 情 報 の 登 録

32  施 工 体 制 台 帳 の 提 出

33　 監 督 職 員 事 務 所

34  完 成 時 の 提 出 図 書

3 5  発 生 材 の 処 理

3 6  工 事 記 録

3 7  鋼 製 電 線 管

3 9  再 使 用 機 器

3 8  呼 び 線

4 0  タ ン ブ ラ ス イ ッ チ

4 1  配 線 器 具 等

4 2  機 器 仕 様

4 3  合 成 樹 脂 管 配 線

4 4  位 置 ボ ッ ク ス

4 5  最 上 階 の 埋 込 配 管

46  既 設 と の 取 合 い

48  地 中 配 線 の 埋 設 深 さ 等

47  自 家 発 電 設 備 の

・ 設 け る 　 　 　 ・ 設 け な い

地 中 配 管 に 埋 設 標 識 シ ー ト （ 2倍 ） を

埋 設 深 さ は 原 則 0 . 6 m以 上 と し 、 そ れ に よ り 難 い 場 合 は 監 督 員 と

協 議 し 決 定 す る こ と 。

電気設備の改修等のため、在来設備を一時停止させる必要のある場合は、

1.施工可能日　　・土、日曜日、祝日施工有り　・指定なし

・その他　(　　　　　　　　　　　　　　)

2.施工可能時間帯　　・指定有り（　　時～　　時）　・指定なし

予めその時期、停止の範囲及び工法等を施設管理者などの関係者と打ち合わせ、

場合によっては停電計画書等を提出し、承諾を得たうえで作業を行うものとし、

施設の運営に支障を来たさないよう特に注意する。

構 内 線 路 に お け る 埋 設 標 の 材 質 及 び そ の 個 数 は 、 図 面 に 記 載 の な い 場 合 は

次 に よ る 。

・ 鉄 製 (　 　 箇 所 )　 　 　 　 ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ製 (　 　 箇 所 )

資 材 購 入 及 び 工 事 の 一 部 を 下 請 業 者 に て 施 工 す る 場 合 、 業 者 の 選 定 に 際 し

て は 、 で き る 限 り 市 内 業 者 を 優 先 さ せ る こ と 。

一 般 照 明 の 照 度 測 定 を 行 う 。 照 度 測 定 箇 所 は 、 監 督 職 員 の 指 示 に よ る 。

施 工 図 等 の 著 作 権 に 関 わ る 当 該 建 物 に 限 る 使 用 権 は 、 発 注 者 に 移 譲 す る

も の と す る 。

49 施 工 条 件

5 0  地 中 配 線 の 埋 設 標

5 1  資 材 購 入 及 び 下 請 業 者 の

 　 選 定 に 際 し て の 留 意 事 項

5 2　 一 般 照 明 の 照 度 測 定

53　 施 工 図 等 の 取 扱 い

設 計 金 額 30 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 四 日 市 市 検 査 規 程 第 ８ 条 第 ６ 項 の 規 程 に よ り 発

注 者 が 随 時 検 査 を 求 め た 場 合 、 監 督 員 の 指 示 に 従 い 受 験 す る こ と 。

＜ 現 場 代 理 人 に 関 す る 事 項 ＞

＜ 随 時 検 査 ＞

　 　 工 場 製 作 期 間 中 等 に 現 場 代 理 人 の 常 駐 を 解 除 す る 場 合 は 、 そ の 期 間 に 応 じ た 経 費 の 減 額 変 更 を 行 う 。

＜ 喫 煙 に 関 す る 事 項 ＞

　 学 校 敷 地 内 は す べ て 禁 煙 と し 、 敷 地 周 辺 の 路 上 等 に お い て も 禁 煙 に 努 め る こ と 。

・　完成図　（原図サイズで機械設備図と併せて二つ折り製本したもの、3部）

除去仕上塗材（　　　　　　　　　）含有場所（　外壁・軒下　　）

Ｎｏ

Ｅ－０２

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

作　　成　　日

特記仕様書(２)

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

設  計 縮　　尺



隣地境界線

プロパン庫
倉庫

隣地境界線
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線

物置

花　壇

花　壇

隣
地

境
界

線

自転車置場

カーポート

道路（幅員　８ . ０００ ）

消防車庫

隣
地

境
界

線

２０００１０００

２
５

０
０

１
２

０
０

０
１

１
０

０

２１５００

県地区市民センター

Ｓ＝１／１００物置平面図

付 近 見 取 図

ＬＥＤ

配置図  Ｓ＝１／２００

ＦＬ４１Ｋ

取替

ＦＬ４１Ｋ

取替

撤去 撤去

注記

（Ａ）新設 （Ａ）新設

＊　街路灯は灯具・安定器を撤去し、ＬＥＤ灯具を新設とする。

＊　自動点滅器取替

Ａ

ＨＦ１００
取替

（Ｖ）

既設ポール塗装再使用

ＨＦ１００
取替

（Ｖ）

既設ポール塗装再使用

道路境界線 　３８ . ０００

Ｎ

Ｎｏ

Ｅ－０３

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

令和３年　３月　１２日

設  計作　　成　　日

付近見取図・配置図

県地区市民センターほか６施設ＬＥＤ化工事
縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

A2：1/100.1/200



リニューアルプレートリニューアルプレート

照 明 器 具 姿 図

直付型４０形（Ａ） （Ｄ１）

（Ｄ２） 直付型４０形

直付型４０形

　Ｄスタイル　Ｗ２３０

　反射笠付型

　Ｂ級・ＢＬ形
　通路誘導灯両面型

ＬＥＤ誘導灯 ＳＴ１－ＦＳＦ２３－ＢＬ ＬＥＤ街路灯　水銀灯１００形相当（Ｕ） （Ｖ）

三　　　　菱　

ポール既設再使用

非常照明用点検リモコン １個納品

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

直付型４０形

直付型４０形

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

（Ｃ３）

（Ｃ４）

（Ｃ１） 直付型４０形

直付型４０形（Ｃ２）

ＬＳＳ９－４－３０

ＬＳＳ９－４－３７

ＬＳＳ９－４－４８

ＬＳＳ９－４－６５

ＬＳＳ１０－４－４８

ＬＥＤ誘導灯 ＳＨ１－ＦＳＦ２０－ＢＬ（Ｓ）

ＬＥＤ誘導灯 ＳＨ１－ＦＳＦ２１－ＢＬ（Ｔ）（Ｒ２）

（Ｒ１）

非常灯４０形　 ６９００ｌｍ

Ｄスタイル　Ｗ２３０

非常灯４０形　 ５２００ｌｍ

パナソニック　ＸＬＧ４５１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＤＧＮＣＬＥ９

東　  　　芝  ＬＥＫＴＪ４２３５２４Ｎ－ＬＳ９　

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３６９４Ｎ－ＬＳ９

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４５０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４７０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

　６０形電球２灯器具相当

８８０ｌｍ

（Ｍ） ＬＥＤスポットライト（Ｎ） 非常灯　４０形ＤスタイルＷ１５０ 非常灯　４０形ＤスタイルＷ１５０（Ｑ）（Ｐ）（Ｏ）

東　  　　芝　
三　　　　菱　

パナソニック　ＬＧＷ４０４８９ＬＥ１

４０００ｌｍ ５２００ｌｍ

防雨型、熱線センサ・ＥＥセンサ付
φ２００ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－０６

ＬＥＤウォールライト

パナソニック　ＮＮＦＢ９３６３５Ｃ パナソニック　ＸＬＧ４５１ＡＧＮＪＬＥ９　相当品
東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ３０６２４Ｍ

パナソニック　ＸＬＧ４４１ＡＧＮＪＬＥ９　相当品
東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４１２４０４Ｎ－ＬＳ９

三　　　　菱  ＥＬ－ＤＢ３５１１１Ｂ　 三　　　　菱  ＭＹ－ＶＫ４４０３３２Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ
東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４１２５２４Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４５０３３２Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

ＬＥＤ非常灯 中天井用ＬＥＤキッチンライト（Ｌ）

三　　　　菱　

パナソニック　ＬＧＢ５２０９５ＬＥ１　相当品

　２０形蛍光灯器具相当

ＬＥＤシーリングライトＬＥＤシーリングライト 軒下用ダウンライト　２５０形

５００□プレート付

（Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） ＬＥＤブラケット

三　　　　菱　三　　　　菱　

パナソニック　ＬＧＢ８５０３２ＬＥ１　相当品

４５０ｌｍ

　６０形電球器具相当 　１５形蛍光灯器具相当 　２０形蛍光灯器具相当

５４９９ｌｍ

パナソニック　ＬＧＣ５１１３Ｄ

３７２０ｌｍ

リモコンスイッチ付（段調光）

東　  　　芝　ＬＥＤＨ８２００Ａ０１Ｗ－ＬＤ 東　  　　芝　ＬＥＫＤ３５９７１Ｎ２－ＬＤ９ 東　  　　芝  ＬＥＤＢ８５０００
パナソニック　ＸＮＷ３５８０ＷＮＬＺ９　 パナソニック　ＬＧＢ５１５１０ＬＥ１ パナソニック　ＬＧＢ８５０４２ＬＥ１

三　　　　菱  ＥＬ－ＣＰ５０１１Ｍ  １ＨＺ 三　　　　菱　三　　　　菱  ＥＬ－ＷＣＥ１７０４Ｃ／Ｗ　

　下面開放型　Ｗ３００埋込型４０形

５２００ｌｍ

（Ｆ）

東　  　　芝  ＬＥＫＲ４３０５２３Ｎ－ＬＳ９　
パナソニック　ＸＬＸ４５０ＶＥＮＴＬＥ９

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４５０３３５／Ｎ  ＡＨＴＮ

ＬＥＤブラケット（Ｊ） （Ｋ）

５２００ｌｍ

埋込型４０形 　下面開放型　Ｗ１９０（Ｅ）

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＲＥＮＴＬＥ９

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４５０３３２／Ｎ  ＡＨＴＮ

埋込型４０形

ＬＳＳ１０－４－６５

（ＥＰ）

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８７００３Ｎ－ＬＳ

三　　　　菱　ＥＬ－ＬＦＶ２３６１  ＡＨＪ（１３Ｎ４）

２５００ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１５２５３Ｎ－ＬＤ９
三　　　　菱　ＭＹ－Ｈ４２５３３０／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＸＬＸ４２０ＫＥＮＰＬＥ９

　Ｄスタイル　Ｗ２３０

直付型２０形

直付型２０形 ＬＳＳ１０－２－３０

（Ｂ１）

（Ｂ２）

ＬＳＳ１０－２－１５

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４１９５２４ＨＮ－ＬＳ９

防湿型・防雨型

パナソニック　モールライトＸＹ７５７２ＬＥ９

ＬＲＳ３ＭＰ／ＲＰ－４－４６

東　  　　芝　ＬＥＤＧ－０４８３１Ｎ（ポールア、ダプター共）

東　  　　芝  ＬＥＤＢ８３１３５ 東　  　　芝  ＬＥＤＢ８７００３　

Ｎｏ

Ｅ－０４

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



花　壇スロープ

花　壇

湯沸室

倉　庫

ＰＳ

物置 ＰＳ

ＵＰ

休憩室

待合室

事務室

地区センター事務室

書　庫

女子便所

男子便所

玄　関

ホール

障害者用
便所

和　室

１ ２ ３ ４

Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ａ

７
０

０
０

５
０

０
０

１
２

０
０

０
３

５
０

０

４
５

８
０

２
４

２
０

７
０

０
０

５
０

０
０

７
５

３２５０ １８００ ２４５０

７５００ ７０００

３６２０ １８０５ １５７５

７０００

２１５００

２２５

Ｓ

Ｓ＝１／１００１階平面図

Ｌ

３

Ａ

（改修後）

（Ｎ）

（Ｇ）

（Ｐ）

（Ｌ）

（Ｍ） （Ｏ）

（Ｕ）

（Ｆ） x ３

（Ｈ）

（Ｏ）

（Ｉ）

（Ｋ）

（Ｊ）

（Ｎ）

（Ｊ）

（Ｃ１）

６ ４

２Ｓ

凡　  　例

記　　号 改  修  前 改  修  後

蛍光灯 ＬＥＤベースライト１灯用

シーリングライト ＬＥＤシーリングライト

蛍光灯 ２灯用

壁付灯 ＬＥＤ壁付灯

ＬＥＤ街路灯

３路スイッチ フルカラースイッチ  ３路

スイッチ３路防水

街路灯

非常灯

誘導灯

ＬＥＤ非常灯

ＬＥＤ誘導灯

ダウンライト ＬＥＤダウンライト

和風ペンダント

スイッチ フルカラースイッチ

フルカラースイッチ  ３路防水

表示灯付

３

フルカラースイッチＬ

Ｋ・ＷＰ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ（ＧＺ２２）

Ｍ

（Ｎ）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ（ＧＺ２２）

３ＷＰ

パイロットランプ

（Ｃ２） x ２

（Ｄ２） x ５
（Ｒ２） x ４

（Ｄ２） x ６
（Ｒ２） x １

（Ｃ３）

（Ｃ４）

（Ｃ４）

（Ｃ３） x ８

対象外

（Ｅ）

（Ｅ）

（Ｂ１）

（Ｂ２）

（Ｓ）

Ｋ

注記

※　点線は再使用とする。
※　非常照明用点検リモコン１個納品とする。

接地工事　Ｄ種ＥＤ

Ｓ 人感センサー

センサー用切替スイッチ

換気扇連動型

２連２Ｓ

フルカラースイッチＦ

特記なき配線は下記による

４

６

Ｍ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２ （メタルモールＢ型）

Ｋ・ＷＰ

Ｋ 自動・手動切替スイッチ 自動・手動切替スイッチ

自動・手動切替スイッチ（ＷＰ） 自動・手動切替スイッチ ( ＷＰ )

Ｎ

ＵＰ

Ｎｏ

Ｅ－０５

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　１階　電灯設備図

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



倉　庫

大会議室

調理実習室

印刷室

便所

図書室

Ｄ

Ｃ

Ｂ

３ ４１ ２

７５００ ７０００

３６２０ １８０５ １５７５

７０００

２１５００

２２５

７
０

０
０

５
０

０
０

１
２

０
０

０

７
０

０
０

５
０

０
０

７
５

階段棚足場（単管）

Ｓ＝１／１００２階平面図

３

ＬＡ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

（改修後）

（Ｍ）
（Ｓ）

（Ｄ１）ｘ６
（Ｒ１）ｘ２

（Ｑ）

（Ｔ）

（Ｒ２）ｘ４
（Ｄ２）ｘ８

（Ｄ２）ｘ６
（Ｒ２）ｘ２

（Ｒ１）

（Ｄ１）ｘ２

（Ｒ２）（Ｒ２）

（ＥＰ）（ＥＰ）

（Ｂ２）ｘ２

ＤＮ

ＤＮ

Ｎｏ

Ｅ－０６

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　２階　電灯設備図

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



花　壇

入

の
床

間

押

スロープ

花　壇

湯沸室

倉　庫

ＰＳ

物置 ＰＳ

ＵＰ

休憩室

待合室

事務室

地区センター事務室

湯沸室

書　庫

女子便所

男子便所

踏　込

和　室

玄　関

ホール

障害者用
便所

１ ２ ３ ４

Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ａ

７
０

０
０

５
０

０
０

１
２

０
０

０
３

５
０

０

４
５

８
０

２
４

２
０

７
０

０
０

５
０

０
０

７
５

３２５０ １８００ ２４５０

７５００ ７０００

３６２０ １８０５ １５７５

７０００

２１５００

２２５

スポットライト撤去
カバープレート取付

１  Ｆ ２  Ｆ 屋  外

（改修前）

Ｓ＝１／１００１階平面図

Ｋ

３段

３

ＦＣＬ３２Ｐ

ＦＬ４１Ｖｘ２

ＳＰＩＬ ＳＰＩＬ

対象外

ＦＬ４２Ｖｘ１０
ＦＬ４２ＶＢｘ５

ＦＬ２１Ｕ

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘

ＦＣＬＵ角

ＤＢ

ＤＢ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ４１ＵＬ

Ａ

ＳＰＩＬ

ＨＦ３２Ｖ

ＦＬ１５１

ＦＬ１５１

ＦＬ１５１

１．６－２Ｃ　（ＶＥ２２）撤去

☆

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｗ

ＦＬ２１

ＦＬ４１Ｖｘ８

ＦＬ４１ＶＢ

ＦＬ４２ＵＬｘ３

ＦＬ４１Ｕ

記　　号 名　　　　　　　　称

撤去　照明器具リスト

ＦＬ４０Ｗｘ２ Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２Ｖ

ＦＬ４２ＵＬ 埋込ルーバー

非常灯ダウンライト　 バッテリー内蔵ＤＢ

ＦＬ２１誘

ＳＰＩＬ

誘導灯

スポットライト

ＦＬ４１Ｕ 埋込

ＦＣＬ３２Ｐ 和風ペンダント

街路灯ＨＦ１００

１

２

埋込

ＦＣＬ 埋込角型ＦＣＬＵ角

ＦＬ２１Ｗ

ＦＬ１５１ ＦＬ１５Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１

壁付

壁付

ＦＬ２１Ｕ ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１ＦＬ２１Ｖ Ｖ型

ＦＬ２０Ｗｘ１ＦＬ２１ １

１

１

１ １

ＦＬ４０Ｗｘ１

ＦＬ４１Ｋ ＦＬ４０Ｗｘ１ 笠付

１

２

２２

１３

１０ ２２

５

３

３

２

２

３

ＨＦ３２Ｖ ＨＦ３２Ｗｘ１ Ｖ型

ＦＬ４１Ｖ ＦＬ４０Ｗｘ１

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１ＶＢ

Ｖ型

Ｖ型　バッテリー内蔵

Ｖ型　バッテリー内蔵

１

１ ３

２

２

９

Ａ

Ｋ

自動点滅器

コンセント

切替スイッチ 防水

防水

１

１

３

１

切替スイッチ３段 １

２

注記

＊　点線は別途とする。

＊　  は器具撤去跡カバープレート取付とする。☆

Ｎ

ＵＰ

Ｎｏ

Ｅ－０７

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　１階　電灯設備図

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



倉　庫

大会議室

調理実習室

印刷室

便所

図書室

Ｄ

Ｃ

Ｂ

３ ４１ ２

７５００ ７０００

３６２０ １８０５ １５７５

７０００

２１５００

２２５

７
０

０
０

５
０

０
０

１
２

０
０

０

７
０

０
０

５
０

０
０

７
５

（改修前）

Ｓ＝１／１００２階平面図

３

ＦＬ２１Ｗ

Ａ

ＦＬ４１Ｕ ＦＬ４１Ｕ

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１Ｖｘ２

ＦＬ４１ＶＢ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＦＬ４２Ｖｘ２

ＦＬ４２Ｖｘ６
ＦＬ４２ＶＢｘ２

ＦＬ４２ＶＢｘ１

ＦＬ４２ＶＢｘ４
ＦＬ４２Ｖｘ８

ＦＬ４２Ｖｘ６
ＦＬ４２ＶＢｘ２

ＦＬ４１ＶＢ

ＦＬ４１ＶＢ

ＤＮ

ＤＮ

Ｎｏ

Ｅ－０８

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　２階　電灯設備図

県地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



桜地区市民センターＬＥＤ照明設備賃貸借 

 

表紙 

図番 図面名称 

E－０１ 特記仕様書（１） 

E－０２ 特記仕様書（２） 

E－０３ 付近見取り図・配置図 

E－０４ 照明器具姿図（１） 

E－０５ 照明器具姿図（２） 

E－０６ 改修後 1 階 電灯設備図 

E－０７ 改修後 2 階 電灯設備図 

E－０８ 改修前 1 階 電灯設備図 

E－０９ 改修前 2 階 電灯設備図 



基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月閣議決定）」による。

仕様書

Ⅰ．工事概要

１．工事場所

２．建物概要

建　　物　　名　　称
消防法施行令

別 表 第 一
備　　考

建築基準法による

延べ面積 (ｍ２)
構　　造 階　　　　　　数

３．工事種目（○印のついたものを適用する）

建 物 別 及 び 屋 外

工　　事　　種　　目

工　　　　　　　　事　　　　　　　　種　　　　　　　　別

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

４．指定部分 ・ 無 有・ 対象部分　（

指定部分工期

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、

○印の付いたものによる。

・

・

・

２．特記仕様

項目及び特記事項は○印の付いたものを適用する。

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

1 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・ 風圧力

風速　(V0

地表面粗度区分（　 ・Ⅰ　　・Ⅱ　　・ Ⅲ　　・Ⅳ　）

積雪荷重・

環境への配慮2 （１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

次の①から④を満たすものとする。

①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、

アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

②　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは、

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

発散建築材料以外の材料

（３）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づく特定調達物品等に関する判断の

Ⅱ．工事仕様

電気自動車用充電設備

防犯・入退室管理設備

動 力 設 備

電 灯 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害除去工事

＝34m/s)

垂直積雪量（ 0.3ｍ ）

設計図

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準仕様書」という。）

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「改修標準仕様書」という。）

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準図」という。）

令和 　 年 　 月 　 日

・

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項特　　　　記　　　　事　　　　項

接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φは

Ｗ＝30 Ｌ＝900mm 以上、14φは、Ｗ＝40 Ｌ＝1,200mm 以上としても差し支えない。

接 地 の 種 類 記　　　号 接地抵抗値

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥA,B,D,C

ＥA,D,C

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

ＥLL

Ｅt

ＥAt

ＥDt

ＥLt

ＥO

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

名　　　　称 測　　　点 取付高さ　[mm]

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

ｺﾝｾﾝﾄ，電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ，ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

コンセント（土間）

コンセント（電動車いす充電用）

引込開閉器箱（低圧）

分電盤，制御盤，実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

試験用接続端子箱

接地極埋設標

給油ボックス

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計，スピーカ

アッテネータ

表示盤

発信器（出退表示用）

外部受付用インターホン（子機）

壁付インターホン　　　（上記以外）

呼出ボタン（多機能便所用）

復帰ボタン（　　 〃 　　）

廊下表示灯（　　 〃　　 ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

副受信機

機器収容箱（火災報知設備）

発信機

警報ベル

表示灯（火災報知設備）

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（重ガス）

ガス漏れ検知器（軽ガス）

　　　　　　　〃　　　　　　 （和室）

　　　　　　　〃　　　　　　 （台上）

床上 ～ 中心

鏡上端 ～ 中心　

台上 ～ 中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参考）天井面を基準とする取付高は、天井高さが 2,500mm から 3,000mm の場合に適用する。
　　　　天井高さが 3,000mm 以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督職員と協議する。

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

床上 ～ 中心

床上 ～ 上端

床上 ～ 中心

地上，床上 ～ 中心

床上 ～ 下端

地上 ～ 中心

　地上 ～ 給油口

床上 ～ 下端

床上 ～ 中心

〃

天井下 ～ 上端　

　床上 ～ 操作部

床上 ～ 中心

天井面 ～ 中心　

2,100

2,500

  150

  150

  150

  800 ～ 1,300

  900

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500

  500

  800

  600

1,000

1,200

  300

1,500

(天井高)×0.9

1,200

1,200

標準図による

1,100

  900

1,300

2,000

  200

  800 ～ 1,500

1,500

1,500

  300

1,500（上端1,900以下）

(天井高)×0.9

  800 ～ 1,500

  800 ～ 1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井高)－200

図面において、室名に（　）を付したものは直天井を示し、それ以外は二重天井の部屋を示す。

壁付電話機 〃 1,300

電話引込口の保安器用

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

高圧避雷器用

低圧避雷器用

構 造 体 接 地

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｄ 種

Ｃ 種

Ω以下

接　　地　　極　（参考）

スイッチ　（一般） 床上 ～ 中心 1,200

1,200〃　　〃　　（多機能便所用）

〃自動スイッチ　（照明、換気扇用等） 1,800

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

  300

項　　　目項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

高効率誘導電動機回路保護用の配線用遮断器等の選定は下記による。

23 接　地　極

25 取付高さ

26 他工事又は他工種

との取り合い

二重床内に設置する器具の位置表示として、マーキングを直上の天井面に付けること。

また、用途に応じ色分けすること。

埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数、管径等は

監督職員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

また、機械室等の床埋設配管は図面上 PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配

管部分は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

下記の金属製電線管の露出配管は塗装、めっき等の仕上げを行う。

金属製（ステンレス、新金属も含む） ・ 樹脂製　　とする。

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5 22 30 37 45

95.595.595.595.595.5

備考（１）規約効率は、JET-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　（２）規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

天井仕上げ表示24

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－ 15 3 2.0 2.0 2.0 15 10

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 20 15

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 30 20

－ 15 10 2.0 2.0 2.0 40 30

－ 20 10 2.0 2.0 2.0 50 40

－ 30 20 2.0 2.0 2.0 75 50

60 50 30 3.5 5.5 2.0 100 75

75 60 50 3.5 5.5 2.0 150 100

125 75 60 8.0 14 2.0 200 150

125 60 8.0 14 2.0 250 200

125 100 14 22 3.5 300 250

150 100 14 22 3.5 400 300

200 150 14 22 5.5 500 400

225 200 14 22 8.0 600 500

200

250

150

175

200

300

350

450

500

器具容量、コンデンサ回路の配線

200V三相誘導電動機回路の器具容量等

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 7.5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 10

－ 10 2.0 2.0 2.0 15

－

30

10 2.0 2.0 2.0 20

30

30

15

3.5

2.0 25

40

50

20

3.5

5.5

2.0 40

60

60

30

8.0

2.0 50

75

30

8.0

14

2.0 75

100

60

3.5

75

125

60

3.5

100

125

60

5.5

125

150

100

14 22

8.0

150

100

150

75

100

100

150

175

225

300

器具容量、コンデンサ回路の配線

400V三相誘導電動機回路の器具容量等

350

400

500

225 150

200

250

14 22

8.0

300

－

15

175

300

350

8.0

8.0

3.5

2.0

2.0

22

22

2.0

3.5

5.5

5.5

14

14

14

38

38

2.0

2.0

2.0

8.0

250

200

300

397

5

5

5

7.5

10

15

20

25

40

50

75

75

100

125

150

200

250

250

300

構外搬出適切処理とする。

屋内（　内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所　地階、ピット階　）

EM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

屋外（内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所：全て（塗装箇所除く）

塗装（　・　屋内　・　屋外　・　全て　・　図示　）

　　　　　IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

・

22 高効率誘導電動機の

19 電　線　類

20 二重床内器具

15 建設発生土の処理 ・

・

16 電線本数，管路等

17 金属製電線管の

塗装・仕上げ ・

18 フラッシュプレート 図面に特記なき場合は、・

21 インバータ装置の

規約効率

電動機出力 (kW)

規約効率　 (％)

0.4

86.0

）

材料・機材の3

品質等

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき品質

及び性能を有するものとする。

（２）下表に示す材料・機材等の製造業者等は次の①から⑥すべての事項を満たすものとし、この証

明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監

督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明となる資料等の提出

を省略することができる。

①  品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

②　生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③  安定的な供給が可能であること。

④  法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

⑤  製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥  販売、保守等の営業体制が整えられていること。

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ及び系統連係保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御装置（監視制御装置）

機　　　材　　　名　　　称

電源周波数4 ・ ５０Ｈｚ ・ ６０Ｈｚ

5

配線用遮断器等の選定

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  1.8 15

 0.4  3.2 15

  0.75  4.8 15

 1.5  8 30

 2.2 11.1 40

 3.7 17.4 75

 5.5 26 100

 7.5 34 125

11 48 125

15 65 125

18.5 79 150

22 93 175

30 124 250

37 152 300

45 190 400

55 228 450

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  0.9 15

 0.4  1.6 15

  0.75  2.4 15

 1.5 4 15

 2.2  5.5 20

 3.7  8.7 30

 5.5 13 40

 7.5 17 75

11 24 100

15 32 125

18.5 39

22 46

30 62

37 76 150

45 95 200

55 115 225

75

90

110

155

180

220

300

350

450

125

125

125

電気工作物の種類

一般用電気工作物

・ 事業用電気工作物

6 電気工事士 契約電力５００ｋＷ以上の電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

7 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　　・　できる　　　・ できない

足場その他8 別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。・

本工事で設置とする。（改修標準仕様書 第１編 2.2.2によるほか下記による。）・

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据え置

き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

・　内部足場の種別（　　　　　種　）

・　外部足場の種別（　　　　　種　）

仮設備工事9 仮設備期間（　・　図示　　　　　・　　　　　　　　　）

仮電源等　（　・　受変電設備　　・　発電設備　　　・　　　　　　）

養生10 養生範囲　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

養生方法　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

施工調査11

電気保安技術者

・ 要 不要

・

ＬＥＤ照明器具

照明制御装置

可変速電動機用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギア（ＣＷ形、ＰＷ形）

高圧交流遮断器

・ はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行うこと。

・ 石綿含有分析調査（定性分析により石綿が含有されている場合は、定量分析を実施する。）

13 穿孔作業 既存躯体に穿孔する場合は金属探知により電源供給が停止できる付属装置等を使用する。

14 耐震安全性の分類

と耐震施工

1)設計用水平地震力

機器の重量[ｋＮ]に、設計用水平震度を乗じたものとする。

なお特記なき場合、設計用水平震度は次による。

設 置 場 所 機 器 種 別

2.0 1.5 1.5 1.0

1.52.02.02.0

2.0

1.5

0.40.6

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

1.5 1.5

1.51.51.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.01.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

上層階

屋上及び塔屋

中間階

地下・１階

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　特定の施設 　一般の施設・ ・

設計用水平震度

※水槽類には、オイルタンク等を含むものとする。

上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。

中間階とは、地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。

重要機器

・ 配電盤

・ 交換機

・

・ 火災報知受信機

・ 直流電源装置

・ 中央監視制御装置

・ 交流無停電電源装置

2)設計用鉛直地震力

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

発電装置

（独立行政法人建築研究所監修）による。（100kg以上の機器を対象とする。）

設備機器、電気配線の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」

・

(1)

12 非破壊検査等 構造部等の機械はつり箇所は、非破壊検査等による埋設物の調査を行い、監督職員に報告書を提出する。

・ その他（　　　）キュービクル

なお、放射線透過検査による場合は特記とし、撮影枚数は、１枚以上／部位とする。

・ 既設埋設配管等を切断または接続する箇所は、事前に試掘調査を行うこと。

屋外

改修一式 改修一式

・

・

ＲＣ造 ２階建桜地区市民センター

四日市市桜町　地内

１項ロ

桜地区市民センター

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

Ｎｏ

Ｅ－０１

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(１)

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



処分方法　・埋立処分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 ・　アスベスト含有物の取り扱い

アスベスト含有成形板の有無　・有　・無

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

を遵守すること。

労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

　施工箇所及び工法　　　・図示

アスベスト含有箇所・吹付主剤・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

　仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

撤去の範囲　・全面撤去　・塗外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　外壁補修等作業は足場アンカー設置、コア抜き、

機器及び配管、配線器具類の固定等軽微な作業を示す。

除去工法

処分方法

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する
・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）はアスベスト含有吹付け材、下地調整材（ローラー

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

 計数機器

 メンブレンフィルタの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化
 計数条件
 計数アスベスト

0.5 f/l

総アスベスト繊維数      　 200本又は視野数50視野 

120 min

5l/min
 25mm

 位相差顕微鏡                    

アスベスト粉じん濃度測定方法

 定量限界

除去工法の試験施工　・行う　・行わない

・施行区画周辺又は、敷地境界　　・図示による

　・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定　　・行う（試験施工時） ・行わない

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹付主材、下地調整材（吹付仕上）の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル3の除去工法と同等とする。

直径3μm未満、長さ5μ m以上、長さと直径比３：１以上

アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法 

なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注 )　試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

２方向各１点

　  測　定　場　所

  　測　定　点

監督職員と協議すること。

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ケレン工法

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無

アスベスト含有保温材の有無　・有　・無

本工事に配置管理させる者（有資格者）

　・特定化学物質等作業主任者（H18.3.31以前の講習修了者）

　　又は石綿作業主任者（H18.4.1以降の講習修了者）

アスベスト含有シール材の有無　・有　・無

作業場の隔離　・行う　・行わない

除去工法
湿潤にて撤去を行い、適法に処分する事。

処分方法　・埋立処分

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

除去シール材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

除去成形板（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融

又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

除去保温材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉

じん飛散防止処理技術指針」による。

アスベスト含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

1  一 般  事  項

　の処理工事

2 アスベスト含有建材

3 アスベスト含有仕上

　塗材の除去

4 アスベスト含有保温
　材等の除去

7 特記事項

接続部シール材の除去

6 アスベスト含有配管

　板の除去

5 アスベスト含有成形

配 管 工 事 等

２　乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成11年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。

ればならない。

（秘密の保持）

第３　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を施

工するために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。

２　乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（適正な管理）

第４　乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２　乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。

３　管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。

４　四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。

（収集の制限）

第５　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するために、個人情報を収集するときは、当該工

事を施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

（再提供の禁止）

第６　乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。

２　乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。

３　前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。

（複写、複製の禁止）

第７　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。

（持ち出しの禁止）

第８　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。

２　甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。

３　前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。

（資料等の返還）

第９　乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。

２　前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものとする。

(1)　紙媒体　　シュレッダーによる裁断

(2)　電子媒体　データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕

３　乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事に係る個人情報を第三者に再提供したと

きは、当該工事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなけれ

ばならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。

４　前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。

（研修・教育の実施）

（罰則等の周知）

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。

周知するものとする。

（苦情の処理）

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。

（事故発生時における報告）

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（契約解除及び損害賠償）

除及び損害賠償の請求をすることができる。

個人情報の取り扱いに関する事項

を含む。）を取り扱う場合においては、下記条文を順守すること。

（基本事項）

第１　この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。

（施工者の義務）

第２　乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）

　１．契約の解除

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排
除措置要綱（平成20年四日市市告示第28号）
第３条又は第４条の規定により、四日市市建
設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札
参加資格停止措置を受けたときは、契約を解
除することがある。

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務

には、業務発注所属と協議を行うこと。

暴力団等不当介入に関する事項

資格停止基準に基づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。
（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加

行に支障が生じたり、納期等に遅れが生じるおそれがあるとき
（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂

並びに業務発注所属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。
（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報・ 本 工 事 に 必 要 な 工 事 用 電 力 、 水 等 の 費 用 及 び 官 公 署 そ の 他 の 関 係 機 関 へ の

諸 手 続 等 に 要 す る 費 用 は 、 受 注 者 の 負 担 と す る 。

・ 市 支 給 と す る 。 た だ し 、 構 内 既 存 施 設 よ り 利 用 可 能 な 範 囲 に 限 る 。

本 工 事 に は 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 が 計 上 さ れ て い な い た め 、 受 注 者 が 本 工 事 に よ り

る 。

明 書 等 を 添 付 し て 、 本 工 事 に よ り 生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 を 請 求 す る 事 が で き

生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 が 課 税 対 象 と な っ た 場 合 に は 、 翌 年 度 に 産 業 廃 棄 物 税 納 税 証

・  建 設 工 事 保 険 　 （ 管 理 財 物 担 保 特 約 に 加 入 ） (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )　

・  請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険 (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )

 　 加 入 期 間 は 工 事 期 間 を 原 則 と す る 。 (必 要 に 応 じ て 延 長 す る も の と す る 。 )　

下 記 の 制 度 に つ い て 加 入 す る こ と 。

・  法 定 外 労 災 補 償 制 度 　 　 　 (加 入 証 明 書 を 提 出 )　

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 に 加 入 し 、 掛 金 収 納 書 を 提 出 す る 。

　 　  共 済 証 紙 購 入 額

 　 　 請 負 額 (消 費 税 含 む )の 0 . 5 / 1 0 0 0  以 上 　

た だ し 、 建 設 業 退 職 金 共 済 に つ い て は 請 負 額 が 5 0 0万 円 以 上 の 場 合 と す る 。

※ 1 他 の 退 職 金 制 度 に 加 入 し て い る 等 、 共 済 証 紙 を 購 入 す る 必 要 が な い 場 合 は 理

 　  由 書 の 提 出 を も っ て 共 済 証 紙 の 購 入 を 不 要 と す る 。

※ 2  契 約 変 更 に よ り 工 事 価 格 が 上 昇 し た 場 合 は 不 足 分 を 追 加 購 入 す る こ と 。

工 事 請 負 代 金 額 5 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 工 事 実 績 情 報 （ CO R I N S） の 登 録 手 続 き

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、施工体制台帳の写しを提出のこと。

下請契約締結日より、10日以内に提出すること。変更時も同様とする。

なお、警備業者についても記載すべき下請負人の範囲に含むものとする。

を 行 う こ と 。

・ 設 け な い 　 　 　 　 　 ・ 設 け る

監督職員の指示により下記のものを提出する。

　　・　保全に関する資料等　2部

・　完成図　ＣＡＤデータ　ＰＤＦデータ（ＣＤ－Ｒ）

　　・　工事完成図（竣工図（修正済みの設計図）＋施工図）

・　完成図　（Ａ４版に製本したもの）

　　・　工事写真（紙、ＣＤ－Ｒ）

・ 引 渡 し を 要 す る も の

　 構 外 搬 出 適 切 処 理 と す る 。

・ 引 渡 し を 要 す る も の 以 外

　 廃 棄 物 管 理 票 （ マ ニ ュ フ ェ ス ト ） 確 認 表 を 作 成 し 、 監 督 員 に Ａ 票 及 び Ｄ 票 も

  し く は Ｅ 票 の 確 認 を 受 け る も の と す る 。

・ 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

　 （ Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 　 Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器 は 、 関 係 法 令 に 従 い 適 切 に 処 置 す る 。

・ 再 使 用 又 は 再 資 源 化 を 図 る も の

工 事 記 録 は 以 下 の よ う に 行 う こ と 。

○ 工 事 写 真

工 程 写 真  埋 設 部 、 い ん ぺ い 部 、 施 工 工 程 、 材 料 等

完 成 写 真

※ 撮 影 用 具 に デ ジ タ ル カ メ ラ を 用 い 、 サ ー ビ ス サ イ ズ 程 度 の 大 き さ で

A4用 紙 に 印 刷 し 、 提 出 す る 。

   国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官 庁 営 繕 部 監 修 「 工 事 写 真 の 撮 り 方

※ 次 の 図 書 を 参 考 と す る 。

○ 工 事 日 報 、 納 品 伝 票
　 建 築 設 備 編 」

工 事 日 報 、 納 品 伝 票 等 の 写 し は 監 督 員 が 提 出 を 求 め た 場 合 に

提 出 す る こ と 。

特 記 な き 鋼 製 電 線 管 (1 9 , 2 5 , ･ ･ ･ 7 5 )の 表 示 は 全 て 薄 鋼 電 線 管 と す る 。

但 し 、 屋 内 箇 所 に お い て は 、 表 示 さ れ て い る も の と 同 一 外 形 の ね じ な し 電 線

管 ( E 1 9 , E 2 5 , ･ ･ ･ E 7 5 )を 使 用 し て も よ い 。

取 り 外 し 再 使 用 機 器 は 、 清 掃 及 び 絶 縁 測 定 の う え 、 取 り 付 け る 。

た だ し 、 絶 縁 劣 化 等 使 用 に 耐 え な い 場 合 は 、 監 督 職 員 に 報 告 す る 。

長 さ 1 m以 上 の 入 線 し な い 電 線 管 に は 、  1 . 2 m m以 上 の ビ ニ ル 被 覆 鉄 線 を 挿 入 す

る 。

タ ン ブ ラ ス イ ッ チ は 、 図 面 に 特 記 な き 場 合 、 ネ ー ム 付 と す る 。

配 線 器 具 ( ｽ ｲ ｯ ﾁ ､ ｺ ﾝ ｾ ﾝ ﾄ他 )の 現 場 納 り 等 に よ る 仕 様 、 数 量 に つ い て は

監 督 職 員 の 承 諾 を 受 け て 変 更 し て も さ し つ か え な い 。

使 用 機 器 の 製 造 者 選 定 に よ る 若 干 の 仕 様 の 相 違 は 、 監 督 職 員 の

承 諾 を 得 れ ば 、 可 と す る 。

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 及 び 付 属 品 は 、 Ｐ Ｆ 管 （ 単 層 管 ） の 波 付 管

以 上 を 使 用 す る 。

最 上 階 の 天 井 ス ラ ブ へ の 埋 込 配 管 は 、 原 則 と し て 避 け る も の と す る 。

本 工 事 施 工 に 伴 う 既 設 設 備 の 軽 微 な 加 工 改 造 は 、 本 工 事 と す る 。

原 動 機 、 発 電 機 と 付 属 各 機 器 間 の 燃 料 油 、 冷 却 水 な ど の 配 管 、 制 御 用 配 線 等

は 、 監 督 員 の 承 諾 を 受 け て 図 面 と 多 少 相 違 し て も さ し つ か え な い 。

位 置 ボ ッ ク ス は 金 属 製 と し 、 電 力 用 に は 接 地 を 施 す 。

2 7  工 事 用 電 力 、 水 等

28  産 業 廃 棄 物 税

2 9  工 事 の 保 険

3 0  建 設 共 済 等

3 1  工 事 実 績 情 報 の 登 録

32  施 工 体 制 台 帳 の 提 出

33　 監 督 職 員 事 務 所

34  完 成 時 の 提 出 図 書

3 5  発 生 材 の 処 理

3 6  工 事 記 録

3 7  鋼 製 電 線 管

3 9  再 使 用 機 器

3 8  呼 び 線

4 0  タ ン ブ ラ ス イ ッ チ

4 1  配 線 器 具 等

4 2  機 器 仕 様

4 3  合 成 樹 脂 管 配 線

4 4  位 置 ボ ッ ク ス

4 5  最 上 階 の 埋 込 配 管

46  既 設 と の 取 合 い

48  地 中 配 線 の 埋 設 深 さ 等

47  自 家 発 電 設 備 の

・ 設 け る 　 　 　 ・ 設 け な い

地 中 配 管 に 埋 設 標 識 シ ー ト （ 2倍 ） を

埋 設 深 さ は 原 則 0 . 6 m以 上 と し 、 そ れ に よ り 難 い 場 合 は 監 督 員 と

協 議 し 決 定 す る こ と 。

電気設備の改修等のため、在来設備を一時停止させる必要のある場合は、

1.施工可能日　　・土、日曜日、祝日施工有り　・指定なし

・その他　(　　　　　　　　　　　　　　)

2.施工可能時間帯　　・指定有り（　　時～　　時）　・指定なし

予めその時期、停止の範囲及び工法等を施設管理者などの関係者と打ち合わせ、

場合によっては停電計画書等を提出し、承諾を得たうえで作業を行うものとし、

施設の運営に支障を来たさないよう特に注意する。

構 内 線 路 に お け る 埋 設 標 の 材 質 及 び そ の 個 数 は 、 図 面 に 記 載 の な い 場 合 は

次 に よ る 。

・ 鉄 製 (　 　 箇 所 )　 　 　 　 ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ製 (　 　 箇 所 )

資 材 購 入 及 び 工 事 の 一 部 を 下 請 業 者 に て 施 工 す る 場 合 、 業 者 の 選 定 に 際 し

て は 、 で き る 限 り 市 内 業 者 を 優 先 さ せ る こ と 。

一 般 照 明 の 照 度 測 定 を 行 う 。 照 度 測 定 箇 所 は 、 監 督 職 員 の 指 示 に よ る 。

施 工 図 等 の 著 作 権 に 関 わ る 当 該 建 物 に 限 る 使 用 権 は 、 発 注 者 に 移 譲 す る

も の と す る 。

49 施 工 条 件

5 0  地 中 配 線 の 埋 設 標

5 1  資 材 購 入 及 び 下 請 業 者 の

 　 選 定 に 際 し て の 留 意 事 項

5 2　 一 般 照 明 の 照 度 測 定

53　 施 工 図 等 の 取 扱 い

設 計 金 額 30 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 四 日 市 市 検 査 規 程 第 ８ 条 第 ６ 項 の 規 程 に よ り 発

注 者 が 随 時 検 査 を 求 め た 場 合 、 監 督 員 の 指 示 に 従 い 受 験 す る こ と 。

＜ 現 場 代 理 人 に 関 す る 事 項 ＞

＜ 随 時 検 査 ＞

　 　 工 場 製 作 期 間 中 等 に 現 場 代 理 人 の 常 駐 を 解 除 す る 場 合 は 、 そ の 期 間 に 応 じ た 経 費 の 減 額 変 更 を 行 う 。

＜ 喫 煙 に 関 す る 事 項 ＞

　 学 校 敷 地 内 は す べ て 禁 煙 と し 、 敷 地 周 辺 の 路 上 等 に お い て も 禁 煙 に 努 め る こ と 。

・　完成図　（原図サイズで機械設備図と併せて二つ折り製本したもの、3部）

除去仕上塗材（　　　　　　　　　）含有場所（　外壁・軒下　　）

Ｎｏ

Ｅ－０２

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(２)

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺
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桜地区市民センター

Ｓ＝１／１００物置平面図

付 近 見 取 図

配置図  Ｓ＝１／２００

ＬＥＤ

センサー付
スポットライト取替

ＥＭ－ＣＥ２□－３Ｃ　（ＧＺ２２）

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

ＨＦ１００ 撤去

取替

注記

＊　街路灯は灯具・安定器を撤去し、ＬＥＤ灯具を新設とする。

ＥＤ

ＬＥＤ

自動点滅器取替Ａ
Ａ

自動点滅器増設
既設ポール再使用

（Ｚ）
取替

既設ポール塗装再使用

（Ｙ）新設

ＨＦ１００撤去
ポール内開閉器 撤去

（Ｙ）新設

Ｎ

官
民

境
界

線
　

5
1

,
9

2
0

道路境界線　 4 1 , 5 8 0

道路中心 ﾗ ｲ ﾝ

ガードパイプ

2 , 4 1 0
フェンス

道
路

中
心

ﾗ
ｲ

ﾝ

隣地境界線　 4 3 , 6 7 0

フェンス

ガードパイプ

Ｎｏ

Ｅ－０３

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

付近見取図・配置図

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

A2：1/100.1/200



照 明 器 具 姿 図

直付型２０形 　Ｄスタイル　Ｗ２３０

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

（Ｄ２）

Ｄスタイル　Ｗ１５０

（Ｇ） 埋込型４０形

　Ｄスタイル　Ｗ２３０

６９００ｌｍ

□７２０

ＦＨＰ４５形×３灯相当タイプ
直付格子タイプ

ＬＥＤスクエアベースライト（Ｈ） （Ｉ）

５００□パネル共

ＬＥＤ丸型ベースライト 軒下用ダウンライト　２５０形（Ｊ） （Ｋ） （Ｌ）

三　　　　菱　 三　　　　菱　

パナソニック　ＮＮＦ８１６００ＫＬＴ９　相当品

（Ｍ） ＬＥＤブラケット 防湿型 ＬＥＤシーリングライト 防雨型（Ｎ） （Ｏ） ＬＥＤキッチンライト（Ｐ） （Ｒ）

三　　　　菱　

（Ｔ）

パナソニック　ＬＧＷ８５０１７Ｆ

２５００ｌｍ

　６０形電球器具相当

　ＦＨＤ８５形×１器具相当

　２０形蛍光灯器具相当

ＬＥＤブラケットライト

パナソニック　ＬＧＷ８０３８０ＬＥ１

　黒板灯
２５０Ｗ φ４５０

２３２０ｌｍ

φ１００ φ１５０

３８４０ｌｍ

ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－０６

ＬＥＤウォールライト

パナソニック　ＬＧＣ５１１３Ｄ

三　　　　菱　

Ｄスタイル  Ｗ２３０

非常灯４０形  

非常灯４０形  ６９００ｌｍ

５２００ｌｍ（Ｓ１）

（Ｓ２）

６９００ｌｍ

非常灯４０形  下面開放Ｗ３００

φ１５０

階段灯薄型　階数表示付 （Ｖ）

（Ｑ１） ＬＥＤブラケット

（Ｑ２） ＬＥＤブラケット

　１５形蛍光灯器具相当

　２０形蛍光灯器具相当

（Ｕ）

直付型４０形 　反射笠付型（Ａ） （Ｂ１） 直付型２０形 （Ｄ１） 直付型４０形 （Ｅ１） 直付型４０形 埋込型４０形　下面開放型　Ｗ３００（Ｆ）（Ｃ） 直付型２０形

（Ｂ２） 直付型４０形 （Ｅ２） 直付型４０形

ＬＥＤダウンライト ＬＥＤダウンライトＬＲＳ１－０５ ＬＲＳ１－０８

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４５１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＶＧＮＣＬＥ９ パナソニック　ＸＬＦ２１３ＵＴＮＣＬＥ９ パナソニック　ＮＮＦＢ９１６１５Ｃ

５４９９ｌｍ

リモコンスイッチ付（段調光）

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４３０６９３Ｎ－ＬＳ９

パナソニック　ＸＬＸ４６０ＶＥＮＴＬＥ９

パナソニック　ＸＬ４８３ＣＢＶＬＡ９

東　  　　芝　ＬＥＫＴ７７１９０２Ｎ－ＬＤ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＲ６４５３５１ＦＮ－ＬＤ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＤ３５９７１Ｎ２ ̶ ＬＤ９

パナソニック　ＸＮＷ２５６０ＷＮＬＥ９

東　  　　芝　ＬＥＤＨ８２００Ａ０１Ｗ－ＬＤ 東　  　　芝　ＬＥＤＢ８５９０３

パナソニック　ＬＧＢ５２０９５ＬＥ１

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３５２４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３６９４Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＲＪ４３０６９４Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＳＳ２３１６３ＮＹ－ＬＤ

三　　　　菱　ＭＹ－Ｈ４２５３３０／Ｎ  ＡＨＴＮ 三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４７０３３５／ＮＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＥＬ－ＳＣ９０１０Ｎ／６ＡＨＴＺ

三　　　　菱　ＥＬ－ＷＣＥ２６００Ｃ 三　　　　菱　ＥＬ－ＣＰ５０１１Ｍ１ＨＺ 三　　　　菱　ＥＬ－ＷＶＥ１７０３Ｃ

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４５０３３１Ｂ／ＮＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４７０３３１Ｂ／ＮＡＨＴＮ 三　　　　菱　ＭＹ－ＢＫ４７０３３５Ｂ／ＮＡＨＴＮ 三　　　　菱　ＭＹ－ＦＨＳ２１５２３０／ＮＡＨＴＮ
東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ１３６２１Ｍ
三　　　　菱　ＥＬ－ＤＢ２３１１１Ｂ

ＬＳＳ９－２－１５

ＬＳＳ９－２－３０

ＬＳＳ１０－２－３０ ＬＳＳ９－４－２３

ＬＳＳ９－４－４８

ＬＳＳ１０－４－４８

ＬＳＳ１０－４－６５

ＬＲＳ８－４－４３

ＬＥＤ非常灯 低天井用

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８７００３Ｎ－ＬＳ

三　　　　菱　ＥＬ－ＬＦＶ２３６１  ＡＨＪ（１３Ｎ４）

パナソニック　ＸＬＸ４２０ＫＥＮＰＬＡ９

東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１５２５３Ｎ－ＬＤ９

パナソニック　ＬＧＢ８５０３２ＬＥ１

パナソニック　ＬＧＢ８５０４２ＬＥ１
東　  　　芝　ＬＥＤＢ８３１３５

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８７００３東　  　　芝　ＬＥＤＢ８８９２１

Ｎｏ

Ｅ－０４

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図（１）

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



リニューアルプレート リニューアルプレート

照 明 器 具 姿 図

防雨型、熱線センサ・ＥＥセンサ付

非常照明用点検リモコン １個納品

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

ＬＥＤ誘導灯

ＬＥＤ誘導灯 ＬＥＤ誘導灯

通路誘導灯片面型　Ｂ級・ＢＬ形

　Ｂ級・ＢＬ形

ＳＴ１－ＦＳＦ２２－ＢＬ ＬＥＤ街路灯　水銀灯１００形相当 ＬＥＤスポットライト

ポール
既設再使用

三　　　　菱　 三　　　　菱　

　５０形電球器具相当

２８１ｌｍ

（Ｗ１）

（Ｗ２）

片面

両面

ＳＨ１－ＦＳＦ２０－ＢＬ

ＳＨ１－ＦＳＦ２１－ＢＬ

（Ｘ） （Ｙ） （Ｚ）

パナソニック　ＬＧＷＣ４５００１ＳＦパナソニック　モールライトＸＹ７５７２ＬＥ９
東　  　　芝　ＬＥＤＳ８８９０２Ｙ（Ｓ）Ｍ東　  　　芝　ＬＥＤＧ－０４８３１Ｎ（ポールア、ダプター共）

Ｎｏ

Ｅ－０５

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図（２）

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



Ｎ

待合室

花壇 花壇

倉庫

P S

U P

U P

湯沸

押入 押入

洗面所

事務室

U P

待機室

湯沸

休憩室

湯沸室

公民館事務室

女子便所

書庫

廊下

仮眠室

浴室

障害者用
便所

風除室

玄関

和室

男子
便所

1 2 3 4 5 6
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D
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0
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4,000 4,000 4,000 4,000
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,
5
5
0

3
,
9
5
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4
,
9
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2
,
1
0
0

Ｓ

Ｓ＝１／１００１階平面図

３ＷＰ

Ａ

Ｌ

３

３３

３

３

３
３

Ｌ

（改修後）

（Ｒ）

（Ｎ）

（Ｏ）

（Ｄ２）

（Ｃ）

（Ｈ）ｘ３

（Ｂ２）ｘ２

（Ｋ）ｘ２

（Ｌ）

（Ｃ）

（Ｊ）

（Ｒ）

（Ｐ）

（Ｅ１）

（Ｉ）

（Ｅ１）ｘ２

（Ｍ）

（Ｄ１）

（Ｂ１）

２Ｓ

６

Ｍ

４
凡　  　例

記　　号 改  修  前 改  修  後

蛍光灯 ＬＥＤベースライト１灯用

シーリングライト

ブラケット

ＬＥＤシーリングライト

蛍光灯 ２灯用

壁付灯

ＬＥＤブラケット

ＬＥＤ壁付灯

ＬＥＤ街路灯街路灯

非常灯

誘導灯

ＬＥＤ非常灯

ＬＥＤ誘導灯

ダウンライト ＬＥＤダウンライト

和風ペンダント

自動点滅器

Ｆ

Ａ

フルカラースイッチ

（Ｅ２）ｘ１１

ＬＥＤ

入切
切替

片切
コンセント

（Ｑ１）

（Ｑ１）ｘ２

（Ｅ１）

（Ｅ１）ｘ３

（Ｓ１）ｘ３

（Ｘ）

（Ｓ２）ｘ４

（Ｖ）

（Ｅ１）

（Ｅ１）

（Ｓ１）

（Ｗ１）

（Ｑ２）

Ａ

（Ｅ２）ｘ３
（Ｓ２）ｘ１

注記

※　点線は再使用とする。
※　非常照明用点検リモコン１個納品とする。

接地工事　Ｄ種ＥＤ

特記なき配線は下記による

Ｓ 人感センサー

センサー用切替スイッチ

換気扇連動型

２連２Ｓ

４

Ｍ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２ （メタルモールＢ型）

６ ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ

（Ｅ１）ｘ２

（Ｗ１）

３

対象外

Ｎｏ

Ｅ－０６

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　１階　電灯設備図

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



調理室
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1 2 4 5 63

B

C

D

4,0004,0002,2001,8001,8002,2002,500 8,000
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,
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Ｓ＝１／１００２階平面図

３

３

３

（Ｇ）ｘ２

（Ｄ２）

（Ｃ）

（Ｆ）ｘ３

（Ｐ）ｘ２

（Ｅ１）ｘ１２

（Ｄ１）

（Ｅ２）ｘ５

（Ｅ２）ｘ５

（Ｏ）

（改修後）

（Ｓ１）ｘ４

（Ｅ２）

（Ｅ１） （Ｗ２）（Ｓ１） （Ｓ１）

（Ｑ１）

（Ｑ１）

（Ｕ）

（Ｔ）

（Ｓ２）ｘ３

（Ｓ２）ｘ３

（Ｅ１）

（Ｗ１）

Ｎ

Ｎｏ

Ｅ－０７

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　２階　電灯設備図

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００
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待合室

花壇 花壇
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U P
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公民館事務室

風除室

障害者用
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女子便所
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１  Ｆ ２  Ｆ 屋　外

（改修前）

Ｓ＝１／１００１階平面図

３ＷＰ

Ｌ

３

３３

Ｌ

３

ＦＬ２１Ｗ

３ＩＬＷ

ＦＬ２１Ｖｘ２

ＦＬ１１

ＦＬ１１ｘ２

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｕｘ３
ＦＬ２１ＵＢｘ３

ＦＬ２１Ｖ

ＤＢ

ＦＬ２１誘

ＦＬ４１Ｖ

３

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４２Ｖ

３
３

Ｌ

ＦＬ２１

ＦＬ２１

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１誘

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２Ｖｘ１０

ＦＬ４２Ｖｘ３
ＦＬ４２ＶＢｘ１

ＦＬ４２ＶＢｘ４

Ａ

ＦＣＬ

ＩＬＷ

ＦＣＬＵ丸
ＣＬ

Ｄ

ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ２２Ｖ

ＦＣＬ３２Ｐ

ＦＬ２４ＵＬｘ３

ＦＬ２１Ｖ
☆

シーリング

ダウンライト

ＦＬ１０Ｗｘ１

記　　号

直付

名　　　　　　　　称

ＣＬ

ＦＬ１１

ブラケットＩＬＷ

ＦＣＬ３２Ｐ 和風ペンダント

撤去　照明器具リスト

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ２

ＦＬ２０Ｗ

ＦＣＬ

ＦＣＬ

Ｖ型

Ｖ型

壁付

直付

埋込丸型

ＦＣＬ 埋込角型

ＦＬ２４ＵＬ　　 ＦＬ２０Ｗｘ４ 埋込ルーバー

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２１Ｕ

ＦＬ２１ＵＢ

ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ２１Ｗ

ＦＣＬ

ＦＣＬＵ丸

ＦＣＬＵ角

埋込

埋込 バッテリー内蔵

ＦＬ２１誘

ＦＬ４０Ｗｘ２ Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４０Ｗｘ２ 埋込ルーバー

Ｖ型　バッテリー内蔵

埋込ルーバー　バッテリー内蔵

ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２Ｖ

ＦＬ４２ＵＬ

ＦＬ４２ＵＬＢ ＦＬ４０Ｗｘ２

非常灯ダウンライト　 バッテリー内蔵ＤＢ

誘導灯

街路灯

１Ｐ１５Ａｘ２ + ＰＬ

スポットライト

スイッチ

ＦＬ４０Ｗｘ１ 笠付ＦＬ４１Ｋ

ＦＬ４０Ｗｘ１ Ｖ型ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１Ｕ 埋込

ＦＬ２０Ｗｘ１ 直付ＦＬ２１

ＦＬ２０Ｗｘ１ＦＬ２１Ｂ 直付　バッテリー内蔵

１

２

１

３

２

２

２

３

３

１

１

１

１

３

１

２

２

６ ３

１

３

５

１４ ２２

１０

３

１

２

１

２

２

２

１

１

２

１

ＦＬ２１誘

ＦＣＬＵ角

Ａ

入切
切替

ＦＬ２１Ｖｘ２

３

対象外

Ｄ

Ｄ

２

６

注記

＊　点線は別途とする。

＊　  は器具撤去跡カバープレート取付とする。☆

スイッチ

自動点滅器

３ＷＰ

Ａ

３路防水

２ １

１

Ｎｏ

Ｅ－０８

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　１階　電灯設備図

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００
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（改修前）

Ｓ＝１／１００２階平面図

３

３
ＩＬＷ

ＦＬ４１Ｕｘ２

３

ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ４２ＶＢｘ４
ＦＬ４２Ｖｘ１２

ＦＬ２１誘 ＦＬ２１誘ＦＬ２１ＵＢｘ２

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ１１
ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ４１Ｖ
ＦＬ１１

ＦＬ２１ｘ２

ＦＬ４２ＵＬｘ３
ＦＬ４２ＵＬＢｘ１

ＦＬ４２Ｖｘ５
ＦＬ４２ＶＢｘ３

ＦＬ４２Ｖｘ５
ＦＬ４２ＶＢｘ３

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｕ

ＦＬ２１Ｂ

Ｎ

Ｎｏ

Ｅ－０９

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　２階　電灯設備図

桜地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



水沢地区市民センターＬＥＤ照明設備賃貸借 

 

表紙 

図番 図面名称 

E－０１ 特記仕様書（１） 

E－０２ 特記仕様書（２） 

E－０３ 付近見取図・配置図 

E－０４ 照明器具姿図 

E－０５ 改修後 1 階 電灯設備図 

E－０６ 改修後 2 階 電灯設備図 

E－０７ 改修前 1 階 電灯設備図 

E－０８ 改修前 2 階 電灯設備図 



基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月閣議決定）」による。

仕様書

Ⅰ．工事概要

１．工事場所

２．建物概要

建　　物　　名　　称
消防法施行令

別 表 第 一
備　　考

建築基準法による

延べ面積 (ｍ２)
構　　造 階　　　　　　数

３．工事種目（○印のついたものを適用する）

建 物 別 及 び 屋 外

工　　事　　種　　目

工　　　　　　　　事　　　　　　　　種　　　　　　　　別

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

４．指定部分 ・ 無 有・ 対象部分　（

指定部分工期

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、

○印の付いたものによる。

・

・

・

２．特記仕様

項目及び特記事項は○印の付いたものを適用する。

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

1 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・ 風圧力

風速　(V0

地表面粗度区分（　 ・Ⅰ　　・Ⅱ　　・ Ⅲ　　・Ⅳ　）

積雪荷重・

環境への配慮2 （１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

次の①から④を満たすものとする。

①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、

アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

②　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは、

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

発散建築材料以外の材料

（３）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づく特定調達物品等に関する判断の

Ⅱ．工事仕様

電気自動車用充電設備

防犯・入退室管理設備

動 力 設 備

電 灯 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害除去工事

＝34m/s)

垂直積雪量（ 0.3ｍ ）

設計図

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準仕様書」という。）

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「改修標準仕様書」という。）

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準図」という。）

令和 　 年 　 月 　 日

・

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項特　　　　記　　　　事　　　　項

接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φは

Ｗ＝30 Ｌ＝900mm 以上、14φは、Ｗ＝40 Ｌ＝1,200mm 以上としても差し支えない。

接 地 の 種 類 記　　　号 接地抵抗値

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥA,B,D,C

ＥA,D,C

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

ＥLL

Ｅt

ＥAt

ＥDt

ＥLt

ＥO

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

名　　　　称 測　　　点 取付高さ　[mm]

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

ｺﾝｾﾝﾄ，電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ，ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

コンセント（土間）

コンセント（電動車いす充電用）

引込開閉器箱（低圧）

分電盤，制御盤，実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

試験用接続端子箱

接地極埋設標

給油ボックス

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計，スピーカ

アッテネータ

表示盤

発信器（出退表示用）

外部受付用インターホン（子機）

壁付インターホン　　　（上記以外）

呼出ボタン（多機能便所用）

復帰ボタン（　　 〃 　　）

廊下表示灯（　　 〃　　 ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

副受信機

機器収容箱（火災報知設備）

発信機

警報ベル

表示灯（火災報知設備）

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（重ガス）

ガス漏れ検知器（軽ガス）

　　　　　　　〃　　　　　　 （和室）

　　　　　　　〃　　　　　　 （台上）

床上 ～ 中心

鏡上端 ～ 中心　

台上 ～ 中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参考）天井面を基準とする取付高は、天井高さが 2,500mm から 3,000mm の場合に適用する。
　　　　天井高さが 3,000mm 以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督職員と協議する。

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

床上 ～ 中心

床上 ～ 上端

床上 ～ 中心

地上，床上 ～ 中心

床上 ～ 下端

地上 ～ 中心

　地上 ～ 給油口

床上 ～ 下端

床上 ～ 中心

〃

天井下 ～ 上端　

　床上 ～ 操作部

床上 ～ 中心

天井面 ～ 中心　

2,100

2,500

  150

  150

  150

  800 ～ 1,300

  900

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500

  500

  800

  600

1,000

1,200

  300

1,500

(天井高)×0.9

1,200

1,200

標準図による

1,100

  900

1,300

2,000

  200

  800 ～ 1,500

1,500

1,500

  300

1,500（上端1,900以下）

(天井高)×0.9

  800 ～ 1,500

  800 ～ 1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井高)－200

図面において、室名に（　）を付したものは直天井を示し、それ以外は二重天井の部屋を示す。

壁付電話機 〃 1,300

電話引込口の保安器用

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

高圧避雷器用

低圧避雷器用

構 造 体 接 地

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｄ 種

Ｃ 種

Ω以下

接　　地　　極　（参考）

スイッチ　（一般） 床上 ～ 中心 1,200

1,200〃　　〃　　（多機能便所用）

〃自動スイッチ　（照明、換気扇用等） 1,800

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

  300

項　　　目項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

高効率誘導電動機回路保護用の配線用遮断器等の選定は下記による。

23 接　地　極

25 取付高さ

26 他工事又は他工種

との取り合い

二重床内に設置する器具の位置表示として、マーキングを直上の天井面に付けること。

また、用途に応じ色分けすること。

埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数、管径等は

監督職員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

また、機械室等の床埋設配管は図面上 PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配

管部分は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

下記の金属製電線管の露出配管は塗装、めっき等の仕上げを行う。

金属製（ステンレス、新金属も含む） ・ 樹脂製　　とする。

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5 22 30 37 45

95.595.595.595.595.5

備考（１）規約効率は、JET-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　（２）規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

天井仕上げ表示24

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－ 15 3 2.0 2.0 2.0 15 10

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 20 15

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 30 20

－ 15 10 2.0 2.0 2.0 40 30

－ 20 10 2.0 2.0 2.0 50 40

－ 30 20 2.0 2.0 2.0 75 50

60 50 30 3.5 5.5 2.0 100 75

75 60 50 3.5 5.5 2.0 150 100

125 75 60 8.0 14 2.0 200 150

125 60 8.0 14 2.0 250 200

125 100 14 22 3.5 300 250

150 100 14 22 3.5 400 300

200 150 14 22 5.5 500 400

225 200 14 22 8.0 600 500

200

250

150

175

200

300

350

450

500

器具容量、コンデンサ回路の配線

200V三相誘導電動機回路の器具容量等

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 7.5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 10

－ 10 2.0 2.0 2.0 15

－

30

10 2.0 2.0 2.0 20

30

30

15

3.5

2.0 25

40

50

20

3.5

5.5

2.0 40

60

60

30

8.0

2.0 50

75

30

8.0

14

2.0 75

100

60

3.5

75

125

60

3.5

100

125

60

5.5

125

150

100

14 22

8.0

150

100

150

75

100

100

150

175

225

300

器具容量、コンデンサ回路の配線

400V三相誘導電動機回路の器具容量等

350

400

500

225 150

200

250

14 22

8.0

300

－

15

175

300

350

8.0

8.0

3.5

2.0

2.0

22

22

2.0

3.5

5.5

5.5

14

14

14

38

38

2.0

2.0

2.0

8.0

250

200

300

397

5

5

5

7.5

10

15

20

25

40

50

75

75

100

125

150

200

250

250

300

構外搬出適切処理とする。

屋内（　内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所　地階、ピット階　）

EM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

屋外（内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所：全て（塗装箇所除く）

塗装（　・　屋内　・　屋外　・　全て　・　図示　）

　　　　　IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

・

22 高効率誘導電動機の

19 電　線　類

20 二重床内器具

15 建設発生土の処理 ・

・

16 電線本数，管路等

17 金属製電線管の

塗装・仕上げ ・

18 フラッシュプレート 図面に特記なき場合は、・

21 インバータ装置の

規約効率

電動機出力 (kW)

規約効率　 (％)

0.4

86.0

）

材料・機材の3

品質等

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき品質

及び性能を有するものとする。

（２）下表に示す材料・機材等の製造業者等は次の①から⑥すべての事項を満たすものとし、この証

明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監

督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明となる資料等の提出

を省略することができる。

①  品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

②　生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③  安定的な供給が可能であること。

④  法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

⑤  製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥  販売、保守等の営業体制が整えられていること。

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ及び系統連係保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御装置（監視制御装置）

機　　　材　　　名　　　称

電源周波数4 ・ ５０Ｈｚ ・ ６０Ｈｚ

配線用遮断器等の選定

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  1.8 15

 0.4  3.2 15

  0.75  4.8 15

 1.5  8 30

 2.2 11.1 40

 3.7 17.4 75

 5.5 26 100

 7.5 34 125

11 48 125

15 65 125

18.5 79 150

22 93 175

30 124 250

37 152 300

45 190 400

55 228 450

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  0.9 15

 0.4  1.6 15

  0.75  2.4 15

 1.5 4 15

 2.2  5.5 20

 3.7  8.7 30

 5.5 13 40

 7.5 17 75

11 24 100

15 32 125

18.5 39

22 46

30 62

37 76 150

45 95 200

55 115 225

75

90

110

155

180

220

300

350

450

125

125

125

電気工作物の種類

一般用電気工作物

・ 事業用電気工作物

6 電気工事士 契約電力５００ｋＷ以上の電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

7 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　　・　できる　　　・ できない

足場その他8 別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。・

本工事で設置とする。（改修標準仕様書 第１編 2.2.2によるほか下記による。）・

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据え置

き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

・　内部足場の種別（　　　　　種　）

・　外部足場の種別（　　　　　種　）

仮設備工事9 仮設備期間（　・　図示　　　　　・　　　　　　　　　）

仮電源等　（　・　受変電設備　　・　発電設備　　　・　　　　　　）

養生10 養生範囲　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

養生方法　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

施工調査11

電気保安技術者

・ 要 不要

・

ＬＥＤ照明器具

照明制御装置

可変速電動機用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギア（ＣＷ形、ＰＷ形）

高圧交流遮断器

・ はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行うこと。

・ 石綿含有分析調査（定性分析により石綿が含有されている場合は、定量分析を実施する。）

13 穿孔作業 既存躯体に穿孔する場合は金属探知により電源供給が停止できる付属装置等を使用する。

14 耐震安全性の分類

と耐震施工

1)設計用水平地震力

機器の重量[ｋＮ]に、設計用水平震度を乗じたものとする。

なお特記なき場合、設計用水平震度は次による。

設 置 場 所 機 器 種 別

2.0 1.5 1.5 1.0

1.52.02.02.0

2.0

1.5

0.40.6

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

1.5 1.5

1.51.51.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.01.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

上層階

屋上及び塔屋

中間階

地下・１階

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　特定の施設 　一般の施設・ ・

設計用水平震度

※水槽類には、オイルタンク等を含むものとする。

上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。

中間階とは、地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。

重要機器

・ 配電盤

・ 交換機

・

・ 火災報知受信機

・ 直流電源装置

・ 中央監視制御装置

・ 交流無停電電源装置

2)設計用鉛直地震力

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

発電装置

（独立行政法人建築研究所監修）による。（100kg以上の機器を対象とする。）

設備機器、電気配線の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」

・

(1)

12 非破壊検査等 構造部等の機械はつり箇所は、非破壊検査等による埋設物の調査を行い、監督職員に報告書を提出する。

・ その他（　　　）キュービクル

なお、放射線透過検査による場合は特記とし、撮影枚数は、１枚以上／部位とする。

・ 既設埋設配管等を切断または接続する箇所は、事前に試掘調査を行うこと。

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

ＲＣ造 ２階建 １項ロ水沢地区市民センター

水沢地区市民センター 屋外

改修一式 改修一式

四日市市水沢町　地内

・

・

5

Ｎｏ

Ｅ－０１

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(１)

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ２ ： １／１００



除去仕上塗材（　　　　　　　　　）含有場所（　外壁・軒下　　）

処分方法　・埋立処分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 ・　アスベスト含有物の取り扱い

アスベスト含有成形板の有無　・有　・無

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

を遵守すること。

労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

　施工箇所及び工法　　　・図示

アスベスト含有箇所・吹付主剤・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

　仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

撤去の範囲　・全面撤去　・塗外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　外壁補修等作業は足場アンカー設置、コア抜き、

機器及び配管、配線器具類の固定等軽微な作業を示す。

除去工法

処分方法

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する
・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）はアスベスト含有吹付け材、下地調整材（ローラー

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

 計数機器

 メンブレンフィルタの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化
 計数条件
 計数アスベスト

0.5 f/l

総アスベスト繊維数      　 200本又は視野数50視野 

120 min

5l/min
 25mm

 位相差顕微鏡                    

アスベスト粉じん濃度測定方法

 定量限界

除去工法の試験施工　・行う　・行わない

・施行区画周辺又は、敷地境界　　・図示による

　・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定　　・行う（試験施工時） ・行わない

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹付主材、下地調整材（吹付仕上）の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル3の除去工法と同等とする。

直径3μm未満、長さ5μ m以上、長さと直径比３：１以上

アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法 

なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注 )　試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

２方向各１点

　  測　定　場　所

  　測　定　点

監督職員と協議すること。

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ケレン工法

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無

アスベスト含有保温材の有無　・有　・無

本工事に配置管理させる者（有資格者）

　・特定化学物質等作業主任者（H18.3.31以前の講習修了者）

　　又は石綿作業主任者（H18.4.1以降の講習修了者）

アスベスト含有シール材の有無　・有　・無

作業場の隔離　・行う　・行わない

除去工法
湿潤にて撤去を行い、適法に処分する事。

処分方法　・埋立処分

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

除去シール材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

除去成形板（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融

又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

除去保温材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉

じん飛散防止処理技術指針」による。

アスベスト含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

1  一 般  事  項

　の処理工事

2 アスベスト含有建材

3 アスベスト含有仕上

　塗材の除去

4 アスベスト含有保温
　材等の除去

7 特記事項

接続部シール材の除去

6 アスベスト含有配管

　板の除去

5 アスベスト含有成形

配 管 工 事 等

２　乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成11年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。

ればならない。

（秘密の保持）

第３　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を施

工するために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。

２　乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（適正な管理）

第４　乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２　乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。

３　管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。

４　四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。

（収集の制限）

第５　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するために、個人情報を収集するときは、当該工

事を施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

（再提供の禁止）

第６　乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。

２　乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。

３　前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。

（複写、複製の禁止）

第７　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。

（持ち出しの禁止）

第８　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。

２　甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。

３　前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。

（資料等の返還）

第９　乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。

２　前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものとする。

(1)　紙媒体　　シュレッダーによる裁断

(2)　電子媒体　データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕

３　乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事に係る個人情報を第三者に再提供したと

きは、当該工事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなけれ

ばならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。

４　前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。

（研修・教育の実施）

（罰則等の周知）

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。

周知するものとする。

（苦情の処理）

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。

（事故発生時における報告）

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（契約解除及び損害賠償）

除及び損害賠償の請求をすることができる。

個人情報の取り扱いに関する事項

を含む。）を取り扱う場合においては、下記条文を順守すること。

（基本事項）

第１　この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。

（施工者の義務）

第２　乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）

　１．契約の解除

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排
除措置要綱（平成20年四日市市告示第28号）
第３条又は第４条の規定により、四日市市建
設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札
参加資格停止措置を受けたときは、契約を解
除することがある。

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務

には、業務発注所属と協議を行うこと。

暴力団等不当介入に関する事項

資格停止基準に基づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。
（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加

行に支障が生じたり、納期等に遅れが生じるおそれがあるとき
（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂

並びに業務発注所属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。
（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報・ 本 工 事 に 必 要 な 工 事 用 電 力 、 水 等 の 費 用 及 び 官 公 署 そ の 他 の 関 係 機 関 へ の

諸 手 続 等 に 要 す る 費 用 は 、 受 注 者 の 負 担 と す る 。

・ 市 支 給 と す る 。 た だ し 、 構 内 既 存 施 設 よ り 利 用 可 能 な 範 囲 に 限 る 。

本 工 事 に は 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 が 計 上 さ れ て い な い た め 、 受 注 者 が 本 工 事 に よ り

る 。

明 書 等 を 添 付 し て 、 本 工 事 に よ り 生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 を 請 求 す る 事 が で き

生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 が 課 税 対 象 と な っ た 場 合 に は 、 翌 年 度 に 産 業 廃 棄 物 税 納 税 証

・  建 設 工 事 保 険 　 （ 管 理 財 物 担 保 特 約 に 加 入 ） (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )　

・  請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険 (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )

 　 加 入 期 間 は 工 事 期 間 を 原 則 と す る 。 (必 要 に 応 じ て 延 長 す る も の と す る 。 )　

下 記 の 制 度 に つ い て 加 入 す る こ と 。

・  法 定 外 労 災 補 償 制 度 　 　 　 (加 入 証 明 書 を 提 出 )　

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 に 加 入 し 、 掛 金 収 納 書 を 提 出 す る 。

　 　  共 済 証 紙 購 入 額

 　 　 請 負 額 (消 費 税 含 む )の 0 . 5 / 1 0 0 0  以 上 　

た だ し 、 建 設 業 退 職 金 共 済 に つ い て は 請 負 額 が 5 0 0万 円 以 上 の 場 合 と す る 。

※ 1 他 の 退 職 金 制 度 に 加 入 し て い る 等 、 共 済 証 紙 を 購 入 す る 必 要 が な い 場 合 は 理

 　  由 書 の 提 出 を も っ て 共 済 証 紙 の 購 入 を 不 要 と す る 。

※ 2  契 約 変 更 に よ り 工 事 価 格 が 上 昇 し た 場 合 は 不 足 分 を 追 加 購 入 す る こ と 。

工 事 請 負 代 金 額 5 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 工 事 実 績 情 報 （ CO R I N S） の 登 録 手 続 き

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、施工体制台帳の写しを提出のこと。

下請契約締結日より、10日以内に提出すること。変更時も同様とする。

なお、警備業者についても記載すべき下請負人の範囲に含むものとする。

を 行 う こ と 。

・ 設 け な い 　 　 　 　 　 ・ 設 け る

監督職員の指示により下記のものを提出する。

　　・　保全に関する資料等　2部

・　完成図　ＣＡＤデータ　ＰＤＦデータ（ＣＤ－Ｒ）

　　・　工事完成図（竣工図（修正済みの設計図）＋施工図）

・　完成図　（Ａ４版に製本したもの）

　　・　工事写真（紙、ＣＤ－Ｒ）

・ 引 渡 し を 要 す る も の

　 構 外 搬 出 適 切 処 理 と す る 。

・ 引 渡 し を 要 す る も の 以 外

　 廃 棄 物 管 理 票 （ マ ニ ュ フ ェ ス ト ） 確 認 表 を 作 成 し 、 監 督 員 に Ａ 票 及 び Ｄ 票 も

  し く は Ｅ 票 の 確 認 を 受 け る も の と す る 。

・ 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

　 （ Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 　 Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器 は 、 関 係 法 令 に 従 い 適 切 に 処 置 す る 。

・ 再 使 用 又 は 再 資 源 化 を 図 る も の

工 事 記 録 は 以 下 の よ う に 行 う こ と 。

○ 工 事 写 真

工 程 写 真  埋 設 部 、 い ん ぺ い 部 、 施 工 工 程 、 材 料 等

完 成 写 真

※ 撮 影 用 具 に デ ジ タ ル カ メ ラ を 用 い 、 サ ー ビ ス サ イ ズ 程 度 の 大 き さ で

A4用 紙 に 印 刷 し 、 提 出 す る 。

   国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官 庁 営 繕 部 監 修 「 工 事 写 真 の 撮 り 方

※ 次 の 図 書 を 参 考 と す る 。

○ 工 事 日 報 、 納 品 伝 票
　 建 築 設 備 編 」

工 事 日 報 、 納 品 伝 票 等 の 写 し は 監 督 員 が 提 出 を 求 め た 場 合 に

提 出 す る こ と 。

特 記 な き 鋼 製 電 線 管 (1 9 , 2 5 , ･ ･ ･ 7 5 )の 表 示 は 全 て 薄 鋼 電 線 管 と す る 。

但 し 、 屋 内 箇 所 に お い て は 、 表 示 さ れ て い る も の と 同 一 外 形 の ね じ な し 電 線

管 ( E 1 9 , E 2 5 , ･ ･ ･ E 7 5 )を 使 用 し て も よ い 。

取 り 外 し 再 使 用 機 器 は 、 清 掃 及 び 絶 縁 測 定 の う え 、 取 り 付 け る 。

た だ し 、 絶 縁 劣 化 等 使 用 に 耐 え な い 場 合 は 、 監 督 職 員 に 報 告 す る 。

長 さ 1 m以 上 の 入 線 し な い 電 線 管 に は 、  1 . 2 m m以 上 の ビ ニ ル 被 覆 鉄 線 を 挿 入 す

る 。

タ ン ブ ラ ス イ ッ チ は 、 図 面 に 特 記 な き 場 合 、 ネ ー ム 付 と す る 。

配 線 器 具 ( ｽ ｲ ｯ ﾁ ､ ｺ ﾝ ｾ ﾝ ﾄ他 )の 現 場 納 り 等 に よ る 仕 様 、 数 量 に つ い て は

監 督 職 員 の 承 諾 を 受 け て 変 更 し て も さ し つ か え な い 。

使 用 機 器 の 製 造 者 選 定 に よ る 若 干 の 仕 様 の 相 違 は 、 監 督 職 員 の

承 諾 を 得 れ ば 、 可 と す る 。

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 及 び 付 属 品 は 、 Ｐ Ｆ 管 （ 単 層 管 ） の 波 付 管

以 上 を 使 用 す る 。

最 上 階 の 天 井 ス ラ ブ へ の 埋 込 配 管 は 、 原 則 と し て 避 け る も の と す る 。

本 工 事 施 工 に 伴 う 既 設 設 備 の 軽 微 な 加 工 改 造 は 、 本 工 事 と す る 。

原 動 機 、 発 電 機 と 付 属 各 機 器 間 の 燃 料 油 、 冷 却 水 な ど の 配 管 、 制 御 用 配 線 等

は 、 監 督 員 の 承 諾 を 受 け て 図 面 と 多 少 相 違 し て も さ し つ か え な い 。

位 置 ボ ッ ク ス は 金 属 製 と し 、 電 力 用 に は 接 地 を 施 す 。

2 7  工 事 用 電 力 、 水 等

28  産 業 廃 棄 物 税

2 9  工 事 の 保 険

3 0  建 設 共 済 等

3 1  工 事 実 績 情 報 の 登 録

32  施 工 体 制 台 帳 の 提 出

33　 監 督 職 員 事 務 所

34  完 成 時 の 提 出 図 書

3 5  発 生 材 の 処 理

3 6  工 事 記 録

3 7  鋼 製 電 線 管

3 9  再 使 用 機 器

3 8  呼 び 線

4 0  タ ン ブ ラ ス イ ッ チ

4 1  配 線 器 具 等

4 2  機 器 仕 様

4 3  合 成 樹 脂 管 配 線

4 4  位 置 ボ ッ ク ス

4 5  最 上 階 の 埋 込 配 管

46  既 設 と の 取 合 い

48  地 中 配 線 の 埋 設 深 さ 等

47  自 家 発 電 設 備 の

・ 設 け る 　 　 　 ・ 設 け な い

地 中 配 管 に 埋 設 標 識 シ ー ト （ 2倍 ） を

埋 設 深 さ は 原 則 0 . 6 m以 上 と し 、 そ れ に よ り 難 い 場 合 は 監 督 員 と

協 議 し 決 定 す る こ と 。

電気設備の改修等のため、在来設備を一時停止させる必要のある場合は、

1.施工可能日　　・土、日曜日、祝日施工有り　・指定なし

・その他　(　　　　　　　　　　　　　　)

2.施工可能時間帯　　・指定有り（　　時～　　時）　・指定なし

予めその時期、停止の範囲及び工法等を施設管理者などの関係者と打ち合わせ、

場合によっては停電計画書等を提出し、承諾を得たうえで作業を行うものとし、

施設の運営に支障を来たさないよう特に注意する。

構 内 線 路 に お け る 埋 設 標 の 材 質 及 び そ の 個 数 は 、 図 面 に 記 載 の な い 場 合 は

次 に よ る 。

・ 鉄 製 (　 　 箇 所 )　 　 　 　 ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ製 (　 　 箇 所 )

資 材 購 入 及 び 工 事 の 一 部 を 下 請 業 者 に て 施 工 す る 場 合 、 業 者 の 選 定 に 際 し

て は 、 で き る 限 り 市 内 業 者 を 優 先 さ せ る こ と 。

一 般 照 明 の 照 度 測 定 を 行 う 。 照 度 測 定 箇 所 は 、 監 督 職 員 の 指 示 に よ る 。

施 工 図 等 の 著 作 権 に 関 わ る 当 該 建 物 に 限 る 使 用 権 は 、 発 注 者 に 移 譲 す る

も の と す る 。

49 施 工 条 件

5 0  地 中 配 線 の 埋 設 標

5 1  資 材 購 入 及 び 下 請 業 者 の

 　 選 定 に 際 し て の 留 意 事 項

5 2　 一 般 照 明 の 照 度 測 定

53　 施 工 図 等 の 取 扱 い

設 計 金 額 30 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 四 日 市 市 検 査 規 程 第 ８ 条 第 ６ 項 の 規 程 に よ り 発

注 者 が 随 時 検 査 を 求 め た 場 合 、 監 督 員 の 指 示 に 従 い 受 験 す る こ と 。

＜ 現 場 代 理 人 に 関 す る 事 項 ＞

＜ 随 時 検 査 ＞

　 　 工 場 製 作 期 間 中 等 に 現 場 代 理 人 の 常 駐 を 解 除 す る 場 合 は 、 そ の 期 間 に 応 じ た 経 費 の 減 額 変 更 を 行 う 。

＜ 喫 煙 に 関 す る 事 項 ＞

　 学 校 敷 地 内 は す べ て 禁 煙 と し 、 敷 地 周 辺 の 路 上 等 に お い て も 禁 煙 に 努 め る こ と 。

・　完成図　（原図サイズで機械設備図と併せて二つ折り製本したもの、3部）

工事名称
有限会社 ソーヨー設備設計

横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

Ｎｏ設  計作　　成　　日

特記仕様書(２)
Ｅ－０２

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺ＮＯＴＥ
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水沢地区市民センター

Ｓ＝１／１００物置平面図

付 近 見 取 図

配置図  Ｓ＝１／２００

ＦＬ４１ＫＦＬ４１Ｋ

（Ｂ）新設

撤去 撤去

取替取替

（Ｂ）新設

注記

Ａ

＊　街路灯は灯具・安定器を撤去し、ＬＥＤ灯具を新設とする。

＊　自動点滅器取替

ＨＦ１００ （Ｑ）

Ａ

取替

既設ポール塗装再使用

ＨＦ１００ （Ｑ）

既設ポール塗装再使用

取替

N

Ｎｏ

Ｅ－０３

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

付近見取図・配置図

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

A2：1/100.1/200



リニューアルプレート リニューアルプレート

４２９９ｌｍ

照 明 器 具 姿 図

（Ａ） （Ｂ） 直付型４０形　反射笠付型

２５００ｌｍ

非常照明用点検リモコン １個納品

直付型２０形

直付型２０形（Ｃ２）

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

直付型４０形　

直付型４０形　

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

直付型４０形　

（Ｃ１） （Ｄ１）

（Ｄ２）

（Ｄ３）

（Ｅ１）

（Ｅ２）

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

直付型４０形 ＬＳＳ１－４－２３ＬＥ９

直付型４０形

直付型４０形

直付型４０形

（Ｅ３）

パナソニック　ＬＧＣ５１１３Ｄ

リモコンスイッチ付（段調光）

５４９９ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＤＨ８２００Ａ０１Ｗ－ＬＤ東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１５２５３Ｎ－ＬＤ９
三　　　　菱　ＭＹ－Ｈ４２５３３０／Ｎ  ＡＨＴＮ 三　　　　菱  ＥＬ－ＣＰ５０１１Ｍ１ＨＺ

ＬＳＳ９－２－１５

ＬＳＳ９－２－３０

ＬＳＳ９－４－２３

ＬＳＳ９－４－３７

ＬＳＳ９－４－４８

ＬＳＳ１０－４－３７

ＬＳＳ１０－４－４８

ＬＳＳ１０－４－６５

（Ｑ） ＬＥＤ街路灯ＬＥＤ非常灯専用型 １５０□（Ｎ） （Ｏ）

　避難口誘導灯片面型
　Ｂ級・ＢＬ形

　避難口誘導灯両面型

ＬＥＤ誘導灯 （Ｐ） ＬＥＤ誘導灯ＳＨ１－ＦＳＦ２０－ＢＬ ＳＨ１－ＦＳＦ２１－ＢＬ

三　　　　菱　 三　　　　菱　

ポール
既設再使用

３０００ｌｍ

　Ｂ級・ＢＬ形

非常灯４０形

非常灯４０形

（Ｍ１）

（Ｍ２）

５２００ｌｍ

６９００ｌｍ

Ｄスタイル　Ｗ２３０

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４５１ＤＧＮＣＬＥ９
東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３５２４Ｎ一ＬＳ

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３６９４Ｎ－ＬＳ９
パナソニック　ＮＮＦＢ９１６２５Ｊ

東　  　　芝　ＬＥＤＧ－１０８３１Ｎ（Ｋ）
パナソニック　ＮＮＹ２２６８０ＬＥ９

ＬＥＤシーリングライト （Ｊ） 角型ＬＥＤダウンライト　２００形（Ｈ） （Ｉ）

３０形丸形蛍光灯１灯器具相当

ＬＥＤシーリングライト（Ｇ）

　６０形電球１灯器具相当

（Ｋ） 非常灯 ４０形ｉスタイルＷ８０

９６５ｌｍ ２０２５ｌｍ
２５００ｌｍ

パナソニック　ＬＧＷ５１７０４ＷＣＦ１　相当品

１５０□ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－０６

ＬＥＤウォールライト防湿・防雨型

パナソニック　ＸＬＧ４２１ＮＧＮＪＬＥ９　相当品
東　  　　芝　ＬＥＤＧ８５９１８（Ｗ） 東　  　　芝　ＬＥＫＤ２５３６０１０Ｎ－ＬＳ９

パナソニック　ＸＮＤ２０６５ＳＮＬＥ９
東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４０７２５４Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＭＹ－ＬＫ４２５３３０Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ三　　　　菱  ＥＬ－Ｄ１１／３（２０１ＮＭ）　ＡＨＮ

ＬＥＤシーリングライト（Ｆ）

ＬＥＤシーリングライト（Ｆ１）

パナソニック　ＬＧＣ３１１６０

三　　　　菱  
東　  　　芝　ＬＥＤＨ８４０１Ａ０１－ＬＣ

三　　　　菱  

パナソニック　ＬＧＢ５１５１０ＬＥ１

Ｗ１５０

２５００ｌｍ

５２００ｌｍ

非常灯　４０形Ｄスタイル

非常灯　４０形Ｄスタイル

（Ｌ１）

（Ｌ２）

東　  　　芝　ＬＥＫＴＳ４１２５２４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＴＳ４１２２５４Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４２５３３０Ｂ／Ｎ 三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４５０３３１／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４７０３３１／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＸＬＸ４２０ＫＥＮＰＬＥ９

三　　　　菱　ＥＬ－ＷＣＥ１７０４Ｃ／Ｗ
東　  　　芝　ＬＥＤＢ８５０００

東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ１３２２１Ｍ（角パネル共）
パナソニック  ＸＬＧ４５１ＡＧＮＪＬＥ９　

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４５０３３０Ｂ／Ｎ

パナソニック  ＸＬＧ４２１ＡＧＮＪＬＥ９

Ｎｏ

Ｅ－０４

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



U P

UP
スロープ

事務室

押　入

書　庫

待合室

ホール

U P
廊　下

休息室

男子
便所

湯沸室

玄　関

女子
便所

物置（ 2 ）

風除室

多目的 便所

公民館事務室

物置（ 1 ）

和室

1955 1795 3750 5750 3300 3950

205003000
3
5
0
0

9
0
0
0

1
2
5
0
0

1
8
7
5

3
1
0
0

4
8

3
0

2
1

7
0

5
5

0
0

Ｓ

３

３ＷＰ

（Ｉ）

（Ｊ）（Ｊ）

Ｌ

Ｌ
Ｌ

（Ｎ）

（Ｈ）

３段

（Ｏ）

Ａ

（Ａ） x ５

（Ｋ） x ２

（Ｏ）
Ｌ

２Ｓ
Ｍ

６

Ｓ＝１／１００１階平面図

（改修後）

凡　  　例

記　　号 改  修  前 改  修  後

蛍光灯 ＬＥＤベースライト１灯用

シーリングライト

ブラケット

ＬＥＤシーリングライト

蛍光灯 ２灯用

壁付灯

ＬＥＤブラケット

ＬＥＤ壁付灯

ＬＥＤ街路灯

３ＷＰ

３路スイッチ フルカラースイッチ  ３路

スイッチ３路防水

街路灯

非常灯

誘導灯

ＬＥＤ非常灯

ＬＥＤ誘導灯

ダウンライト ＬＥＤダウンライト

和風ペンダント

スイッチ フルカラースイッチ

フルカラースイッチ  ３路防水

表示灯付

３

パイロットランプ

フルカラースイッチ

フルカラースイッチ

Ｌ

Ｆ

（Ｃ１）

（Ｃ１）

（Ｄ３）
（Ｄ３）

４

注記

※　点線は再使用とする。
※　非常照明用点検リモコン１個納品とする。

ＥＤ 接地工事　Ｄ種

Ｌ

Ｓ 人感センサー

センサー用切替スイッチ

換気扇連動型

２連２Ｓ

特記なき配線は下記による

４

６

Ｍ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ  （１Ｃアース）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２ （メタルモールＢ型）

（Ｅ３）ｘ１２
（Ｍ２）ｘ４

（Ｅ１）
（Ｄ２）ｘ２

（Ｅ１）

（Ｆ）

（Ｇ）

対象外

（Ｆ１）

（Ｅ３）ｘ３

Ｎｏ

Ｅ－０５

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　１階電灯設備図

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



D N

大会議室

倉　庫

事務局

地域社会づくり
推進委員会

廊　下

W C

W C

D N

図書室

調理実習室

倉　庫

1
2
0
5
0

3580 2200 3240 3980

205003000

7500

7
0
1
5

5
0
3
5

115007500 1500

階段棚足場（単管）

３

（Ｏ）

（Ｉ）

Ｌ

３

Ｌ

（Ａ） x ３
（Ｋ） x ２

Ｓ＝１／１００２階平面図

（改修後）

（Ｐ）

（Ｄ１）ｘ２６
（Ｍ２）ｘ１

（Ｍ１）ｘ３

Ｌ

Ｌ

（Ｃ２）

（Ｃ２）

（Ｅ３）ｘ３

（Ｅ３）ｘ３

（Ｍ２）

（Ｅ２）ｘ７

（Ｌ１）ｘ４

（Ｌ２）

Ｎｏ

Ｅ－０６

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　２階電灯設備図

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



U P

事務室

押　入

書　庫

待合室

ホール

UP
スロープ

U P
廊　下

休息室

踏　込

男子
便所

和室 1 6 帖

押入

床の間

湯沸室

公民館事務室

玄　関

風除室

多目的 便所

湯沸室

女子
便所

物置（ 2 ）

物置（ 1 ）

1955 1795 3750 5750 3300 3950

205003000

3
5
0
0

9
0
0
0

1
2
5
0
0

1
8
7
5

3
1
0
0

4
8
3
0

2
1
7
0

5
5
0
0

ＦＣＬ３２Ｐ
ＦＬ２１Ｖｘ２

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｗ

ＦＬ４２ＶＢｘ４
ＦＬ４２Ｖｘ１２

ＦＬ２１誘 ＦＬ２１誘

ＣＬ

ＣＬ

ＦＬ２１Ｖ

ＤＤ ＤＢ

ＦＬ４１Ｔｘ３

ＦＬ４１ＴＢｘ２

ＦＬ４１Ｖｘ２ ＦＬ４２Ｖｘ２

ＦＬ４２Ｖｘ２
Ｂ

ＦＬ２１Ｖ

Ａ

３段

プレート

３

３ＷＰ
☆

（改修前）

Ｓ＝１／１００１階平面図

記　　号 名　　　　　　　　称

ＣＬ

街路灯ＨＦ１００

ダウンライト

ＦＣＬ３２Ｐ 和風ペンダント

Ｖ型ＦＬ２１Ｖ ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２１Ｗ

ＦＬ２１Ｗ

壁付

壁付ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１

Ｄ

Ｂ

シーリング

ブラケット

撤去　照明器具リスト

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４０Ｗｘ２ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２Ｖ

ＦＬ４１Ｔ

ＦＬ４１ＴＢ

ＦＬ４０Ｗｘ１

ＦＬ４０Ｗｘ１

Ｖ型

トラフ型

トラフ型　バッテリー内蔵

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１ＶＢ

Ｖ型　バッテリー内蔵

Ｖ型　バッテリー内蔵

自動点滅器

３ＷＰ

ＦＬ２１誘 誘導灯

非常灯ダウンライト　 バッテリー内蔵ＤＢ

スイッチ ３路

Ｖ型ＦＬ４１Ｖ ＦＬ４０Ｗｘ１

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１Ｋ 笠付

スイッチ

スイッチ

片切ｘ１

片切ｘ２

スイッチ

スイッチ

スイッチ

スイッチ

スイッチ

スイッチ

３路防水

Ａ

３段 切替スイッチ

１Ｐ１５Ａｘ２ + ＰＬ

３

３

＊　点線は別途とする。

注記

＊　  は器具撤去跡カバープレート取付とする。☆

スイッチ

スイッチ

スイッチ

１Ｐ１５Ａｘ４ + ＰＬ

１Ｐ１５Ａｘ１ + ＰＬ

１Ｐ１５Ａｘ４

１Ｐ１５Ａｘ６

１Ｐ１５Ａｘ３ + ＰＬ

１Ｐ１５Ａｘ２

１  Ｆ ２  Ｆ 屋　外

２

２

２

２

１

２

１

４

４

１６

４

３

２

１

２

１

４

２

１

２６

５

１１

５

３

２

２

２

２

１

１

１１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１Ｐ１５Ａｘ１ + ３路

４

Ｎｏ

Ｅ－０７

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　1階電灯設備図

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



D N

大会議室

調理実習室

D N

図書室

倉　庫

倉　庫

事務局

地域社会づくり
推進委員会

廊　下

W C

W C

1
2
0
5
0

3580 2200 3240 3980

205003000

7500

7
0
1
5

5
0
3
5

115007500 1500

ＦＬ２１Ｗ

ＦＬ２１誘

ＦＬ４１ＶＢｘ４
ＦＬ４１Ｖｘ２６

ＦＬ４１ＶＢ

ＦＬ４２Ｖ
ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２ＶＢ
ＦＬ４２Ｖｘ３

ＦＬ２１誘

ＦＬ４１Ｔｘ３
ＦＬ４１ＴＢｘ２

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ４２Ｖｘ７
ＦＬ４２ＶＢｘ３

３

３

（改修前）

Ｓ＝１／１００２階平面図

Ｎｏ

Ｅ－０８

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　2階電灯設備図

水沢地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



川島地区市民センターＬＥＤ照明設備賃貸借 

 

表紙 

図番 図面名称 

E－０１ 特記仕様書（１） 

E－０２ 特記仕様書（２） 

E－０３ 付近見取り図・配置図 

E－０４ 照明器具姿図（１） 

E－０５ 照明器具姿図（２） 

E－０６ 改修後 1 階 電灯設備図 

E－０７ 改修後 2 階 電灯設備図 

E－０８ 改修前 1 階 電灯設備図 

E－０９ 改修前 2 階 電灯設備図 



基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月閣議決定）」による。

仕様書

Ⅰ．工事概要

１．工事場所

２．建物概要

建　　物　　名　　称
消防法施行令

別 表 第 一
備　　考

建築基準法による

延べ面積 (ｍ２)
構　　造 階　　　　　　数

３．工事種目（○印のついたものを適用する）

建 物 別 及 び 屋 外

工　　事　　種　　目

工　　　　　　　　事　　　　　　　　種　　　　　　　　別

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

４．指定部分 ・ 無 有・ 対象部分　（

指定部分工期

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、

○印の付いたものによる。

・

・

・

２．特記仕様

項目及び特記事項は○印の付いたものを適用する。

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

1 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・ 風圧力

風速　(V0

地表面粗度区分（　 ・Ⅰ　　・Ⅱ　　・ Ⅲ　　・Ⅳ　）

積雪荷重・

環境への配慮2 （１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

次の①から④を満たすものとする。

①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、

アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

②　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは、

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

発散建築材料以外の材料

（３）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づく特定調達物品等に関する判断の

Ⅱ．工事仕様

電気自動車用充電設備

防犯・入退室管理設備

動 力 設 備

電 灯 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害除去工事

＝34m/s)

垂直積雪量（ 0.3ｍ ）

設計図

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準仕様書」という。）

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「改修標準仕様書」という。）

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準図」という。）

令和 　 年 　 月 　 日

・

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項特　　　　記　　　　事　　　　項

接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φは

Ｗ＝30 Ｌ＝900mm 以上、14φは、Ｗ＝40 Ｌ＝1,200mm 以上としても差し支えない。

接 地 の 種 類 記　　　号 接地抵抗値

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥA,B,D,C

ＥA,D,C

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

ＥLL

Ｅt

ＥAt

ＥDt

ＥLt

ＥO

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

名　　　　称 測　　　点 取付高さ　[mm]

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

ｺﾝｾﾝﾄ，電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ，ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

コンセント（土間）

コンセント（電動車いす充電用）

引込開閉器箱（低圧）

分電盤，制御盤，実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

試験用接続端子箱

接地極埋設標

給油ボックス

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計，スピーカ

アッテネータ

表示盤

発信器（出退表示用）

外部受付用インターホン（子機）

壁付インターホン　　　（上記以外）

呼出ボタン（多機能便所用）

復帰ボタン（　　 〃 　　）

廊下表示灯（　　 〃　　 ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

副受信機

機器収容箱（火災報知設備）

発信機

警報ベル

表示灯（火災報知設備）

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（重ガス）

ガス漏れ検知器（軽ガス）

　　　　　　　〃　　　　　　 （和室）

　　　　　　　〃　　　　　　 （台上）

床上 ～ 中心

鏡上端 ～ 中心　

台上 ～ 中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参考）天井面を基準とする取付高は、天井高さが 2,500mm から 3,000mm の場合に適用する。
　　　　天井高さが 3,000mm 以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督職員と協議する。

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

床上 ～ 中心

床上 ～ 上端

床上 ～ 中心

地上，床上 ～ 中心

床上 ～ 下端

地上 ～ 中心

　地上 ～ 給油口

床上 ～ 下端

床上 ～ 中心

〃

天井下 ～ 上端　

　床上 ～ 操作部

床上 ～ 中心

天井面 ～ 中心　

2,100

2,500

  150

  150

  150

  800 ～ 1,300

  900

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500

  500

  800

  600

1,000

1,200

  300

1,500

(天井高)×0.9

1,200

1,200

標準図による

1,100

  900

1,300

2,000

  200

  800 ～ 1,500

1,500

1,500

  300

1,500（上端1,900以下）

(天井高)×0.9

  800 ～ 1,500

  800 ～ 1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井高)－200

図面において、室名に（　）を付したものは直天井を示し、それ以外は二重天井の部屋を示す。

壁付電話機 〃 1,300

電話引込口の保安器用

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

高圧避雷器用

低圧避雷器用

構 造 体 接 地

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｄ 種

Ｃ 種

Ω以下

接　　地　　極　（参考）

スイッチ　（一般） 床上 ～ 中心 1,200

1,200〃　　〃　　（多機能便所用）

〃自動スイッチ　（照明、換気扇用等） 1,800

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

  300

項　　　目項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

高効率誘導電動機回路保護用の配線用遮断器等の選定は下記による。

23 接　地　極

25 取付高さ

26 他工事又は他工種

との取り合い

二重床内に設置する器具の位置表示として、マーキングを直上の天井面に付けること。

また、用途に応じ色分けすること。

埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数、管径等は

監督職員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

また、機械室等の床埋設配管は図面上 PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配

管部分は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

下記の金属製電線管の露出配管は塗装、めっき等の仕上げを行う。

金属製（ステンレス、新金属も含む） ・ 樹脂製　　とする。

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5 22 30 37 45

95.595.595.595.595.5

備考（１）規約効率は、JET-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　（２）規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

天井仕上げ表示24

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－ 15 3 2.0 2.0 2.0 15 10

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 20 15

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 30 20

－ 15 10 2.0 2.0 2.0 40 30

－ 20 10 2.0 2.0 2.0 50 40

－ 30 20 2.0 2.0 2.0 75 50

60 50 30 3.5 5.5 2.0 100 75

75 60 50 3.5 5.5 2.0 150 100

125 75 60 8.0 14 2.0 200 150

125 60 8.0 14 2.0 250 200

125 100 14 22 3.5 300 250

150 100 14 22 3.5 400 300

200 150 14 22 5.5 500 400

225 200 14 22 8.0 600 500

200

250

150

175

200

300

350

450

500

器具容量、コンデンサ回路の配線

200V三相誘導電動機回路の器具容量等

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 7.5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 10

－ 10 2.0 2.0 2.0 15

－

30

10 2.0 2.0 2.0 20

30

30

15

3.5

2.0 25

40

50

20

3.5

5.5

2.0 40

60

60

30

8.0

2.0 50

75

30

8.0

14

2.0 75

100

60

3.5

75

125

60

3.5

100

125

60

5.5

125

150

100

14 22

8.0

150

100

150

75

100

100

150

175

225

300

器具容量、コンデンサ回路の配線

400V三相誘導電動機回路の器具容量等

350

400

500

225 150

200

250

14 22

8.0

300

－

15

175

300

350

8.0

8.0

3.5

2.0

2.0

22

22

2.0

3.5

5.5

5.5

14

14

14

38

38

2.0

2.0

2.0

8.0

250

200

300

397

5

5

5

7.5

10

15

20

25

40

50

75

75

100

125

150

200

250

250

300

構外搬出適切処理とする。

屋内（　内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所　地階、ピット階　）

EM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

屋外（内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所：全て（塗装箇所除く）

塗装（　・　屋内　・　屋外　・　全て　・　図示　）

　　　　　IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

・

22 高効率誘導電動機の

19 電　線　類

20 二重床内器具

15 建設発生土の処理 ・

・

16 電線本数，管路等

17 金属製電線管の

塗装・仕上げ ・

18 フラッシュプレート 図面に特記なき場合は、・

21 インバータ装置の

規約効率

電動機出力 (kW)

規約効率　 (％)

0.4

86.0

）

材料・機材の3

品質等

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき品質

及び性能を有するものとする。

（２）下表に示す材料・機材等の製造業者等は次の①から⑥すべての事項を満たすものとし、この証

明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監

督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明となる資料等の提出

を省略することができる。

①  品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

②　生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③  安定的な供給が可能であること。

④  法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

⑤  製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥  販売、保守等の営業体制が整えられていること。

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ及び系統連係保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御装置（監視制御装置）

機　　　材　　　名　　　称

電源周波数4 ・ ５０Ｈｚ ・ ６０Ｈｚ

5

配線用遮断器等の選定

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  1.8 15

 0.4  3.2 15

  0.75  4.8 15

 1.5  8 30

 2.2 11.1 40

 3.7 17.4 75

 5.5 26 100

 7.5 34 125

11 48 125

15 65 125

18.5 79 150

22 93 175

30 124 250

37 152 300

45 190 400

55 228 450

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  0.9 15

 0.4  1.6 15

  0.75  2.4 15

 1.5 4 15

 2.2  5.5 20

 3.7  8.7 30

 5.5 13 40

 7.5 17 75

11 24 100

15 32 125

18.5 39

22 46

30 62

37 76 150

45 95 200

55 115 225

75

90

110

155

180

220

300

350

450

125

125

125

電気工作物の種類

一般用電気工作物

・ 事業用電気工作物

6 電気工事士 契約電力５００ｋＷ以上の電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

7 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　　・　できる　　　・ できない

足場その他8 別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。・

本工事で設置とする。（改修標準仕様書 第１編 2.2.2によるほか下記による。）・

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据え置

き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

・　内部足場の種別（　　　　　種　）

・　外部足場の種別（　　　　　種　）

仮設備工事9 仮設備期間（　・　図示　　　　　・　　　　　　　　　）

仮電源等　（　・　受変電設備　　・　発電設備　　　・　　　　　　）

養生10 養生範囲　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

養生方法　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

施工調査11

電気保安技術者

・ 要 不要

・

ＬＥＤ照明器具

照明制御装置

可変速電動機用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギア（ＣＷ形、ＰＷ形）

高圧交流遮断器

・ はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行うこと。

・ 石綿含有分析調査（定性分析により石綿が含有されている場合は、定量分析を実施する。）

13 穿孔作業 既存躯体に穿孔する場合は金属探知により電源供給が停止できる付属装置等を使用する。

14 耐震安全性の分類

と耐震施工

1)設計用水平地震力

機器の重量[ｋＮ]に、設計用水平震度を乗じたものとする。

なお特記なき場合、設計用水平震度は次による。

設 置 場 所 機 器 種 別

2.0 1.5 1.5 1.0

1.52.02.02.0

2.0

1.5

0.40.6

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

1.5 1.5

1.51.51.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.01.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

上層階

屋上及び塔屋

中間階

地下・１階

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　特定の施設 　一般の施設・ ・

設計用水平震度

※水槽類には、オイルタンク等を含むものとする。

上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。

中間階とは、地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。

重要機器

・ 配電盤

・ 交換機

・

・ 火災報知受信機

・ 直流電源装置

・ 中央監視制御装置

・ 交流無停電電源装置

2)設計用鉛直地震力

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

発電装置

（独立行政法人建築研究所監修）による。（100kg以上の機器を対象とする。）

設備機器、電気配線の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」

・

(1)

12 非破壊検査等 構造部等の機械はつり箇所は、非破壊検査等による埋設物の調査を行い、監督職員に報告書を提出する。

・ その他（　　　）キュービクル

なお、放射線透過検査による場合は特記とし、撮影枚数は、１枚以上／部位とする。

・ 既設埋設配管等を切断または接続する箇所は、事前に試掘調査を行うこと。

屋外

改修一式 改修一式

・

・

ＲＣ造 ２階建川島地区市民センター

川島地区市民センター

四日市市川島新町　地内

１項ロ

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

Ｎｏ

Ｅ－０１

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(１)

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



処分方法　・埋立処分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 ・　アスベスト含有物の取り扱い

アスベスト含有成形板の有無　・有　・無

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

を遵守すること。

労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

　施工箇所及び工法　　　・図示

アスベスト含有箇所・吹付主剤・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

　仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

撤去の範囲　・全面撤去　・塗外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　外壁補修等作業は足場アンカー設置、コア抜き、

機器及び配管、配線器具類の固定等軽微な作業を示す。

除去工法

処分方法

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する
・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）はアスベスト含有吹付け材、下地調整材（ローラー

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

 計数機器

 メンブレンフィルタの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化
 計数条件
 計数アスベスト

0.5 f/l

総アスベスト繊維数      　 200本又は視野数50視野 

120 min

5l/min
 25mm

 位相差顕微鏡                    

アスベスト粉じん濃度測定方法

 定量限界

除去工法の試験施工　・行う　・行わない

・施行区画周辺又は、敷地境界　　・図示による

　・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定　　・行う（試験施工時） ・行わない

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹付主材、下地調整材（吹付仕上）の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル3の除去工法と同等とする。

直径3μm未満、長さ5μ m以上、長さと直径比３：１以上

アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法 

なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注 )　試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

２方向各１点

　  測　定　場　所

  　測　定　点

監督職員と協議すること。

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ケレン工法

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無

アスベスト含有保温材の有無　・有　・無

本工事に配置管理させる者（有資格者）

　・特定化学物質等作業主任者（H18.3.31以前の講習修了者）

　　又は石綿作業主任者（H18.4.1以降の講習修了者）

アスベスト含有シール材の有無　・有　・無

作業場の隔離　・行う　・行わない

除去工法
湿潤にて撤去を行い、適法に処分する事。

処分方法　・埋立処分

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

除去シール材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

除去成形板（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融

又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

除去保温材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉

じん飛散防止処理技術指針」による。

アスベスト含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

1  一 般  事  項

　の処理工事

2 アスベスト含有建材

3 アスベスト含有仕上

　塗材の除去

4 アスベスト含有保温
　材等の除去

7 特記事項

接続部シール材の除去

6 アスベスト含有配管

　板の除去

5 アスベスト含有成形

配 管 工 事 等

２　乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成11年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。

ればならない。

（秘密の保持）

第３　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を施

工するために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。

２　乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（適正な管理）

第４　乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２　乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。

３　管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。

４　四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。

（収集の制限）

第５　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するために、個人情報を収集するときは、当該工

事を施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

（再提供の禁止）

第６　乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。

２　乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。

３　前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。

（複写、複製の禁止）

第７　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。

（持ち出しの禁止）

第８　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。

２　甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。

３　前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。

（資料等の返還）

第９　乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。

２　前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものとする。

(1)　紙媒体　　シュレッダーによる裁断

(2)　電子媒体　データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕

３　乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事に係る個人情報を第三者に再提供したと

きは、当該工事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなけれ

ばならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。

４　前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。

（研修・教育の実施）

（罰則等の周知）

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。

周知するものとする。

（苦情の処理）

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。

（事故発生時における報告）

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（契約解除及び損害賠償）

除及び損害賠償の請求をすることができる。

個人情報の取り扱いに関する事項

を含む。）を取り扱う場合においては、下記条文を順守すること。

（基本事項）

第１　この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。

（施工者の義務）

第２　乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）

　１．契約の解除

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排
除措置要綱（平成20年四日市市告示第28号）
第３条又は第４条の規定により、四日市市建
設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札
参加資格停止措置を受けたときは、契約を解
除することがある。

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務

には、業務発注所属と協議を行うこと。

暴力団等不当介入に関する事項

資格停止基準に基づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。
（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加

行に支障が生じたり、納期等に遅れが生じるおそれがあるとき
（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂

並びに業務発注所属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。
（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報・ 本 工 事 に 必 要 な 工 事 用 電 力 、 水 等 の 費 用 及 び 官 公 署 そ の 他 の 関 係 機 関 へ の

諸 手 続 等 に 要 す る 費 用 は 、 受 注 者 の 負 担 と す る 。

・ 市 支 給 と す る 。 た だ し 、 構 内 既 存 施 設 よ り 利 用 可 能 な 範 囲 に 限 る 。

本 工 事 に は 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 が 計 上 さ れ て い な い た め 、 受 注 者 が 本 工 事 に よ り

る 。

明 書 等 を 添 付 し て 、 本 工 事 に よ り 生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 を 請 求 す る 事 が で き

生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 が 課 税 対 象 と な っ た 場 合 に は 、 翌 年 度 に 産 業 廃 棄 物 税 納 税 証

・  建 設 工 事 保 険 　 （ 管 理 財 物 担 保 特 約 に 加 入 ） (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )　

・  請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険 (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )

 　 加 入 期 間 は 工 事 期 間 を 原 則 と す る 。 (必 要 に 応 じ て 延 長 す る も の と す る 。 )　

下 記 の 制 度 に つ い て 加 入 す る こ と 。

・  法 定 外 労 災 補 償 制 度 　 　 　 (加 入 証 明 書 を 提 出 )　

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 に 加 入 し 、 掛 金 収 納 書 を 提 出 す る 。

　 　  共 済 証 紙 購 入 額

 　 　 請 負 額 (消 費 税 含 む )の 0 . 5 / 1 0 0 0  以 上 　

た だ し 、 建 設 業 退 職 金 共 済 に つ い て は 請 負 額 が 5 0 0万 円 以 上 の 場 合 と す る 。

※ 1 他 の 退 職 金 制 度 に 加 入 し て い る 等 、 共 済 証 紙 を 購 入 す る 必 要 が な い 場 合 は 理

 　  由 書 の 提 出 を も っ て 共 済 証 紙 の 購 入 を 不 要 と す る 。

※ 2  契 約 変 更 に よ り 工 事 価 格 が 上 昇 し た 場 合 は 不 足 分 を 追 加 購 入 す る こ と 。

工 事 請 負 代 金 額 5 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 工 事 実 績 情 報 （ CO R I N S） の 登 録 手 続 き

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、施工体制台帳の写しを提出のこと。

下請契約締結日より、10日以内に提出すること。変更時も同様とする。

なお、警備業者についても記載すべき下請負人の範囲に含むものとする。

を 行 う こ と 。

・ 設 け な い 　 　 　 　 　 ・ 設 け る

監督職員の指示により下記のものを提出する。

　　・　保全に関する資料等　2部

・　完成図　ＣＡＤデータ　ＰＤＦデータ（ＣＤ－Ｒ）

　　・　工事完成図（竣工図（修正済みの設計図）＋施工図）

・　完成図　（Ａ４版に製本したもの）

　　・　工事写真（紙、ＣＤ－Ｒ）

・ 引 渡 し を 要 す る も の

　 構 外 搬 出 適 切 処 理 と す る 。

・ 引 渡 し を 要 す る も の 以 外

　 廃 棄 物 管 理 票 （ マ ニ ュ フ ェ ス ト ） 確 認 表 を 作 成 し 、 監 督 員 に Ａ 票 及 び Ｄ 票 も

  し く は Ｅ 票 の 確 認 を 受 け る も の と す る 。

・ 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

　 （ Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 　 Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器 は 、 関 係 法 令 に 従 い 適 切 に 処 置 す る 。

・ 再 使 用 又 は 再 資 源 化 を 図 る も の

工 事 記 録 は 以 下 の よ う に 行 う こ と 。

○ 工 事 写 真

工 程 写 真  埋 設 部 、 い ん ぺ い 部 、 施 工 工 程 、 材 料 等

完 成 写 真

※ 撮 影 用 具 に デ ジ タ ル カ メ ラ を 用 い 、 サ ー ビ ス サ イ ズ 程 度 の 大 き さ で

A4用 紙 に 印 刷 し 、 提 出 す る 。

   国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官 庁 営 繕 部 監 修 「 工 事 写 真 の 撮 り 方

※ 次 の 図 書 を 参 考 と す る 。

○ 工 事 日 報 、 納 品 伝 票
　 建 築 設 備 編 」

工 事 日 報 、 納 品 伝 票 等 の 写 し は 監 督 員 が 提 出 を 求 め た 場 合 に

提 出 す る こ と 。

特 記 な き 鋼 製 電 線 管 (1 9 , 2 5 , ･ ･ ･ 7 5 )の 表 示 は 全 て 薄 鋼 電 線 管 と す る 。

但 し 、 屋 内 箇 所 に お い て は 、 表 示 さ れ て い る も の と 同 一 外 形 の ね じ な し 電 線

管 ( E 1 9 , E 2 5 , ･ ･ ･ E 7 5 )を 使 用 し て も よ い 。

取 り 外 し 再 使 用 機 器 は 、 清 掃 及 び 絶 縁 測 定 の う え 、 取 り 付 け る 。

た だ し 、 絶 縁 劣 化 等 使 用 に 耐 え な い 場 合 は 、 監 督 職 員 に 報 告 す る 。

長 さ 1 m以 上 の 入 線 し な い 電 線 管 に は 、  1 . 2 m m以 上 の ビ ニ ル 被 覆 鉄 線 を 挿 入 す

る 。

タ ン ブ ラ ス イ ッ チ は 、 図 面 に 特 記 な き 場 合 、 ネ ー ム 付 と す る 。

配 線 器 具 ( ｽ ｲ ｯ ﾁ ､ ｺ ﾝ ｾ ﾝ ﾄ他 )の 現 場 納 り 等 に よ る 仕 様 、 数 量 に つ い て は

監 督 職 員 の 承 諾 を 受 け て 変 更 し て も さ し つ か え な い 。

使 用 機 器 の 製 造 者 選 定 に よ る 若 干 の 仕 様 の 相 違 は 、 監 督 職 員 の

承 諾 を 得 れ ば 、 可 と す る 。

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 及 び 付 属 品 は 、 Ｐ Ｆ 管 （ 単 層 管 ） の 波 付 管

以 上 を 使 用 す る 。

最 上 階 の 天 井 ス ラ ブ へ の 埋 込 配 管 は 、 原 則 と し て 避 け る も の と す る 。

本 工 事 施 工 に 伴 う 既 設 設 備 の 軽 微 な 加 工 改 造 は 、 本 工 事 と す る 。

原 動 機 、 発 電 機 と 付 属 各 機 器 間 の 燃 料 油 、 冷 却 水 な ど の 配 管 、 制 御 用 配 線 等

は 、 監 督 員 の 承 諾 を 受 け て 図 面 と 多 少 相 違 し て も さ し つ か え な い 。

位 置 ボ ッ ク ス は 金 属 製 と し 、 電 力 用 に は 接 地 を 施 す 。

2 7  工 事 用 電 力 、 水 等

28  産 業 廃 棄 物 税

2 9  工 事 の 保 険

3 0  建 設 共 済 等

3 1  工 事 実 績 情 報 の 登 録

32  施 工 体 制 台 帳 の 提 出

33　 監 督 職 員 事 務 所

34  完 成 時 の 提 出 図 書

3 5  発 生 材 の 処 理

3 6  工 事 記 録

3 7  鋼 製 電 線 管

3 9  再 使 用 機 器

3 8  呼 び 線

4 0  タ ン ブ ラ ス イ ッ チ

4 1  配 線 器 具 等

4 2  機 器 仕 様

4 3  合 成 樹 脂 管 配 線

4 4  位 置 ボ ッ ク ス

4 5  最 上 階 の 埋 込 配 管

46  既 設 と の 取 合 い

48  地 中 配 線 の 埋 設 深 さ 等

47  自 家 発 電 設 備 の

・ 設 け る 　 　 　 ・ 設 け な い

地 中 配 管 に 埋 設 標 識 シ ー ト （ 2倍 ） を

埋 設 深 さ は 原 則 0 . 6 m以 上 と し 、 そ れ に よ り 難 い 場 合 は 監 督 員 と

協 議 し 決 定 す る こ と 。

電気設備の改修等のため、在来設備を一時停止させる必要のある場合は、

1.施工可能日　　・土、日曜日、祝日施工有り　・指定なし

・その他　(　　　　　　　　　　　　　　)

2.施工可能時間帯　　・指定有り（　　時～　　時）　・指定なし

予めその時期、停止の範囲及び工法等を施設管理者などの関係者と打ち合わせ、

場合によっては停電計画書等を提出し、承諾を得たうえで作業を行うものとし、

施設の運営に支障を来たさないよう特に注意する。

構 内 線 路 に お け る 埋 設 標 の 材 質 及 び そ の 個 数 は 、 図 面 に 記 載 の な い 場 合 は

次 に よ る 。

・ 鉄 製 (　 　 箇 所 )　 　 　 　 ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ製 (　 　 箇 所 )

資 材 購 入 及 び 工 事 の 一 部 を 下 請 業 者 に て 施 工 す る 場 合 、 業 者 の 選 定 に 際 し

て は 、 で き る 限 り 市 内 業 者 を 優 先 さ せ る こ と 。

一 般 照 明 の 照 度 測 定 を 行 う 。 照 度 測 定 箇 所 は 、 監 督 職 員 の 指 示 に よ る 。

施 工 図 等 の 著 作 権 に 関 わ る 当 該 建 物 に 限 る 使 用 権 は 、 発 注 者 に 移 譲 す る

も の と す る 。

49 施 工 条 件

5 0  地 中 配 線 の 埋 設 標

5 1  資 材 購 入 及 び 下 請 業 者 の

 　 選 定 に 際 し て の 留 意 事 項

5 2　 一 般 照 明 の 照 度 測 定

53　 施 工 図 等 の 取 扱 い

設 計 金 額 30 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 四 日 市 市 検 査 規 程 第 ８ 条 第 ６ 項 の 規 程 に よ り 発

注 者 が 随 時 検 査 を 求 め た 場 合 、 監 督 員 の 指 示 に 従 い 受 験 す る こ と 。

＜ 現 場 代 理 人 に 関 す る 事 項 ＞

＜ 随 時 検 査 ＞

　 　 工 場 製 作 期 間 中 等 に 現 場 代 理 人 の 常 駐 を 解 除 す る 場 合 は 、 そ の 期 間 に 応 じ た 経 費 の 減 額 変 更 を 行 う 。

＜ 喫 煙 に 関 す る 事 項 ＞

　 学 校 敷 地 内 は す べ て 禁 煙 と し 、 敷 地 周 辺 の 路 上 等 に お い て も 禁 煙 に 努 め る こ と 。

・　完成図　（原図サイズで機械設備図と併せて二つ折り製本したもの、3部）

除去仕上塗材（　　　　　　　　　）含有場所（　外壁　　）

Ｎｏ

Ｅ－０２

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(２)

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



Ｎ

隣地

車道

倉庫

倉庫

駐車スペース  2

駐車スペース  1

車椅子使用者用

駐車スペース

車椅子使用者用

駐車スペース

駐車禁止

区域

消防分団車庫

自転車置場

駐車スペース  3
倉庫

カーポート

倉庫

歩道

歩道

改修建物

車道

駐車スペース  4

6 , 0 0 0

6 , 0 0 0

6 , 0 0 0

1 0 , 1 3 4

B A

1
4

,
9

0
0

3
,

2
0

0

1 2 , 0 0 0 5 , 5 0 0

8
,

5
0

0

1 7 , 5 0 0

3
,

2
0

0

5

1

5
,

0
0

0
2

5
,

0
0

0

D

4 , 0 0 0

川島地区市民センター

Ｓ＝１／１００物置平面図

配置図  Ｓ＝１／２００

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

隣地境界線　 4 8 , 5 0 0

隣地境界線　
1 1 , 2 0 4

隣
地
境
界
線
　

1
2
,
0
0
0

隣
地

境
界

線
　

4
6

,
3

0
0

道路境界線　 5 4 , 3 0 0

隣地境界線　
1 1 , 2 0 4

道
路
境
界
線
　

4
,
9
7
7

道
路

境
界

線
　

3
0

,
7

3
3

3 , 0 0 0

道路境界線

Ｎｏ

Ｅ－０３

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

付近見取図・配置図

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺
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照 明 器 具 姿 図

　Ｄスタイル　Ｗ１５０ 直付型４０形

直付型４０形

直付型４０形 　反射笠付型 直付型４０形直付型２０形 直付型２０形　

Ｄスタイル　Ｗ２３０

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

（Ｃ）（Ｂ）（Ａ） 直付型４０形

　Ｄスタイル　Ｗ２３０

（Ｆ）

　ＦＨＰ３２形×４灯相当タイプ　埋込型

□４５０ φ４５０タイプ

（Ｋ） （Ｌ）

５００□プレート付

（Ｍ）

　下面開放型　Ｗ１９０ （Ｈ） 埋込型４０形  

黒板灯

ＬＥＤ丸型ベースライトＬＥＤスクエアベースライト ＬＥＤシーリングライト

軒下用ダウンライト　２５０形

２３２０ｌｍ １７２５ｌｍ ９８０ｌｍ

６９００ｌｍ ６９００ｌｍ

（Ｇ） （Ｉ）

（Ｄ２）

（Ｄ３）

（Ｄ１）

（Ｊ）

　ＦＨＤ８５形器具相当

　１５形蛍光灯器具相当　２０形蛍光灯器具相当

（Ｅ２）

パナソニック　ＬＧＣ５１１３Ｄ

防雨型、熱線センサ・ＥＥセンサ付
　２０形蛍光灯器具相当

ＬＥＤキッチンライト（Ｎ） ＬＥＤブラケット （Ｏ）防雨型 ＬＥＤウォールライト（Ｑ）ＬＥＤブラケット（Ｐ１） ＬＥＤブラケット

８４０ｌｍ ３８８０ｌｍ

（Ｐ２）

東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１５５２３Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４３０６９３Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＤＧ８５９１８（Ｋ）

東　  　　芝　ＬＥＤＨ８２００Ａ０１Ｗ－ＬＤ東　  　　芝　ＬＥＫＲ６４５３５１ＦＮ－ＬＤ９

三　　　　菱　ＭＹ－Ｈ４５０３３０／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４７０３３２／Ｎ  ＡＨＴＮ

東　  　　芝　ＬＥＫＤ２５２９１５Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＭＹ－Ｎ４４０３３２／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＸＬＸ４４０ＣＥＮＰＬＥ９
東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１３４０３Ｎ－ＬＳ９

埋込型４０形 埋込型４０形　下面開放型　Ｗ３００

パナソニック　ＸＬＸ４６０ＲＥＮＴＬＥ９ パナソニック　ＸＬ３７４ＬＷＶＬＡ９ パナソニック　ＮＮＦ８１６００ＫＬＴ９

三　　　　菱　

パナソニック　ＬＧＢ８５０４４ＬＥ１

三　　　　菱　

三　　　　菱　三　　　　菱　

パナソニック　ＬＧＢ５２０９７ＬＥ１パナソニック　ＮＮＹ２０２４５ＫＬＥ１パナソニック　ＸＮＷ２５６０ＷＮＬＥ９

三　　　　菱　三　　　　菱　

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＫＥＮＰＬＥ９

パナソニック　ＸＬＸ４６０ＶＥＮＴＬＥ９

パナソニック　ＮＮＦＳ２１８１２ＣＬＥ９

東　  　　芝　ＬＥＫＲ７４１８５２Ｎ－ＬＤ９
三　　　　菱  ＥＬ－ＳＫ８０１１Ｎ／４  ＡＨＴＺ　三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４７０３３５／Ｎ  ＡＨＴＮ

リモコンスイッチ付（段調光）

（Ｅ１） 直付型４０形　

直付型４０形　

Ｄスタイル　Ｗ２３０

ＬＳＳ９－２－３０ ＬＳＳ１０－２－３０ ＬＳＳ９－４－３７

ＬＳＳ９－４－４８

ＬＳＳ９－４－６５

ＬＳＳ１０－４－４８

ＬＳＳ１０－４－６５

ＬＲＳ８－４－２６

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４１９６９３Ｎ－ＬＳ９

５４９９ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８３０１３

１４７０ｌｍ

三　　　　菱　
東　  　　芝　

２５００ｌｍ

ＬＳＳ１０－４－３７

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８８３１２９

Ｎｏ

Ｅ－０４

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図（１）

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



リニューアルプレート リニューアルプレート

照 明 器 具 姿 図

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

非常照明用点検リモコン １個納品

　Ｂ級・ＢＬ形

避難口誘導灯片面型

　Ｂ級・ＢＬ形
　通路誘導灯両面型

非常灯４０形非常灯４０形 下面開放Ｗ３００下面開放Ｗ１９０

６９００ｌｍ

（Ｕ）（Ｔ）（Ｒ） 非常灯　２０形　Ｄスタイル　Ｗ１５０

６９００ｌｍ１６００ｌｍ

ＬＥＤ誘導灯 ＳＨ１－ＦＳＦ２０－ＢＬ ＬＥＤ誘導灯 ＳＴ１－ＦＳＦ２３－ＢＬ（Ｗ） （Ｘ）

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４７０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

（Ｓ１）

（Ｓ２）

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４５０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＢＫ４７０３３５Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３５２４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３６９４Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＲＪ４３０６９４Ｎ－ＬＳ９東　  　　芝　ＬＥＫＴＳ２１２１６４Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＭＹ－ＶＨ２１５２３０Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ 三　　　　菱　ＭＹ－ＢＫ４７０３３２Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

東　  　　芝　ＬＥＫＲＪ４１９６９４Ｎ－ＬＳ９
パナソニック　ＸＬＧ２１１ＡＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４５１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＤＧＮＣＬＥ９ パナソニック　ＸＬＧ４６１ＲＧＮＪＬＥ９

（Ｓ１）

（Ｓ２）

非常灯４０形　 Ｄスタイル　Ｗ２３０

非常灯４０形　 Ｄスタイル　Ｗ２３０

５２００ｌｍ

６９００ｌｍ

φ１５０

ＬＥＤ非常灯

ＬＥＤ非常灯 中天井用

低天井用（Ｖ１）

（Ｖ２）

パナソニック　ＮＮＦＢ９３６１６Ｊ

三　　　　菱　ＥＬ－ＤＢ２３１１１Ｂ

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＶＧＮＪＬＥ９

パナソニック　ＮＮＦＢ９１６１５Ｊ
東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ１３６２１Ｍ

東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ３０６２１Ｍ
三　　　　菱　ＥＬ－ＤＢ３３１１１Ｂ

Ｎｏ

Ｅ－０５

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図（２）

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺
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風除室

湯沸室（A）

待合室

玄　関

倉庫
（印刷室）

書庫

男子便所

多目的便所

和室

３ＷＰ

切替

Ｓ

Ａ

ＬＥＤ

（Ｂ）

（Ｑ）

（Ｌ）

（Ｄ１）ｘ２

（Ｋ）ｘ２

（Ｇ）

（Ｆ）

（Ｄ２）

（Ｄ２）

（Ｊ）ｘ３

（Ｎ）

２Ｓ

６

Ｍ

４

凡　  　例

記　　号 改  修  前 改  修  後

蛍光灯 ＬＥＤベースライト１灯用

シーリングライト

ブラケット

ＬＥＤシーリングライト

蛍光灯 ２灯用

壁付灯

ＬＥＤブラケット

ＬＥＤ壁付灯

ダウンライト ＬＥＤダウンライト

非常灯 ＬＥＤ非常灯

（Ｍ）ｘ２

（Ｗ）

（Ｔ）

（Ｘ）

（Ｒ）

（Ｄ２）

対象外

カバープレート取付

Ｓ＝１／１００１階平面図

（改修後）

Ａ

誘導灯 ＬＥＤ誘導灯

Ａ

フルカラースイッチ

Ｓ 人感センサー

センサー用切替スイッチ

換気扇連動型

２連２Ｓ

※　非常照明用点検リモコン１個納品とする。

注記

※　点線は再使用とする。

（Ｔ）

（Ｐ１）

（Ｐ１）

（Ｄ２）

特記なき配線は下記による

４

６

Ｍ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２ （メタルモールＢ型）

（Ｅ２）ｘ５
（Ｓ２）ｘ１

ＬＥＤ街路灯

自動点滅器 自動点滅器

（Ｓ２）ｘ３

（Ｖ１）

（Ｅ２）ｘ９

N

Ｎｏ

Ｅ－０６

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　１階　電灯設備図

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００
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女子便所

湯沸室

廊下

階段室

階段棚足場（単管）

Ｓ＝１／１００２階平面図

ＬＥＤ

ＬＥＤ

（改修後）

（Ｃ）

（Ｉ）ｘ２

（Ｈ）ｘ４

（Ｈ）ｘ２（Ｏ）ｘ２

（Ｄ２）

（Ｄ２）

（Ｄ２）

（Ｄ３）ｘ３

（Ｗ）

（Ｕ）ｘ２

（Ｔ）ｘ２

（Ｈ）ｘ６
（Ｕ）ｘ２

（Ｕ）ｘ２

（Ｐ２）ｘ２

（Ｐ１）
（Ｐ１）

（Ｅ１）ｘ１２
（Ｓ１）ｘ４

（Ｖ２）

N

Ｎｏ

Ｅ－０７

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　２階　電灯設備図

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００
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A

風除室

湯沸室（A）

男子便所

多目的便所

待合室

玄　関

倉庫
（印刷室）

３ＷＰ

切替

１  Ｆ ２  Ｆ 屋　外

対象外

和室

（改修前）

Ｓ＝１／１００１階平面図

ＦＬ４２Ｖｘ９
ＦＬ４２ＶＢｘ３

ＩＬＷ

ＦＬ２４

ＦＬ２１Ｗ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１Ｖｘ２

ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ２１ＵＢ

ＦＬ２１Ｕ

ＦＣＬＵ丸ｘ２

ＦＣＬＵ角ｘ２

ＤＢ

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘

ＦＬ４２Ｖｘ５

ＬＥＤ

ＦＬ１１

ＦＬ１１

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４２Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２４ＵＬｘ３

ＦＬ２１Ｖ

記　　号 名　　　　　　　　称

ブラケットＩＬＷ

ＦＬ１０Ｗｘ１ 直付ＦＬ１１

ＦＬ２０Ｗｘ１ 直付ＦＬ２１

☆

撤去　照明器具リスト

注記

＊　点線は別途とする。

＊　  は器具撤去跡カバープレート取付とする。☆

１

２ ２

４ＦＬ２１ＵＢ

ＦＬ２１ＶＢ

Ａ

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ２

ＦＬ２０Ｗ

埋込

バッテリー内蔵

Ｖ型

壁付

ＦＬ２１Ｕ

ＦＬ２１ＵＢ

ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ２１Ｗ

ＦＣＬ 埋込丸型

ＦＣＬ 埋込角型

ＦＣＬＵ丸

ＦＣＬＵ角

ＦＬ２４ＵＬ　　 ＦＬ２０Ｗｘ４

ＦＬ２０Ｗｘ４ＦＬ２４

埋込ルーバー

ＦＬ４０Ｗｘ１ Ｖ型ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１Ｕ 埋込

ＦＬ４０Ｗｘ２ Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ２ Ｖ型　バッテリー内蔵ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２Ｖ

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４０Ｗｘ２

埋込

埋込　バッテリー内蔵

ＦＬ４２Ｕ

ＦＬ４２ＵＢ

ＦＬ４０Ｗｘ２ 埋込ルーバー

埋込ルーバー　バッテリー内蔵

ＦＬ４２ＵＬ

ＦＬ４０Ｗｘ２

非常灯ダウンライト　 バッテリー内蔵

ＦＬ２１誘

ＤＢ

ＦＬ４２ＵＬＢ

ＦＬ４０Ｗｘ１ 笠付ＦＬ４１Ｋ

３ＷＰ

切替

Ａ

１

２

３

１

１

２

１５

４

１

２

２

１２

４

８

４

４

２

１

１

２

１

１

１

１

ＦＬ２０Ｗｘ１ Ｖ型ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２０Ｗｘ１ＦＬ２１ＶＢ Ｖ型　バッテリー内蔵 １

１Ｐ１５Ａｘ２ + ＰＬ

３路　防水

誘導灯

スイッチ

スイッチ

切替スイッチ

自動点滅器

５ １

１

２

２２

５

N

Ｎｏ

Ｅ－０８

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　１階　電灯設備図

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００
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調理実習室兼会議室
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女子便所

湯沸室

（改修前）

Ｓ＝１／１００２階平面図

ＦＬ２１誘

ＦＬ４１Ｕｘ２

ＦＬ４１Ｖｘ３

ＦＬ２２Ｖ

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＤＢ

ＦＬ２１ ＦＬ２１

ＦＬ４２ＵＬｘ４
ＦＬ４２ＵＬＢｘ２

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ２１ｘ２

ＦＬ４２Ｖｘ１２
ＦＬ４２ＶＢｘ４

ＦＬ４２Ｕｘ８
ＦＬ４２ＵＢｘ４

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ１１

ＦＬ１１

ＦＬ２１ＵＢｘ２

N

Ｎｏ

Ｅ－０９

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　２階　電灯設備図

川島地区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



大矢知地区市民センターＬＥＤ照明設備賃貸借 

 

表紙 

図番 図面名称 

E－０１ 特記仕様書（１） 

E－０２ 特記仕様書（２） 

E－０３ 付近見取り図・配置図 

E－０４ 照明器具姿図（１） 

E－０５ 照明器具姿図（２） 

E－０６ 改修後 1 階 電灯設備図 

E－０７ 改修後 2 階 電灯設備図 

E－０８ 改修前 1 階 電灯設備図 

E－０９ 改修前 2 階 電灯設備図 



基準は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成27年2月閣議決定）」による。

仕様書

Ⅰ．工事概要

１．工事場所

２．建物概要

建　　物　　名　　称
消防法施行令

別 表 第 一
備　　考

建築基準法による

延べ面積 (ｍ２)
構　　造 階　　　　　　数

３．工事種目（○印のついたものを適用する）

建 物 別 及 び 屋 外

工　　事　　種　　目

工　　　　　　　　事　　　　　　　　種　　　　　　　　別

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

４．指定部分 ・ 無 有・ 対象部分　（

指定部分工期

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、

○印の付いたものによる。

・

・

・

２．特記仕様

項目及び特記事項は○印の付いたものを適用する。

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

1 適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・ 風圧力

風速　(V0

地表面粗度区分（　 ・Ⅰ　　・Ⅱ　　・ Ⅲ　　・Ⅳ　）

積雪荷重・

環境への配慮2 （１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

次の①から④を満たすものとする。

①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、

アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

②　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

③　接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、アセ

トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは、

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

発散建築材料以外の材料

（３）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づく特定調達物品等に関する判断の

Ⅱ．工事仕様

電気自動車用充電設備

防犯・入退室管理設備

動 力 設 備

電 灯 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害除去工事

＝34m/s)

垂直積雪量（ 0.3ｍ ）

設計図

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準仕様書」という。）

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「改修標準仕様書」という。）

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）（平成３１年版）　（以下、「標準図」という。）

令和 　 年 　 月 　 日

・

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項特　　　　記　　　　事　　　　項

接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φは

Ｗ＝30 Ｌ＝900mm 以上、14φは、Ｗ＝40 Ｌ＝1,200mm 以上としても差し支えない。

接 地 の 種 類 記　　　号 接地抵抗値

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－　組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥA,B,D,C

ＥA,D,C

ＥA

ＥB

ＥD

ＥC

ＥLH

ＥLL

Ｅt

ＥAt

ＥDt

ＥLt

ＥO

壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

名　　　　称 測　　　点 取付高さ　[mm]

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

ｺﾝｾﾝﾄ，電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ，ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

コンセント（土間）

コンセント（電動車いす充電用）

引込開閉器箱（低圧）

分電盤，制御盤，実験盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

試験用接続端子箱

接地極埋設標

給油ボックス

室内端子盤（廊下・室内）

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

親時計

子時計，スピーカ

アッテネータ

表示盤

発信器（出退表示用）

外部受付用インターホン（子機）

壁付インターホン　　　（上記以外）

呼出ボタン（多機能便所用）

復帰ボタン（　　 〃 　　）

廊下表示灯（　　 〃　　 ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

副受信機

機器収容箱（火災報知設備）

発信機

警報ベル

表示灯（火災報知設備）

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（重ガス）

ガス漏れ検知器（軽ガス）

　　　　　　　〃　　　　　　 （和室）

　　　　　　　〃　　　　　　 （台上）

床上 ～ 中心

鏡上端 ～ 中心　

台上 ～ 中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

（参考）天井面を基準とする取付高は、天井高さが 2,500mm から 3,000mm の場合に適用する。
　　　　天井高さが 3,000mm 以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督職員と協議する。

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

床上 ～ 中心

床上 ～ 上端

床上 ～ 中心

地上，床上 ～ 中心

床上 ～ 下端

地上 ～ 中心

　地上 ～ 給油口

床上 ～ 下端

床上 ～ 中心

〃

天井下 ～ 上端　

　床上 ～ 操作部

床上 ～ 中心

天井面 ～ 中心　

2,100

2,500

  150

  150

  150

  800 ～ 1,300

  900

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500

  500

  800

  600

1,000

1,200

  300

1,500

(天井高)×0.9

1,200

1,200

標準図による

1,100

  900

1,300

2,000

  200

  800 ～ 1,500

1,500

1,500

  300

1,500（上端1,900以下）

(天井高)×0.9

  800 ～ 1,500

  800 ～ 1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井高)－200

図面において、室名に（　）を付したものは直天井を示し、それ以外は二重天井の部屋を示す。

壁付電話機 〃 1,300

電話引込口の保安器用

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－３組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

高圧避雷器用

低圧避雷器用

構 造 体 接 地

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

測 定 用

共 同 接 地

共 同 接 地

Ａ 種

Ｂ 種

Ｄ 種

Ｃ 種

Ω以下

接　　地　　極　（参考）

スイッチ　（一般） 床上 ～ 中心 1,200

1,200〃　　〃　　（多機能便所用）

〃自動スイッチ　（照明、換気扇用等） 1,800

工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

  300

項　　　目項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

高効率誘導電動機回路保護用の配線用遮断器等の選定は下記による。

23 接　地　極

25 取付高さ

26 他工事又は他工種

との取り合い

二重床内に設置する器具の位置表示として、マーキングを直上の天井面に付けること。

また、用途に応じ色分けすること。

埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数、管径等は

監督職員の承諾を受けて変更しても差し支えない。

また、機械室等の床埋設配管は図面上 PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配

管部分は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

下記の金属製電線管の露出配管は塗装、めっき等の仕上げを行う。

金属製（ステンレス、新金属も含む） ・ 樹脂製　　とする。

三相可変速電動機用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。

0.75

88.5

1.5

92.0

2.2

93.0

3.7

94.0

5.5

94.0

7.5

94.5

11

94.5

15

95.0

18.5 22 30 37 45

95.595.595.595.595.5

備考（１）規約効率は、JET-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

　　（２）規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V、

天井仕上げ表示24

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－ 15 3 2.0 2.0 2.0 15 10

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 20 15

－ 15 5 2.0 2.0 2.0 30 20

－ 15 10 2.0 2.0 2.0 40 30

－ 20 10 2.0 2.0 2.0 50 40

－ 30 20 2.0 2.0 2.0 75 50

60 50 30 3.5 5.5 2.0 100 75

75 60 50 3.5 5.5 2.0 150 100

125 75 60 8.0 14 2.0 200 150

125 60 8.0 14 2.0 250 200

125 100 14 22 3.5 300 250

150 100 14 22 3.5 400 300

200 150 14 22 5.5 500 400

225 200 14 22 8.0 600 500

200

250

150

175

200

300

350

450

500

器具容量、コンデンサ回路の配線

200V三相誘導電動機回路の器具容量等

配線用遮断器等 [A]

Y-Δ始動 ｲﾝﾊﾞｰﾀ
入力側
[A]

ｺﾝﾃﾞﾝｻ回路

接続する電線の最小太さ[mm2]
ｺﾝﾃﾞﾝｻ [μF]

MCCB

電流計
[A]

EM-IE IV 長さ3m以下 50Hz 60Hz

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

3 2.0 2.0 2.0 5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 7.5

－

15

5 2.0 2.0 2.0 10

－ 10 2.0 2.0 2.0 15

－

30

10 2.0 2.0 2.0 20

30

30

15

3.5

2.0 25

40

50

20

3.5

5.5

2.0 40

60

60

30

8.0

2.0 50

75

30

8.0

14

2.0 75

100

60

3.5

75

125

60

3.5

100

125

60

5.5

125

150

100

14 22

8.0

150

100

150

75

100

100

150

175

225

300

器具容量、コンデンサ回路の配線

400V三相誘導電動機回路の器具容量等

350

400

500

225 150

200

250

14 22

8.0

300

－

15

175

300

350

8.0

8.0

3.5

2.0

2.0

22

22

2.0

3.5

5.5

5.5

14

14

14

38

38

2.0

2.0

2.0

8.0

250

200

300

397

5

5

5

7.5

10

15

20

25

40

50

75

75

100

125

150

200

250

250

300

構外搬出適切処理とする。

屋内（　内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所　地階、ピット階　）

EM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

屋外（内外面溶融亜鉛メッキ仕上げ箇所：全て（塗装箇所除く）

塗装（　・　屋内　・　屋外　・　全て　・　図示　）

　　　　　IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

・

22 高効率誘導電動機の

19 電　線　類

20 二重床内器具

15 建設発生土の処理 ・

・

16 電線本数，管路等

17 金属製電線管の

塗装・仕上げ ・

18 フラッシュプレート 図面に特記なき場合は、・

21 インバータ装置の

規約効率

電動機出力 (kW)

規約効率　 (％)

0.4

86.0

）

材料・機材の3

品質等

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき品質

及び性能を有するものとする。

（２）下表に示す材料・機材等の製造業者等は次の①から⑥すべての事項を満たすものとし、この証

明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監

督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明となる資料等の提出

を省略することができる。

①  品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

②　生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③  安定的な供給が可能であること。

④  法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

⑤  製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥  販売、保守等の営業体制が整えられていること。

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置
（ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ及び系統連係保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御装置（監視制御装置）

機　　　材　　　名　　　称

電源周波数4 ・ ５０Ｈｚ ・ ６０Ｈｚ

5

配線用遮断器等の選定

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  1.8 15

 0.4  3.2 15

  0.75  4.8 15

 1.5  8 30

 2.2 11.1 40

 3.7 17.4 75

 5.5 26 100

 7.5 34 125

11 48 125

15 65 125

18.5 79 150

22 93 175

30 124 250

37 152 300

45 190 400

55 228 450

電　動　機

定格
出力
[kW]

定格電流
(参考値)

[A]
直入始動

MCCB

 0.2  0.9 15

 0.4  1.6 15

  0.75  2.4 15

 1.5 4 15

 2.2  5.5 20

 3.7  8.7 30

 5.5 13 40

 7.5 17 75

11 24 100

15 32 125

18.5 39

22 46

30 62

37 76 150

45 95 200

55 115 225

75

90

110

155

180

220

300

350

450

125

125

125

電気工作物の種類

一般用電気工作物

・ 事業用電気工作物

6 電気工事士 契約電力５００ｋＷ以上の電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

7 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。

構内につくることが　　・　できる　　　・ できない

足場その他8 別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。・

本工事で設置とする。（改修標準仕様書 第１編 2.2.2によるほか下記による。）・

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据え置

き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

・　内部足場の種別（　　　　　種　）

・　外部足場の種別（　　　　　種　）

仮設備工事9 仮設備期間（　・　図示　　　　　・　　　　　　　　　）

仮電源等　（　・　受変電設備　　・　発電設備　　　・　　　　　　）

養生10 養生範囲　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

養生方法　（　・　　　　　　　　・　　　　　　　　　）

施工調査11

電気保安技術者

・ 要 不要

・

ＬＥＤ照明器具

照明制御装置

可変速電動機用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギア（ＣＷ形、ＰＷ形）

高圧交流遮断器

・ はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行うこと。

・ 石綿含有分析調査（定性分析により石綿が含有されている場合は、定量分析を実施する。）

13 穿孔作業 既存躯体に穿孔する場合は金属探知により電源供給が停止できる付属装置等を使用する。

14 耐震安全性の分類

と耐震施工

1)設計用水平地震力

機器の重量[ｋＮ]に、設計用水平震度を乗じたものとする。

なお特記なき場合、設計用水平震度は次による。

設 置 場 所 機 器 種 別

2.0 1.5 1.5 1.0

1.52.02.02.0

2.0

1.5

0.40.6

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

1.5 1.5

1.51.51.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.01.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

0.6

0.6

0.6

0.6

0.6

上層階

屋上及び塔屋

中間階

地下・１階

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　特定の施設 　一般の施設・ ・

設計用水平震度

※水槽類には、オイルタンク等を含むものとする。

上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

上層３階、１３階建以上の場合は上層４層とする。

中間階とは、地階、１階を除く各階で上層階に該当しないものとする。

重要機器

・ 配電盤

・ 交換機

・

・ 火災報知受信機

・ 直流電源装置

・ 中央監視制御装置

・ 交流無停電電源装置

2)設計用鉛直地震力

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

発電装置

（独立行政法人建築研究所監修）による。（100kg以上の機器を対象とする。）

設備機器、電気配線の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」

・

(1)

12 非破壊検査等 構造部等の機械はつり箇所は、非破壊検査等による埋設物の調査を行い、監督職員に報告書を提出する。

・ その他（　　　）キュービクル

なお、放射線透過検査による場合は特記とし、撮影枚数は、１枚以上／部位とする。

・ 既設埋設配管等を切断または接続する箇所は、事前に試掘調査を行うこと。

屋外

改修一式 改修一式

・

・

ＲＣ造 ２階建

大矢知地区市民センター

１項ロ大矢知地区市民センター

四日市市下さざらい町　地内

大矢知地区市民センターＬＥＤ化工事

Ｎｏ

Ｅ－０１

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(１)

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



処分方法　・埋立処分

項　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 ・　アスベスト含有物の取り扱い

アスベスト含有成形板の有無　・有　・無

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

を遵守すること。

労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

　施工箇所及び工法　　　・図示

アスベスト含有箇所・吹付主剤・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

　仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

撤去の範囲　・全面撤去　・塗外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　外壁補修等作業は足場アンカー設置、コア抜き、

機器及び配管、配線器具類の固定等軽微な作業を示す。

除去工法

処分方法

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する
・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）はアスベスト含有吹付け材、下地調整材（ローラー

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

 計数機器

 メンブレンフィルタの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化
 計数条件
 計数アスベスト

0.5 f/l

総アスベスト繊維数      　 200本又は視野数50視野 

120 min

5l/min
 25mm

 位相差顕微鏡                    

アスベスト粉じん濃度測定方法

 定量限界

除去工法の試験施工　・行う　・行わない

・施行区画周辺又は、敷地境界　　・図示による

　・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定　　・行う（試験施工時） ・行わない

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹付主材、下地調整材（吹付仕上）の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル3の除去工法と同等とする。

直径3μm未満、長さ5μ m以上、長さと直径比３：１以上

アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法 

なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注 )　試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

２方向各１点

　  測　定　場　所

  　測　定　点

監督職員と協議すること。

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ケレン工法

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無

アスベスト含有保温材の有無　・有　・無

本工事に配置管理させる者（有資格者）

　・特定化学物質等作業主任者（H18.3.31以前の講習修了者）

　　又は石綿作業主任者（H18.4.1以降の講習修了者）

アスベスト含有シール材の有無　・有　・無

作業場の隔離　・行う　・行わない

除去工法
湿潤にて撤去を行い、適法に処分する事。

処分方法　・埋立処分

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

除去シール材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

　　　　　・認定を受けた無害化処理施設

　　　　　・アスベストの中間処理に適する溶融施設

除去成形板（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

作業場の隔離　・行う　・行わない

・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融

又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

除去保温材（　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　）

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉

じん飛散防止処理技術指針」による。

アスベスト含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

1  一 般  事  項

　の処理工事

2 アスベスト含有建材

3 アスベスト含有仕上

　塗材の除去

4 アスベスト含有保温
　材等の除去

7 特記事項

接続部シール材の除去

6 アスベスト含有配管

　板の除去

5 アスベスト含有成形

配 管 工 事 等

２　乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成11年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。

ればならない。

（秘密の保持）

第３　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を施

工するために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。

２　乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。

３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（適正な管理）

第４　乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２　乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。

３　管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。

４　四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。

（収集の制限）

第５　乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するために、個人情報を収集するときは、当該工

事を施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

（再提供の禁止）

第６　乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。

２　乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。

３　前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。

（複写、複製の禁止）

第７　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。

（持ち出しの禁止）

第８　乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。

２　甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。

３　前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。

（資料等の返還）

第９　乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。

２　前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものとする。

(1)　紙媒体　　シュレッダーによる裁断

(2)　電子媒体　データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の破砕

３　乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事に係る個人情報を第三者に再提供したと

きは、当該工事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなけれ

ばならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。

４　前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。

（研修・教育の実施）

（罰則等の周知）

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。

周知するものとする。

（苦情の処理）

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。

（事故発生時における報告）

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（契約解除及び損害賠償）

除及び損害賠償の請求をすることができる。

個人情報の取り扱いに関する事項

を含む。）を取り扱う場合においては、下記条文を順守すること。

（基本事項）

第１　この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。

（施工者の義務）

第２　乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）

　１．契約の解除

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排
除措置要綱（平成20年四日市市告示第28号）
第３条又は第４条の規定により、四日市市建
設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札
参加資格停止措置を受けたときは、契約を解
除することがある。

２．暴力団等による不当介入を受けたときの義務

には、業務発注所属と協議を行うこと。

暴力団等不当介入に関する事項

資格停止基準に基づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。
（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加

行に支障が生じたり、納期等に遅れが生じるおそれがあるとき
（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂

並びに業務発注所属へ報告し、警察への捜査協力を行うこと。
（１）不当介入には、断固拒否するとともに、速やかに警察へ通報・ 本 工 事 に 必 要 な 工 事 用 電 力 、 水 等 の 費 用 及 び 官 公 署 そ の 他 の 関 係 機 関 へ の

諸 手 続 等 に 要 す る 費 用 は 、 受 注 者 の 負 担 と す る 。

・ 市 支 給 と す る 。 た だ し 、 構 内 既 存 施 設 よ り 利 用 可 能 な 範 囲 に 限 る 。

本 工 事 に は 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 が 計 上 さ れ て い な い た め 、 受 注 者 が 本 工 事 に よ り

る 。

明 書 等 を 添 付 し て 、 本 工 事 に よ り 生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 相 当 分 を 請 求 す る 事 が で き

生 じ た 産 業 廃 棄 物 税 が 課 税 対 象 と な っ た 場 合 に は 、 翌 年 度 に 産 業 廃 棄 物 税 納 税 証

・  建 設 工 事 保 険 　 （ 管 理 財 物 担 保 特 約 に 加 入 ） (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )　

・  請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険 (保 険 証 券 の 写 し を 提 出 )

 　 加 入 期 間 は 工 事 期 間 を 原 則 と す る 。 (必 要 に 応 じ て 延 長 す る も の と す る 。 )　

下 記 の 制 度 に つ い て 加 入 す る こ と 。

・  法 定 外 労 災 補 償 制 度 　 　 　 (加 入 証 明 書 を 提 出 )　

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 に 加 入 し 、 掛 金 収 納 書 を 提 出 す る 。

　 　  共 済 証 紙 購 入 額

 　 　 請 負 額 (消 費 税 含 む )の 0 . 5 / 1 0 0 0  以 上 　

た だ し 、 建 設 業 退 職 金 共 済 に つ い て は 請 負 額 が 5 0 0万 円 以 上 の 場 合 と す る 。

※ 1 他 の 退 職 金 制 度 に 加 入 し て い る 等 、 共 済 証 紙 を 購 入 す る 必 要 が な い 場 合 は 理

 　  由 書 の 提 出 を も っ て 共 済 証 紙 の 購 入 を 不 要 と す る 。

※ 2  契 約 変 更 に よ り 工 事 価 格 が 上 昇 し た 場 合 は 不 足 分 を 追 加 購 入 す る こ と 。

工 事 請 負 代 金 額 5 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 工 事 実 績 情 報 （ CO R I N S） の 登 録 手 続 き

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により、施工体制台帳の写しを提出のこと。

下請契約締結日より、10日以内に提出すること。変更時も同様とする。

なお、警備業者についても記載すべき下請負人の範囲に含むものとする。

を 行 う こ と 。

・ 設 け な い 　 　 　 　 　 ・ 設 け る

監督職員の指示により下記のものを提出する。

　　・　保全に関する資料等　2部

・　完成図　ＣＡＤデータ　ＰＤＦデータ（ＣＤ－Ｒ）

　　・　工事完成図（竣工図（修正済みの設計図）＋施工図）

・　完成図　（Ａ４版に製本したもの）

　　・　工事写真（紙、ＣＤ－Ｒ）

・ 引 渡 し を 要 す る も の

　 構 外 搬 出 適 切 処 理 と す る 。

・ 引 渡 し を 要 す る も の 以 外

　 廃 棄 物 管 理 票 （ マ ニ ュ フ ェ ス ト ） 確 認 表 を 作 成 し 、 監 督 員 に Ａ 票 及 び Ｄ 票 も

  し く は Ｅ 票 の 確 認 を 受 け る も の と す る 。

・ 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

　 （ Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 　 Ｐ Ｃ Ｂ 使 用 機 器 は 、 関 係 法 令 に 従 い 適 切 に 処 置 す る 。

・ 再 使 用 又 は 再 資 源 化 を 図 る も の

工 事 記 録 は 以 下 の よ う に 行 う こ と 。

○ 工 事 写 真

工 程 写 真  埋 設 部 、 い ん ぺ い 部 、 施 工 工 程 、 材 料 等

完 成 写 真

※ 撮 影 用 具 に デ ジ タ ル カ メ ラ を 用 い 、 サ ー ビ ス サ イ ズ 程 度 の 大 き さ で

A4用 紙 に 印 刷 し 、 提 出 す る 。

   国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官 庁 営 繕 部 監 修 「 工 事 写 真 の 撮 り 方

※ 次 の 図 書 を 参 考 と す る 。

○ 工 事 日 報 、 納 品 伝 票
　 建 築 設 備 編 」

工 事 日 報 、 納 品 伝 票 等 の 写 し は 監 督 員 が 提 出 を 求 め た 場 合 に

提 出 す る こ と 。

特 記 な き 鋼 製 電 線 管 (1 9 , 2 5 , ･ ･ ･ 7 5 )の 表 示 は 全 て 薄 鋼 電 線 管 と す る 。

但 し 、 屋 内 箇 所 に お い て は 、 表 示 さ れ て い る も の と 同 一 外 形 の ね じ な し 電 線

管 ( E 1 9 , E 2 5 , ･ ･ ･ E 7 5 )を 使 用 し て も よ い 。

取 り 外 し 再 使 用 機 器 は 、 清 掃 及 び 絶 縁 測 定 の う え 、 取 り 付 け る 。

た だ し 、 絶 縁 劣 化 等 使 用 に 耐 え な い 場 合 は 、 監 督 職 員 に 報 告 す る 。

長 さ 1 m以 上 の 入 線 し な い 電 線 管 に は 、  1 . 2 m m以 上 の ビ ニ ル 被 覆 鉄 線 を 挿 入 す

る 。

タ ン ブ ラ ス イ ッ チ は 、 図 面 に 特 記 な き 場 合 、 ネ ー ム 付 と す る 。

配 線 器 具 ( ｽ ｲ ｯ ﾁ ､ ｺ ﾝ ｾ ﾝ ﾄ他 )の 現 場 納 り 等 に よ る 仕 様 、 数 量 に つ い て は

監 督 職 員 の 承 諾 を 受 け て 変 更 し て も さ し つ か え な い 。

使 用 機 器 の 製 造 者 選 定 に よ る 若 干 の 仕 様 の 相 違 は 、 監 督 職 員 の

承 諾 を 得 れ ば 、 可 と す る 。

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 及 び 付 属 品 は 、 Ｐ Ｆ 管 （ 単 層 管 ） の 波 付 管

以 上 を 使 用 す る 。

最 上 階 の 天 井 ス ラ ブ へ の 埋 込 配 管 は 、 原 則 と し て 避 け る も の と す る 。

本 工 事 施 工 に 伴 う 既 設 設 備 の 軽 微 な 加 工 改 造 は 、 本 工 事 と す る 。

原 動 機 、 発 電 機 と 付 属 各 機 器 間 の 燃 料 油 、 冷 却 水 な ど の 配 管 、 制 御 用 配 線 等

は 、 監 督 員 の 承 諾 を 受 け て 図 面 と 多 少 相 違 し て も さ し つ か え な い 。

位 置 ボ ッ ク ス は 金 属 製 と し 、 電 力 用 に は 接 地 を 施 す 。

2 7  工 事 用 電 力 、 水 等

28  産 業 廃 棄 物 税

2 9  工 事 の 保 険

3 0  建 設 共 済 等

3 1  工 事 実 績 情 報 の 登 録

32  施 工 体 制 台 帳 の 提 出

33　 監 督 職 員 事 務 所

34  完 成 時 の 提 出 図 書

3 5  発 生 材 の 処 理

3 6  工 事 記 録

3 7  鋼 製 電 線 管

3 8  呼 び 線

4 0  タ ン ブ ラ ス イ ッ チ

4 1  配 線 器 具 等

4 2  機 器 仕 様

4 3  合 成 樹 脂 管 配 線

4 4  位 置 ボ ッ ク ス

4 5  最 上 階 の 埋 込 配 管

46  既 設 と の 取 合 い

48  地 中 配 線 の 埋 設 深 さ 等

47  自 家 発 電 設 備 の

・ 設 け る 　 　 　 ・ 設 け な い

地 中 配 管 に 埋 設 標 識 シ ー ト （ 2倍 ） を

埋 設 深 さ は 原 則 0 . 6 m以 上 と し 、 そ れ に よ り 難 い 場 合 は 監 督 員 と

協 議 し 決 定 す る こ と 。

電気設備の改修等のため、在来設備を一時停止させる必要のある場合は、

1.施工可能日　　・土、日曜日、祝日施工有り　・指定なし

・その他　(　　　　　　　　　　　　　　)

2.施工可能時間帯　　・指定有り（　　時～　　時）　・指定なし

予めその時期、停止の範囲及び工法等を施設管理者などの関係者と打ち合わせ、

場合によっては停電計画書等を提出し、承諾を得たうえで作業を行うものとし、

施設の運営に支障を来たさないよう特に注意する。

構 内 線 路 に お け る 埋 設 標 の 材 質 及 び そ の 個 数 は 、 図 面 に 記 載 の な い 場 合 は

次 に よ る 。

・ 鉄 製 (　 　 箇 所 )　 　 　 　 ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ製 (　 　 箇 所 )

資 材 購 入 及 び 工 事 の 一 部 を 下 請 業 者 に て 施 工 す る 場 合 、 業 者 の 選 定 に 際 し

て は 、 で き る 限 り 市 内 業 者 を 優 先 さ せ る こ と 。

一 般 照 明 の 照 度 測 定 を 行 う 。 照 度 測 定 箇 所 は 、 監 督 職 員 の 指 示 に よ る 。

施 工 図 等 の 著 作 権 に 関 わ る 当 該 建 物 に 限 る 使 用 権 は 、 発 注 者 に 移 譲 す る

も の と す る 。

49 施 工 条 件

5 0  地 中 配 線 の 埋 設 標

5 1  資 材 購 入 及 び 下 請 業 者 の

 　 選 定 に 際 し て の 留 意 事 項

5 2　 一 般 照 明 の 照 度 測 定

53　 施 工 図 等 の 取 扱 い

設 計 金 額 30 0 0万 円 以 上 の 工 事 は 、 四 日 市 市 検 査 規 程 第 ８ 条 第 ６ 項 の 規 程 に よ り 発

注 者 が 随 時 検 査 を 求 め た 場 合 、 監 督 員 の 指 示 に 従 い 受 験 す る こ と 。

＜ 現 場 代 理 人 に 関 す る 事 項 ＞

＜ 随 時 検 査 ＞

　 　 工 場 製 作 期 間 中 等 に 現 場 代 理 人 の 常 駐 を 解 除 す る 場 合 は 、 そ の 期 間 に 応 じ た 経 費 の 減 額 変 更 を 行 う 。

＜ 喫 煙 に 関 す る 事 項 ＞

　 学 校 敷 地 内 は す べ て 禁 煙 と し 、 敷 地 周 辺 の 路 上 等 に お い て も 禁 煙 に 努 め る こ と 。

・　完成図　（原図サイズで機械設備図と併せて二つ折り製本したもの、3部）

3 9  再 使 用 機 器

除去仕上塗材（　　　　　　　　　）含有場所（　外壁　　）

Ｎｏ

Ｅ－０２

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

特記仕様書(２)

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺
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Ｓ＝１／１００物置平面図

配置図  Ｓ＝１／２００

ＬＥＤ

ＬＥＤ

ＦＬ２１

ＥＤ

ＥＭ－ＩＥ１．６　（ＨＩＶＥ１６）

ＨＦ１００

ＨＦ１００

特記なき配線は下記による

新設

既設 ＶＶＦ１．６－２Ｃ
配管配線更新

付 近 見 取 図

新設

新設

撤去

新設

取替

取替

＊　街路灯は灯具・安定器を撤去し、ＬＥＤ灯具を新設とする。
注記

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

ＦＬ４１Ｋ 撤去

取替

（Ａ）新設

プルボックス取替Ａ取替

自動点滅器取替

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ （ＧＺ２２）

（ＶＥ１６）

注記

既設　１００ｘ１００ｘ１００　ＶＥ
新設　１００ｘ１００ｘ１００　ＳＵＳ．ＷＰ

プルボックス　取替☆

☆
（ＡＢ）

（ＡＢ）

（Ｔ）

Ｎｏ

Ｅ－０３

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

付近見取図・配置図

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

A2：1/100.1/200



照 明 器 具 姿 図

直付型４０形　反射笠付型 直付型４０形 直付型２０形　 ＬＳＳ９－２－１５（Ｃ）（Ｂ）（Ａ） 直付型４０形 直付型４０形

直付型４０形

　Ｄスタイル　Ｗ２３０

　Ｄスタイル　Ｗ１５０

ＬＳＳ９－４－４８ ＬＳＳ１０－４－４８

ＬＳＳ１０－４－６５

埋込型２０形　下面開放型　Ｗ３００

３２００ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＫＲ２３０３２３Ｎ－ＬＤ９
三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ２３０２３５／Ｎ  ＡＨＴＮ

埋込型４０形

 黒板灯

埋込型４０形

埋込型４０形

２５００ｌｍ

５２００ｌｍ

　下面開放型　Ｗ３００

埋込型４０形 ６９００ｌｍ ＬＥＤスクエアベースライト ＬＥＤスクエアベースライト

６５０□パネル共

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４３０２５３Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＲ４３０５２３Ｎ－ＬＳ９ 東　  　　芝　ＬＥＫＲ７２７３０１ＦＮ－ＬＤ９

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４２５３３５／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４５０３３５／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック  ＸＬ５５３ＬＷＶＫＬＥ９

三　　　　菱　

パナソニック　ＸＬＸ４２０ＶＥＮＴＬＥ９

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＶＥＮＴＬＥ９

　ＦＨＰ４５形×３灯タイプ　埋込型

ＬＲＳ８－４－２６

パナソニック　ＬＧＣ２１１３Ｄ

ＬＥＤシーリングライト

リモコンスイッチ付（段調光）

軒下用（防雨型） 　２０形直管蛍光灯１灯器具相当

９７５ｌｍ ９８０ｌｍ

１５０φ

ＬＥＤダウンライト 軒下用ダウンライト　１００形 ＬＥＤキッチンライトＬＥＤダウンライトＬＲＳ１－３３ ＬＥＤダウンライト

東　  　　芝　ＬＥＫＤ１０２９１５Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＥＬ－ＷＤ０１／３（１０１ＮＭ）  ＡＨＮ

パナソニック　ＬＧＢ５２０９７ＬＥ１

三　　　　菱　

パナソニック　ＸＮＷ１０６０ＷＮＬＥ９

ＬＥＤブラケット

　２０形直管蛍光灯１灯器具相当

１１００ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８７００３Ｎ－ＬＳ
三　　　　菱　ＥＬ－ＬＦＶ２３６１  ＡＨＪ（１３Ｎ４）

パナソニック　ＬＧＢ８５０３２ＬＥ１

ＬＥＤブラケット ＬＥＤスポットライト

　３２形Ｈｆ蛍光灯１灯器具相当

防雨型

８８０ｌｍ２５００ｌｍ

パナソニック　ＬＧＷ４０４８９ＬＥ１

非常灯

非常灯

５２００ｌｍ

６９００ｌｍ

　４０形下面開放  Ｗ３００

　６０形電球２灯器具相当
防雨型、熱線センサ・ＥＥセンサ付

ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－０６

ＬＥＤウォールライト 非常灯４０形　

非常灯４０形　

Ｄスタイル　Ｗ２３０

４０００ｌｍ

６９００ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３４０４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＴＪ４２３６９４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＲＪ４３０５２４Ｎ－ＬＳ９

東　  　　芝　ＬＥＫＲＪ４３０６９４Ｎ－ＬＳ９

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４４０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＶＫ４７０３３１Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＢＫ４５０３３５Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

三　　　　菱　ＭＹ－ＢＫ４７０３３５Ｂ／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＬＧＢ８１７７０ＬＥ１
東　  　　芝　
三　　　　菱　

パナソニック　ＸＬＧ４４１ＤＧＮＣＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＤＧＮＣＬＥ９

（Ｄ） （Ｅ１）

（Ｅ２）

（Ｆ）

（Ｇ） （Ｈ１） （Ｉ１） （Ｋ） （Ｌ）

（Ｍ） （Ｎ） （Ｏ） （Ｐ） （Ｑ） （Ｒ）

（Ｓ） （Ｔ） （Ｕ） （Ｖ１）

（Ｖ２）

（Ｗ１）

（Ｗ２）

Ｄスタイル　Ｗ１５０

Ｄスタイル　Ｗ１５０

プルスイッチ付

２０００ｌｍ

東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１５５２３Ｎ－ＬＳ９
三　　　　菱　ＭＹ－Ｈ４５０３３０／Ｎ  ＡＨＴＮ

パナソニック　ＸＬＸ４５０ＫＥＮＰＬＥ９ パナソニック　ＸＬＸ４１０ＡＰＮＰＬＥ９

２５００ｌｍ

埋込型４０形

三　　　　菱　ＭＹ－Ｂ４７０３３５／Ｎ  ＡＨＴＮ
東　  　　芝　ＬＥＫＲ４３０６９３Ｎ－ＬＳ９
パナソニック　ＸＬＸ４６０ＶＥＮＴＬＥ９

　下面開放型　Ｗ３００
□２７５

　ＦＨＰ２３形×３灯相当タイプ　埋込型

（Ｊ）

三　　　　菱　ＥＬ－ＬＦＶ４７１１Ａ  ＡＨＪ（２５Ｎ５）

ＬＲＳ１－１３ＬＲＳ１－１７

３６９９ｌｍ

５８３０ｌｍ

（Ｈ２）

パナソニック　ＸＬＸ２３０ＶＥＮＪＬＥ９

東　  　　芝　ＬＥＤＨ８００１Ａ０１－ＬＣ
三　　　　菱　ＥＬ－ＣＰ３２１０Ｎ  １ＨＺ

パナソニック　埋込ＸＬ３８２ＰＥＶＪ－ＬＡ９

東　  　　芝　ＬＥＫＲ７４１６５２Ｎ－ＬＤ９
三　　　　菱　ＥＬ－ＳＫ６０１１Ｎ／４　ＡＨＴＺ

東　  　　芝　ＬＥＤＢ８３１２９

パナソニック　ＸＬＧ４５１ＶＧＮＪＬＥ９

パナソニック　ＸＬＧ４６１ＶＧＮＪＬＥ９
東　  　　芝　ＬＥＤＢ８３２１０

三　　　　菱　ＭＹ－Ｖ４２０３３０Ｓ／Ｎ　ＡＨＴＮ
東　  　　芝　ＬＥＫＴ４１２２０３ＰＮ－ＬＳ９

Ｎｏ

Ｅ－０４

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図（１）

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺



リニューアルプレートリニューアルプレートリニューアルプレート

照 明 器 具 姿 図

ポール
既設再使用

ＬＥＤ街路灯

　通路誘導灯両面型

ＳＴ１－ＦＳＦ２３－ＢＬＬＥＤ誘導灯ＬＥＤ誘導灯ＬＥＤ誘導灯

　Ｂ級・ＢＬ形　Ｂ級・ＢＬ形　Ｂ級・ＢＬ形
　避難口誘導灯片面型 　通路誘導灯片面型

３０００ｌｍ

非常照明用点検リモコン １個納品

注記

＊  埋込型照明は必要に応じてリニューアルプレート等を取付ること。

＊  照明器具形状・光束・メーカー品番は参考とし、同等品とする。

＊  照明器具型番で本体型番を示すものは、ＬＥＤ電球、ユニットを含むこと。

＊  既設器具とのサイズ違いによる壁塗装補修、天井開口加工、
隙間補修等は本工事に含む。

ＳＴ１－ＦＳＦ２２－ＢＬ

パナソニック　ＮＮＹ２２６８０ＬＥ９

三　　　　菱　

（Ｙ） （ＡＡ） （ＡＢ）（Ｚ）ＳＨ１－ＦＳＦ２０－ＢＬ

東　  　　芝　ＬＥＤＧ－１０８３１Ｎ（Ｋ）（ポール変換アダプター共）

φ１５０

三　　　　菱　ＥＬ－ＤＢ２３１１１Ｂ
東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ１３６２１Ｍ
パナソニック　ＮＮＦＢ９１６１５Ｃ

（Ｘ１） ＬＥＤ非常灯 低天井用

ＬＥＤ非常灯 中天井用

パナソニック　ＮＮＦＢ９３６１６Ｃ
東　  　　芝　ＬＥＤＥＭ３０６２２Ｍ
三　　　　菱　ＥＬ－ＤＢ３３１１２Ｂ

（Ｘ２）

Ｎｏ

Ｅ－０５

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

照明器具姿図（２）

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ２ ： １／１００



U P

P S

P S

中庭

ホール

事務室

書庫

U P

休憩室

湯沸室

便所
女子

便所
多目的

廊下

公民館事務室

男子
便所

Ｓ

和室

Ｓ＝１／１００１階平面図

３ＷＰ

Ａ

２連 + 切替

Ａ

ＬＥＤ

（改修後）

（Ｃ）

（Ｃ）

２Ｓ

Ｍ

６

４

☆

Ａ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ（ＧＺ２２）
凡　  　例

記　　号 改  修  前 改  修  後

蛍光灯 ＬＥＤベースライト１灯用

シーリングライト

ブラケット

ＬＥＤシーリングライト

蛍光灯 ２灯用

壁付灯

ＬＥＤブラケット

ＬＥＤ壁付灯

ＬＥＤ街路灯

３ＷＰ

３路スイッチ フルカラースイッチ  ３路

スイッチ３路防水

街路灯

非常灯

誘導灯

ＬＥＤ非常灯

ＬＥＤ誘導灯

ダウンライト ＬＥＤダウンライト

和風ペンダント ＬＥＤ和風ペンダント

スイッチ フルカラースイッチ

フルカラースイッチ  ３路防水

表示灯付

３

パイロットランプ

フルカラースイッチ

フルカラースイッチ

Ｌ

角ボックス

丸ボックス

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ（ＧＺ２２）

詳細図

詳細図参照

注記

※　点線は再使用とする。
※　非常照明用点検リモコン１個納品とする。
※　☆　スイッチ片切ｘ２ + 切替スイッチ取替

接地工事　Ｄ種ＥＤ

Ｓ 人感センサー

センサー用切替スイッチ

換気扇連動型

２連２Ｓ

特記なき配線は下記による

４

６

Ｍ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ  （１Ｃアース）

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃｘ２ （メタルモールＢ型）

（Ｈ１） （Ｈ１）
（Ｌ）

（Ｉ１）ｘ４

（Ｗ２）ｘ２

（Ｖ１）

（Ｏ）

（Ｏ）

（Ｏ）

（Ｆ）

（Ｊ）

（Ｊ）

（Ｊ）（Ｊ）

（ＡＡ）

（Ｚ）

（Ｎ）

（Ｎ）（Ｎ）

（Ｎ）

（Ｎ）

（Ｙ）

（Ｐ）

（Ｐ）

（Ｋ）ｘ４

（Ｄ）ｘ２

（Ｕ）（Ｄ）

（Ｒ）

（Ｓ）ｘ２

（Ｕ）

（Ｉ１）ｘ１１

（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｘ１）ｘ４

（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｘ１）

Ｎｏ

Ｅ－０６

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　１階　電灯設備図

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



調理室

U P

D N

会議室

便所
男子

廊下

便所
女子

図書室

倉庫

会議室

O P E N

D N

階段棚足場（単管）

Ｓ＝１／１００ Ｓ＝１／１００２階平面図 Ｒ階平面図

（改修後） （改修後）

（Ｂ）

ｘ６

（ＧＺ２２）ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ

ＰＢ　ＳＵＳ．ＷＰ１００ｘ１００ｘ１００

（Ｔ）

（Ｙ）

（Ｄ）ｘ２

（Ｈ２）ｘ６

（Ｇ）ｘ２

（Ｙ）

（Ｈ２）ｘ１２

（Ｗ１）ｘ４

（Ｙ） （Ｊ）

（Ｅ１）

（Ｊ）

（Ｅ１）

（Ｊ）

（Ｆ）

（Ｆ）

（Ｏ） （Ｏ） （Ｆ）

（Ｈ２）ｘ６

（Ｅ２）

（Ｖ２）ｘ４

（Ｑ）

（Ｑ）

（Ｙ）

（Ｘ１）
（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｘ１）

（Ｓ）

（Ｓ）
（Ｘ２）

（Ｍ）

（Ｍ）

Ｎｏ

Ｅ－０７

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修後　２階・Ｒ階　電灯設備図

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



U P

P S

P S

中庭

ホール

事務室

書庫

U P

休憩室

湯沸室

便所
女子

便所
多目的

湯沸室

廊下

公民館事務室

男子
便所

１  Ｆ 屋外２  Ｆ・Ｒ  Ｆ

和室

（改修前）

Ｓ＝１／１００１階平面図

３ＷＰ

ＦＬ４２ＵＫ
ＦＬ４２ＵＫ

ＦＬ２２ＶＢ

ＦＬ４１ｘ２

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

ＤＢ

ＤＢ ＤＢ

ＤＢ

ＤＢ

ＤＢ

ＤＢ

ＦＬ４１Ｖ

Ａ

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘 ２連 + 切替

ＦＬ２４Ｕｘ４

ＦＣＬ３１Ｕｘ４

ＦＬ２２Ｕ

ＦＬ２３

Ｄ

Ｄ

ＦＬ４２ＵＬｘ７
ＦＬ４２ＵＬＢｘ４

ＦＬ４２Ｕｘ４
ＦＬ４２ＵＢｘ２

ＶＶＦ１．６－２Ｃ

Ａ

Ｄ

Ｄ

ＦＬ４１Ｖｘ２

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２１Ｖ

ＬＥＤ

Ｄ

☆

ＦＬ２１

Ａ

（ＶＥ２２）

撤去

記　　号 名　　　　　　　　称

街路灯ＨＦ１００

バッテリー内蔵ＤＢ

誘導灯ＦＬ２１誘

ＦＬ４０Ｗｘ１

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１Ｖ

ＦＬ４１Ｕ

ＦＬ４２Ｖ Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ２ 埋込

ＦＬ４０Ｗｘ２

埋込

Ｖ型　バッテリー内蔵ＦＬ４０Ｗｘ２ＦＬ４２ＶＢ

ＦＬ４２Ｕ

ＦＬ４０Ｗｘ２ 埋込ルーバー　ＦＬ４２ＵＬ

ＦＬ４０Ｗｘ２ 埋込  カバーＦＬ４２ＵＫ

埋込ルーバー　バッテリー内蔵

ＦＬ４０Ｗｘ２

ＦＬ４０Ｗｘ２

埋込　バッテリー内蔵ＦＬ４２ＵＢ

ＦＬ４２ＵＬＢ

撤去　照明器具リスト

ＦＣＬ３０Ｗｘ１ 埋込ＦＣＬ３１Ｕ

直付

ダウンライトＤ

ＦＬ２１

ＦＬ２１Ｖ

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２０Ｗｘ１ Ｖ型

ＦＬ２０Ｗｘ２ＦＬ２２ＶＢ

ＦＬ２２Ｕ

ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ２０Ｗｘ２

ＦＬ２０Ｗｘ２

ＦＬ２０Ｗｘ３ＦＬ２３

埋込

Ｖ型　バッテリー内蔵

ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２１Ｗ ＦＬ２０Ｗｘ１

ＦＬ２１

壁付

壁付

ＦＬ２０Ｗｘ４ 埋込ＦＬ２４Ｕ

Ｖ型

ＦＬ４０Ｗｘ１ＦＬ４１

ＦＬ４０Ｗｘ１

Ｖ型

笠付ＦＬ４１Ｋ

４

７

２

４

７

３

１０

４

１

２

２

６

４

２４

６

４

３

２

２

２

３

２

１

１

２

１

１

１

４

２

３

２

４

スイッチ

Ａ 自動点滅器

＊　点線は別途とする。

注記

＊　  は器具撤去跡カバープレート取付とする。☆

３ＷＰ

片切ｘ３

スイッチ

スイッチ

３路　防水

２連＋切替 ２連＋切替スイッチｘ１

１

３

１

１

ＳＰＩＬ

ＳＰＩＬ

非常灯ダウンライト　

スポットライト　

１

１

２

Ｎｏ

Ｅ－０８

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　１階　電灯設備図

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００



調理室

U P

D N

会議室

便所
男子

廊下

便所
女子

図書室

倉庫

会議室

O P E N

D N

（改修前）

Ｓ＝１／１００

（改修前）

Ｓ＝１／１００２階平面図 Ｒ階平面図

ＦＬ４１Ｖｘ２

ＶＶＦ１．６－２Ｃ

ＦＬ２４Ｕｘ６

ＦＬ４２ＵＢｘ４
ＦＬ４２Ｕｘ１２

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘

ＦＬ４１

ＦＬ２１
ＦＬ２２Ｖ

ＤＢ

ＦＣＬ３１Ｕｘ３

Ｄ Ｄ

ＤＢ

ＦＬ２２Ｕ

ＦＬ２２Ｕ

ＤＢ

ＦＬ４２Ｕｘ６

ＦＬ２２Ｖ

ＦＬ４２ＶＢｘ４
ＦＬ４２Ｖｘ６

ＦＬ４１Ｕｘ２

ＦＬ２２Ｕ

ＦＬ２１

ＦＬ２１

ＦＬ２１
ＦＬ２１Ｗ

ＤＢ

ＤＢ

ＦＬ２１誘

ＦＬ２１誘

ＤＢ

（ＶＥ２２）

撤去

（Ｄ）

（Ｄ）

Ｎｏ

Ｅ－０９

工事名称
ＮＯＴＥ

有限会社 ソーヨー設備設計
横井和一第１０Ｄ１－０１５２ＮＡ号建築設備士登録番号

三重県松阪市長月町１５９－１

ＴＥＬ：０５９８－２６－５５３２
図面名称ＦＡＸ：０５９８－２６－６２５０

設  計作　　成　　日

改修前　２階・Ｒ階　電灯設備図

大矢知区市民センター照明器具ＬＥＤ化工事

令和３年　12月　17日

縮　　尺

Ａ３ ： ７０.７％

Ａ２ ： １／１００


